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はじめに

一般社団法人環境共創イニシアチブ（ＳＩＩ）では、平成２４年度から「ネット・ゼロ・エネルギーハウス支援事
業」の補助事業を執行し、７年目を迎えました。 
今年度より、環境省、経済産業省、国土交通省が連携してＺＥＨの普及を推進し、ＺＥＨへの支援を行っ
ています。 
これらのうち、経済産業省による「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証
事業」、「平成３０年度 高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業」、環境省による「平成３０年度 ＺＥＨ
支援事業」、「平成３０年度 先進的再エネ熱等導入支援事業」、「平成３０年度 低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッ
チ・マンション）支援事業」について、これまでの事業推移や、申請状況に加えＺＥＨのエネルギー使用状
況に関する調査・分析結果を通して今後の課題やテーマを広く共有する場として、「ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス支援事業 調査発表会２０１８」を開催する運びとなりました。 

1-1. 主催者挨拶及び趣旨説明 
1-2. ZEH補助事業の連携施策について 

4-1. ZEHデベロッパー登録制度について  
4-2. 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業について 
4-3. 低・中層ZEH-M（ゼッチ・マンション）支援事業について 

第4部 集合住宅に係るZEH補助事業について 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業
調査発表会 2018 

巻末資料 
＜付録①＞高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業 
＜付録②＞都道府県ごとの平均年間一次エネルギー消費量 

 および太陽光発電による平均年間創エネルギー量 実績データ 
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ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業
調査発表会 2018 

 

 
 

経済産業省 資源エネルギー庁
省エネルギー課

第1部 

基調講演と連携施策について 
 1-1. 主催者挨拶及び趣旨説明 
 1-2. ZEH補助事業の連携施策について  
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Ｈ 年度グレードＢ分析

1-1. 主催者挨拶及び趣旨説明 

経済産業省 資源エネルギー庁
省エネルギー課

主催者挨拶および趣旨説明
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現状と目標

住宅の省エネルギー化

三省連携による の推進

戸建住宅における

集合住宅における

我が国の最終エネルギー消費の推移

（原油換算百万 ）

（年度）

兆円、 年価格）

【出典】総合エネルギー統計、国民経済計算年報、 エネルギー・経済統計要覧

オイルショック以降、実質 は 倍。最終エネルギー消費は 倍。

実質
→

倍

最終エネルギー消費量

全体
1973→

倍

運輸
→

倍

家庭
→

倍

業務
→

倍

産業
1973→

倍

産業部門

業務部門

運輸部門

家庭部門
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 対策の積み上げにより、石油危機後並みの大幅なエネルギー消費効率の改善が必要。

２０３０年度
（省エネ対策後）

２０１３年度
（実績）

エネルギー需要

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費

熱
ガソリン
都市ガス

等
７５％

電力
２５％

３．６億ｋｌ

徹底した省エネ 
5,030万kl程度 

（対策前比▲13%程度） 

電力
２８％
程度

熱
ガソリン
都市ガス

等
７２％
程度

経済成長
１．７％／年

３ ３億ｋｌ程度

３．８億ｋｌ

長期エネルギー需給見通し実現に必要なエネルギー消費効率の改善

60
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2012-2030

エネルギー効率 ＝最終エネルギー消費量／実質ＧＤＰ

３５％改善

【エネルギー効率の改善】

（年）

 住宅の省エネ化
⇒ 省エネ基準適合義務化、 、省エネリフォーム

 ＬＥＤ照明・有機ＥＬの導入
⇒ ＬＥＤ等高効率照明の普及

 ＨＥＭＳによる見える化・エネルギーマネジメント
⇒ 全世帯に導入

 国民運動の推進

長期エネルギー需給見通しにおける省エネルギー対策
各部門における省エネルギー対策の積み上げにより、５，０３０万ＫＬ程度の省エネルギーを実現する。

＜各部門における主な省エネ対策＞
産業部門 ＜▲１，０４２万ＫＬ程度＞ 業務部門 ＜▲１，２２６万ＫＬ程度＞

家庭部門 ＜▲１，１６０万ＫＬ程度＞

運輸部門 ＜▲１，６０７万ＫＬ程度＞

 主要４業種（鉄鋼、化学、セメント、紙・パルプ）
⇒ 低炭素社会実行計画の推進

工場のエネルギーマネジメントの徹底
⇒   製造ラインの見える化を通じたエネルギー効率の改善

 革新的技術の開発・導入
⇒ 環境調和型製鉄プロセスの導入 等

 業種横断的に高効率設備を導入
⇒   高効率照明、高効率空調、産業ヒートポンプ、高性

能ボイラ、低炭素工業炉、 機器 他

 次世代自動車の普及、燃費改善
⇒ ２台に１台が次世代自動車に
⇒ 燃料電池自動車：年間販売最大１０万台以上

 交通流対策・自動運転の実現

 建築物の省エネ化
⇒ 省エネ基準適合義務化、

 ＢＥＭＳによる見える化・エネルギーマネジメント
⇒ 約半数の建築物に導入

 業種横断的に高効率設備を導入
⇒  高効率照明、高効率空調、業務用給湯器、変

圧器、冷凍冷蔵庫 他
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現状と目標

住宅の省エネルギー化

三省連携による の推進

戸建住宅における

集合住宅における

 年までに、新築住宅・建築物について、
段階的に省エネ基準への適合を義務化予定

 年度より、以下規制を措置
・大規模（延床面積 ㎡以上）非住宅建築
物について、新築時等におけるエネルギー消費性能
基準への適合義務及び適合性判定を義務化

・中規模（延床面積 ㎡以上）建築物の新築
時等における省エネ計画の届出を義務化

建築物省エネ法に基づく省エネ基準適合義務化
【新築】

建材へのトップランナー制度導入・拡大
【新築 既築】

 年までに、ハウスメーカー、工務店等による新
築注文戸建住宅の過半数を （ネット・ゼロ・エ
ネルギー・ハウス）化

 年までに、新築公共建築物等で （ネッ
ト・ゼロ・エネルギー・ビル）を実現

→ 補助金等による実証 導入支援

住宅・ビルのゼロ・エネルギー化の推進
【新築 既築】

 年までに、省エネリノベーションを倍増

 将来的には既築住宅の 化も推進

→ 補助金等による導入支援

省エネリノベーションの推進
【既築】

 年度より建材トップランナー制度を導入

（ロックウール断熱材、グラスウール断熱材、
押出法ポリスチレンフォーム、サッシ、複層ガラス）

 年度より硬質ウレタンフォーム（現場吹付け
品）に準建材トップランナー制度を導入

住宅・建築物の徹底した省エネの推進
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基準レベル以上の省エネ性能をアピール
■ 新築時等に、特に優れた省エネ性能をアピール
⇒第三者機関による評価を受け、５段階で★表示

※ 適合性判定、届出、又は誘導基準認定（容積率特例）等の申請書類（一次エネルギー消費量算定結果）を活用可能

建物種別 件数

非住宅建築物

住宅

計

【 実績（ 末時点）】

（ガイドラインに基づく第三者認証）について

0

10,000
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30,000
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70,000
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月

12
月 2月 4月 6月 8月 10
月

12
月 2月 4月 6月 8月

2016年 2017年 2018年

住宅における 取得件数： 件
うち シリーズ： 件

■ の普及について（住宅における取得件数）

現状と目標

住宅の省エネルギー化

三省連携による の推進

戸建住宅における

集合住宅における
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戸建住宅における ロードマップ（ 年見直し）

定義の確立

事業者の補助

目標の設定

技術者の育成

広報

技術開発

の普及

定義確立

年度 年度年度 年度

目標 新築戸建住宅の過半数を
化

（必要に応じて）定義・水準の見直し

新築戸建住宅における
の自立普及／

新築住宅の平均で を実現

（ ロードマップ検討委員会） （ ロードマップフォローアップ委員会）

業
界
団
体
・
民
間
事
業
者

国

（必要に応じて）
限定的な延長

の標準仕様化（ の住宅商品ラインナップ化を含む）
の要素技術の標準仕様化要素技術の高度化・普及促進

建築補助 定義・水準に応じた
建築補助

設計ノウハウの普及促進中小工務店等のノウハウ確立

自主的な行動計画等に基づくデータ収集・進捗管理・定期報告
評価制度の確立、登録制度の見直し

設計ノウハウの標準化

広報／ブランド化
販売ノウハウの標準化販売ノウハウの普及促進

定義・目指すべき
水準の拡張

注）ここでの とは、 を含めた広義の を指す

 ロードマップフォローアップ委員会を 年 月に設置。
の更なる普及拡大に向けた対策を検討し、 ロードマップを見直し、 年 月に公表。

– 年目標の具体化及び実現に向けた取り組み状況のフォローアップ、追加的な対策の検討
– 年目標の実現に向けた課題と対策を検討

集合住宅における のロードマップ

定義の確立

事業者の補助

目標の設定

設計ノウハウ

広報

技術開発

の普及

定義確立

年度 年度 年度

目標 集合 の普及加速

（必要に応じて）定義の見直し

集合 の自立普及
新築住宅の平均で を実現

業
界
団
体
・
民
間
事
業
者

国

（必要に応じて）限定的な延長建築補助

多様な建築プラン等での
事例・設計ノウハウの確立、横展開

便益の評価方法の検討

補助事業と連携した、
住宅仕様・住まい方・地域等ごとの多様な便益の情報収集
要素技術の高度化・低コスト化の推進、
省エネ設計・評価システムの開発・標準化

太陽光発電に係る新規ビジネスの促進

設計ノウハウの標準化

販売ノウハウの標準化

官民の役割分担と訴求ターゲットを明確にした広報

要素技術の標準仕様化

自主的な行動計画等に基づく
データ収集・進捗管理・定期報告登録制度の見直しデベロッパーの

登録制度確立

 集合住宅における ロードマップ検討委員会を 年 月に設置。
着工戸数が増加傾向にある集合住宅において、先導的な民間事業者で を目指した取組が始まりつつある中
において、そのロードマップを策定し、 年 月に公表。
– 集合住宅における の定義及びその実現性・目指すべき水準を検討
– 年目標の実現に向けた課題と対策を検討
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三省連携による の推進 （平成 年度予算）

経産省
↓
新たな

の開拓

環境省
↓

の
普及促進

建売住宅（ ＋）
（ ）

低層
（ ）

中層
（ ）

高層
（ ）

注文住宅
（ ）

注文住宅
（ ）

戸建住宅 集合住宅

万戸

万戸

万戸
※戸数は平成２９年度の着工戸数（概算）

万
戸

関係省庁（経済産業省・国土交通省・環境省）が連携し、住宅の省エネ・省 化に取り組み、
年までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上を に、 年までに建売戸建

や集合住宅を含む新築住宅の平均で を実現することを目指す。

国土交通省
の施工経験が乏しい事業者

に対する優遇

現状と目標

住宅の省エネルギー化

三省連携による の推進

戸建住宅における

集合住宅における
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の定義と平成 年度の支援状況

 太陽光発電の自家消費率を引き上げ、 からの自立を目指す ＋ を定義。
 今年度新設した「 実証事業」では、 ビルダー プランナー 者から 件の応募
があり、最終的には 者へ 件分の枠を割り当てた。

 その後、 月 日までに 件を採択した。

断熱性能 再エネ除く
省エネ率

再エネ含む
省エネ率 再エネ自家消費拡大措置 補助金額

（ 年度

強化外皮基準
（ 基準）

上記３要素のうち
２要素以上を採用 万円 戸

ー 万円 戸

高度エネマネ

新たな支援対象について（ 建売住宅における 、 ）

 気象条件や建築地特有の制約等により、『 』の実現が困難な場合において、建築補助による
誘導施策等の対象とすべき「目指すべき水準」を以下の通り定めた。（環境省事業にて支援）
・寒冷地（地域区分 又は 地域）、低日射地域（日射区分 又は の地域）及び多雪
地域（垂直積雪量が ㎝以上である地域）：
・都市部狭小地（北側斜線制限の対象となる用途地域等であって、敷地面積が ㎡未満で
ある土地。ただし住宅が平屋建ての場合を除く） ： （定義を新設）

 注文戸建に比べ価格や立地が重視される建売住宅市場における を実証するため、街区等
単位で を実現し、 による差別化を図り消費者に対して の価値を訴求する観点か
ら、「戸建分譲 実証事業」を新設。（平成 年度は 件（ 戸分）を採択）

都市部狭小地の例

北

建築基準法等により青い線より外側に建築できず、赤
い線で示した南側屋根の面積が制限された結果、太
陽光発電設備の設置面積が十分に確保できない。

建売住宅市場における実証事業 ※SII作成パンフレットより抜粋
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現状と目標

住宅の省エネルギー化

三省連携による の推進

戸建住宅における

集合住宅における

【集合】 集合住宅における の定義

住棟での評価 住戸での評価
住棟での評価における
目指すべき水準

断熱性能
※全住戸で
以下を達成

省エネ率
※共用部を含む住棟全体で

以下を達成
断熱性能

※当該住戸で
以下を達成

省エネ率
※当該住戸で
以下を達成

再エネ除く 再エネ含む 再エネ除く 再エネ含む

『 』

強化外皮基準
（ 基準）

以上 『 』

強化外皮基準
（ 基準）

以上
１～３階建

以上
未満

以上
未満

以上
未満

以上
未満 ４～５階建

再エネの導入
は必要ない

再エネの導入
は必要ない ６階建以上

『 』
（住棟全体で正味 以上省エネ）

または

（住棟全体で正味 以上省エネ）

（住棟全体で正味 以上省エネ） （住棟全体で正味 以上省エネ）
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未達成の例達成の例

住戸①
・強化外皮
・△ （再エネ除く）
・△ （再エネ含む）

『 』

住戸②
・強化外皮
・△ （再エネ除く）
・△ （再エネ含む）

非

共用部

住棟での評価では省エネ計算が必要
（住戸での評価では対象外）

住戸③
・強化外皮
・△ （再エネ除く）
・△ （再エネ含む）

集合住宅における の評価（イメージ）
 （住棟での評価）は、全住戸が （住戸での評価）でなくとも達成可能
 ただし、全住戸で強化外皮※となることが要件

住戸①
・強化外皮
・△ （再エネ除く）
・△ （再エネ含む）

『 』

住戸②
・非強化外皮
・△ （再エネ除く）
・△ （再エネ含む）

非

共用部

住棟での評価では省エネ計算が必要
（住戸での評価では対象外）

住戸③
・強化外皮
・△ （再エネ除く）
・△ （再エネ含む）

地域区分 １地域
（旭川等）

２地域
（札幌等）

３地域
（盛岡等）

４地域
（仙台等）

５地域
（つくば等）

６地域
（東京等）

７地域
（鹿児島等）

８地域
（那覇等）

強化外皮基準 ０．４０ ０．４０ ０．５０ ０．６０ ０．６０ ０．６０ ０．６０ －

※外皮平均熱貫流率
（ 値）の基準

全住戸が強化外皮 ☑
共用部含む住棟全体で△ ％以上（再エネ除く） ☑
共用部含む住棟全体で△ ％以上（再エネ含む） ☑

 

 
全てを満たしているので 

Nearly ZEH-M 

要件達成 
 

全住戸が強化外皮 □
共用部含む住棟全体で△ ％以上（再エネ除く） ☑
共用部含む住棟全体で△ ％以上（再エネ含む） ☑

 

  
全てを満たしては 
いないので 

要件未達成 
 

住宅種類別の住宅性能や設備に対する関心度、外皮・設備の導入状況

1%

26%

29%

32%

35%

44%

48%

56%

59%

無回答

高齢者等への配慮

浴室の設備・広さ

台所の設備・広さ

住宅の広さ

火災・地震・水害などへの安全性

間取り・部屋数

高気密・高断熱住宅

住宅のデザイン

＜注文住宅取得世帯＞

0%

25%

25%

26%

31%

35%

37%

49%

76%

無回答

高齢者等への配慮

高気密・高断熱住宅

住宅のデザイン

浴室の設備・広さ

台所の設備・広さ

火災・地震・水害等への安全性

住宅の広さ

間取り・部屋数が適当だから

＜分譲マンション取得世帯＞

住宅購入の決め手となった設備や性能

50%

75%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

分譲マンション 注文住宅

＜二重サッシ又は複層ガラスの窓＞

3%

40%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

分譲マンション 注文住宅

＜太陽光発電設備＞

住宅種類別の外皮・設備の導入状況

（出所）国土交通省住宅局「平成 年度住宅市場
動向調査報告書（平成 年３月）」
に基づき作成 
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集合住宅における消費者ニーズ

項目
①「感じる」
の回答割合

②「引越したい」
の回答割合

②/①
ストレス意識

季節によって室内の温度差が激しい 71.7 % 21.5 % 30.0

脱衣所や浴室等、部屋によって寒暖差が激しい 73.0 % 19.7 % 27.1

室内にカビが発生しやすい 56.3 % 19.7 % 35.1

結露が発生し、ときどきふき取る手間が発生する 66.7 % 19.7 % 29.6

室内に湿気がこもりやすい 62.9 % 18.8 % 29.8

床が冷たい、底冷えがする 71.7 % 16.5 % 23.0

足元が寒い、頭のあたりとの温度差が大きい 62.3 % 15.9 % 25.5

エアコンの効きが悪い 51.5 % 14.7 % 28.6

結露により、建物の一部が腐食している 43.2 % 13.9 % 32.2

風通しが悪い、空気がこもりやすい 54.2 % 12.6 % 23.3

すきま風が入ってくる 51.6 % 12.1 % 23.5

エアコンをつけると室内が乾燥しやすい 60.7 % 11.2 % 18.4

回答者数：618

賃貸集合｜居住者の断熱・気密性能に対するストレス意識

出所）住宅購入・建築検討社調査 、賃貸検討者調査 （リクルート住まいカンパニー）

順位 項目名 回答率

1位 耐震/耐久性・構造がしっかりしている 39.3 %

2位 収納スペースが十分にある 39.0 %

3位 セキュリティ・防犯システムの充実 36.5 %

4位 省エネ・創エネ設備 28.6 %

5位 キッチンの広さ 26.0 %

6位 遮音性・防音性が高い 25.1 %

7位 リビングの広さ 24.6 %

8位 耐火性能が高い 22.6 %

9位 キッチンの設備 22.4 %

10位 駐車場のスペースや数 20.1 %

※同アンケートでは、住宅購入検討時において、重要視する住宅設備・仕様に
対する項目50のうち、最大10の項目を回答者が選択している。

回答者数：382

新築分譲集合｜購入検討時における重要項目

出所）住宅購入・建築検討者調査2015
（リクルート住まいカンパニー）

集合住宅における 支援事業の主なポイント

【登録事業者】
集合住宅等の案件形成の中心的な役割を担う建築主たるデベロッパー
（建築主が個人事業主である場合は建築請負会社）

ZEHデベロッパー制度 

登録
（マンションデベロッパー等）

・登録者数 社
・ シリーズ実績数 棟
・ シリーズ計画数 棟

登録＋ 登録

・登録者数 社
・ シリーズ実績数 棟
・ シリーズ計画数 棟

登録
（建築請負会社等）

・登録者数 ９社
・ シリーズ実績数 棟
・ シリーズ計画数 棟

※2018年 月時点の登録状況
詳細は、 先をご参照ください。補助金執行団体 環境共創イニシアチブ（ ）

１４



集合住宅における 支援事業の主なポイント

【表示事項】
及び マークの表示を入居者募集の に活用する媒体で行うこと。

BELS及びZEH-Mマークを活用した広報 

【入居者募集チラシやカタログの使用イメージ】

※ZEH マークは 年 月より使用申込の受付開始

出典：環境共創イニシアチブ（ 、一般財団法人ベターリビングウェブサイト

（ご参考）
平成 年度予算における支援内容
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事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等

事業イメージ
事業目的・概要
工場・事業場、住宅、ビルにおける省エネ関連投資を促進することで、エ
ネルギー消費効率の改善を促し、徹底した省エネを推進します。

成果目標
平成 年省エネ見通し（ 万 削減）達成に寄与します。

平成 年までに新築戸建住宅の過半数の 実現と公共建築物に
おける 実現及び、省エネリフォーム件数の倍増を目指します。

事業者等
補助

補助（① ②戸建：定額 集合：
③ ④ ）

給湯

照明

暖房

冷房
換気

削減

エネルギーを上手に使う

＋

エネルギーを創る

大幅な省エネを実現した上で、再生可能エネルギーにより、
年間で消費するエネルギー量をまかなうことを目指した住宅 建築物

②、③ 
とは

＋

エネルギーを極力
必要としない

①省エネルギー設備への入替支援
工場等における省エネ設備への入替促進のため、対象設備を限定し
ない「工場・事業場単位」（複数事業者が連携する設備入替も含
む）、申請手続きが簡易な「設備単位」での支援を行います。

② ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ ：ゼッチ）の導入・実証支援
の普及目標を掲げた ビルダーにより建築される （現

行の より省エネを更に深堀りするとともに、設備のより効率的な運
用等により太陽光発電等の自家消費率拡大を目指した ）の導
入や集合住宅における の実証等を支援します。

③ ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ ：ゼブ）の実証支援
の実現・普及のためのガイドライン作成、 を推進する設計事

務所や建築業者、オーナーの発掘・育成等を目的に、 の構成要
素となる高断熱建材・設備機器等を用いた実証を支援します。

④ 次世代省エネ建材の導入支援
既存住宅の断熱・省エネ性能の向上を図るため、工期短縮可能な
高性能断熱建材や蓄熱、調湿等の付加価値を有する省エネ建材の
導入を支援します。

④ 

複数事業者が連携した取組

① 工場・事業場単位での支援
事業者の省エネ取組を支援

省エネルギー投資促進に向けた支援補助金
平成 年度予算額 億円（ 億円）

設備単位での支援

業務用給湯器 産業用ヒートポンプ

設備更新

エネマネの活用等による
効率改善

エネマネ事業者※の活用による
効率的・効果的な省エネ

※エネマネ事業者：エネルギーマネジメントシステムを導入し、エネルギーの見える化
サービスをはじめとした、エネルギー管理支援サービスを通じて工
場・事業場等の省エネルギー事業を支援する者。

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課

事業者Ｂ
上工程

上工程
統合・集約

設備廃止

増エネ

下工程

下工程
半製品の供給

ＡとＢ
全体で省エネ事業者

製品

製品

製造工程

省エネ

次世代省エネ建材の導入支援

設備導入

高性能断熱建材や新たな付加価値を有する省エネ建材の導入を支援

工期を短縮して断熱改修 ドアの断熱
蓄熱や調湿による消費エ

ネルギー低減

断熱
パネル

既存壁
壁紙 断熱材

蓄熱材

調湿材

THIS PAGE  
INTENTIONALLY 

 LEFT BLANK 

１６



Ｈ 年度グレードＢ分析

1-2. ZEH補助事業の連携施策について 

環境省地球環境局地球温暖化対策課
地球温暖化対策事業室

地球温暖化対策の動向と
住宅の低炭素化に向けた取組について
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１．地球温暖化に関する科学的知見 

２．国際的な約束 － パリ協定 

３．我が国におけるCO2削減対策 

４．環境省住宅関係の支援策 

・ZEH化等による住宅における低炭素化促進事業 

５．COOL CHOICE × 省エネリフォーム 

本日の話題

（ ～
年と比較）

赤帯：
以外の温暖化

ガスも含めた場合

灰帯：
の増加のみの

結果

5 

4 

3 

2 

1 

0 

（ 億トン、 換算、 年以降）

人為起源の の累積排出量

気
温
の
上
昇

（℃）

過去の期間のモデル結果
によるシミュレーションの幅

年率 増シミュレーション
年率 増シミュレーションの幅

出典： 政策決定者向け要約、 政策決定者向け要約より試算

温暖化の度合いは排出の累積量で決まる

地球温暖化に関する科学的知見 
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図： 洪水被害の事例（愛知県 広田川）
（写真提供：国土交通省中部地方整備局） 

図 サンゴの白化（写真提供：環境省） 

農山村の過疎化や狩猟人口の減少等に加
え、積雪の減少も一因と考えられる。 

農林産物や高山植物等の食害が発生 

日本の気候変動の影響

熱中症・
感染症 

異常気象・災害 

年夏、 救急車で搬送された熱中症患者の
市・県計は 人となった。

短時間強雨の観測回数は増加傾向が明瞭に現れている。

（写真提供：中静透） 

米・果樹 

・水稲の登熟期（出穂・開花から収穫までの期間）の
日平均気温が２７℃を上回ると玄米の全部又は一部
が乳白化したり、粒が細くなる「白未熟粒」が多発。
・特に、登熟期の平均気温が上昇傾向にある九州地方
等で深刻化。

成熟後の高温・多雨により、果皮と果肉が
分離する。（品質・貯蔵性の低下）

図： みかんの浮皮症
（写真提供：農林水産省） 

米が白濁するなど品質
の低下が頻発。

図 ヒトスジシマカ 
（写真提供：国立感染症研究所  

昆虫医科学部） 

生態系 

サンゴの白化・ニホンジカの生息域拡大 
 

デング熱の媒介生物
であるヒトスジシマカの

分布北上 

（出典：気候変動監視レポート 気象庁 ） 

（出典：熱中症患者速報平成 年度報告
国立環境研究所）より作成） 

図 水稲の「白未熟粒」 左 と
「正常粒」 右 の断面

（写真提供：農林水産省） 

地球温暖化に関する科学的知見 

平成 年の記録的猛暑について 
世界気象機関 が、世界各地での猛暑を取り上げ、「熱波・豪雨の増加は、
温室効果ガス濃度の上昇による長期的な地球温暖化の傾向と一致」と発表。

気象庁は、今年の猛暑について、「一つの災害と認識」と会見で発表。

（出所） （ ）「 」（ 年 月 日公表）、
ニュース「『 月上旬にかけ、猛暑日つづくところも』気象庁会見」、日テレ 「気象庁が緊急会見 記録的暑さは「災害」」から環境省作成。

【世界全体でも 年 月は
過去 番目となる記録的な暑さ】

＜気候変動との関連について＞
 今般の一つ一つの異常気象を気候変動が原
因であると特定することは不可能だが、熱波・豪
雨の増加は、温室効果ガス濃度の上昇による
長期的な傾向と一致している。（ ）

 度前後の暑さは、これまで経験したことのない、
命に危険があるような暑さだ。一つの災害と認
識している。（中略）長期的に見ると、地球温
暖化の影響が表れてきている。（気象庁記者
会見（ 月 日））

【日本の 年 月 日の最高気温】

過去最高
月
過去
最高

※1981～ 年の 月の平均気温と比較した、 年 月の世
界全体の平均気温を示す

 国内 箇所で ℃以上の猛暑日を記録
（ 地点中）

 各地で過去最高気温、 月の過去最高気温が
更新される。
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＜概要＞
 フランス・パリで開催された
で採択（平成 年 月 日～
月 日）。

 年 月 日に公布
及び告示され、同年 月 日に我
が国についてもその効力が発生。

＜各国への要請＞
 各国は、約束（削減目標）を作
成・提出・維持する。削減目標は、
年毎に提出・更新し、
従来より前進を示す。

 全ての国が長期の低排出開発戦略
を策定・提出するよう努めるべき

年までの提出を招請 。

温度上昇は2℃までに抑える

国際的な約束-パリ協定 

 年に採択されたパリ協定は、世界の気温上昇を工業化以前よりも2℃高い
水準を下回り、 ℃に制限することを目指すことを規定。

今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収をバランスさせるという「脱炭素
化」の目標を策定。

年２６％削減目標、 年８０％削減を目指す

我が国における 削減対策

 年 ％削減の達成とともに、パリ協定の下で、従来の延長線上にない炭素
社会」を今世紀後半に実現。

我が国において、累積排出量の低減を図るという視点も持ち、削減を継続的に進め
ていくことが必要。

0

2

4

6

8

10

12

14

16

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

排出量
（億トン 換算）

年度
年度比

減（ 億トン）

年度（確報値） 億トン
前年度比１ ％減
〈 年度比 ％減〉 年度比 ％減

今世紀後半に、 
温室効果ガスの 

人為的な排出と吸収
のバランスを達成 

（脱炭素社会の実現） 

年
減

吸収源

吸収源

基準年度 排出量
年度 億トン

※削減目標決定時の数値

（出所）「 年度の温室効果ガス排出量（確報値）」及び「地球温暖化対策計画」から環境省作成
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家庭 ％削減

運輸 ％削減

産業 ％削減

業務 ％削減

年２６％削減目標の内訳

我が国における 削減対策

大幅削減の基本的な方向性

③利用エネルギーの転換

・ガソリン自動車から電気自動車
・暖房・給湯のヒートポンプ利用 等

電
気

熱

②エネルギーの低炭素化

・低炭素電源（再生可能エネルギー等）
の利用拡大

電気
熱

電
気

熱

①エネルギー消費量の削減

・可能な限りエネルギー需要の削減
・機器のエネルギー効率改善 等

2050年のCO2排出量

① ①③
②

②

熱電気

現状のCO2排出量

エネルギー消費量

CO
2排

出
強
度

• 年８０ 削減の低炭素社会を実現するためには大幅な社会変革が必要不可欠である。
• ①エネルギー消費量の削減、②使用するエネルギーの低炭素化、③利用エネルギーの転換、の三本柱を
総合的に進めていくことが重要である。

年８０％削減を目指す（環境省長期ビジョン）

我が国における 削減対策
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・ストック平均で概ねゼロエミッション ・電気自動車、燃料電池自動車が主。石油消費は大幅減
建物・暮らし 移動

国民の生活（家庭、自動車）は、炭素排出ほぼゼロ

（出所）今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について（第一次答申）、
参考資料集、 年 月

【公共交通の利用促進・モーダルシフト】

【ライフサイクル全体で、カーボン・マイナスとなる住宅（ 住宅）】

【省エネ化された住宅・建築物】

（出所）国土交通省 「国土交通分野における今後の地球温暖化対策（緩和策）について」（平成 年 月）

【電気自動車が生み出す新たな価値】

（出所）中央環境審議会地球環境部会低炭素長期ビジョン小委員会（第８回）
日産自動車株式会社 エキスパートリーダー 朝日氏 御提供資料

年８０％削減を目指す（環境省長期ビジョン）

我が国における 削減対策

三省連携による の推進 （平成 年度予算）

経産省
↓
新たな

の開拓

環境省
↓

の
普及促進

建売住宅（ ＋）
（ ）

低層
（ ）

中層
（ ）

高層
（ ）

注文住宅
（ ）

注文住宅
（ ）

戸建住宅 集合住宅

万戸

万戸

万戸
※戸数は平成２９年度の着工戸数（概算）

万
戸

関係省庁（経済産業省・国土交通省・環境省）が連携し、住宅の省エネ・省 化に取り組み、
年までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上を に、 年までに建売戸建

や集合住宅を含む新築住宅の平均で を実現することを目指す。

国土交通省
の施工経験が乏しい事業者

に対する優遇
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快適・健康的・経済的な住宅づくりをお手伝いします！

ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ ）化等による
住宅における低炭素化促進事業（経済産業省・国土交通省連携）

．対象者 住宅（戸建、賃貸・分譲集合）を建築・改修する者
．必要な要件

① 要件を満たす戸建の新築や既築改修
② 要件を満たす集合住宅の新築
③ を一定量以上使用、地中熱ヒートポンプシステム、

システム※又は家庭用蓄電池を設置
※太陽光発電パネルと太陽熱集熱器が一体となったもの

３．補助金額・率 ① ②定額 万円 戸 ③定額 ※③は① ②に加えて交付

システム

補助 
 

省エネリフォームで、ご自宅を快適・健康的・経済的な住宅に！

１．対象者：既存住宅（戸建・集合）を改修する者
２．補助対象

①既存戸建住宅への高性能建材導入 定率 （上限 万円 戸）
②既存集合住宅への高性能建材導入 定率 （上限 万円 戸）

※①の事業の実施に加え、住宅用太陽光発電設備が設置されており一定の要件
を満たした、家庭用蓄電池又は蓄熱設備を設置する者に対し設備費と工事費の
一部を別途補助

外窓交換・内窓設置ガラスの交換 天井・壁・床等の断熱 蓄電池または蓄熱設備

高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業
（経済産業省連携）

補助

貯める
使う
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例えば、エコカーを買う、エコ住宅にする、エコ家電にする、という「選択」。
例えば、高効率な照明に替える、公共交通を利用する、という「選択」。
例えば、クールビズを実践する、という「選択」。
例えば、低炭素なアクションを習慣的に実践する、

というライフスタイルの「選択」。

総理主導の国民運動 「 」

年度▲ 目標達成のための「 ＝ 賢い選択」を！

省エネ・低炭素型の製品／サービス／行動などあらゆる「賢い選択」を促す国民運動

年度
排出量

百万

百万

約４割減

％
電力の排出係数改善

＜都内４人家族（戸建て住宅）では・・・＞注

○照明をすべて に変更： ％減
○全居室の窓を複層ガラスに変更： ％減
○ 年前のエアコンを最新型に買換え： ％減
○ 年前の冷蔵庫を最新型に買換え： ％減

％減

→4つのうち３つ以上を行えば、14％削減は達成可能 

徹底した省エネ

年度
排出量
目安

注：個々の住宅の状況による対策効果の表れ方が異なる点留意。
また、各試算は一定の前提条件のもと行われている点も留意。

家庭部門の 排出量

％

家庭部門４割削減のための国民運動

 2030年度26％削減の達成に向け、家庭部門は4割という大幅削減が必要。 

百万

％

年度
排出量

％

約１割減

（環境省試算） 

（対 年度排出量比）
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断熱・省エネリフォーム促進のためのビジネストークガイド

マイホームにお住まいのリフォーム検討中の方をターゲットに、「冬寒く、夏暑い住宅」に住むことに
よる健康への悪影響等の消費者に訴求する内容を分かりやすくシンプルにまとめた冊子（ビジネス
トークガイド）を作成。中小工務店等によるビジネストークガイドの活用を通じ、断熱・省エネリ
フォームを推進する。

＜統一ロゴマークを旗印として展開＞

＜ポスター＞

ビジネストークガイド
断熱・省エネリフォームの必
要性やメリットを、図や写真
を用いてわかりやすく説明。

代表的なリフォーム（窓、
サッシ、床等の断熱）につい
て解説。

各種補助金・税制優遇等につ
いても説明を掲載している他、
うちエコ診断も紹介。

に賛同ください。

アプリ
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ZEHビルダー プランナー連絡会2018  
 2-1. 概要と登録要件 
 2-2. ZEHビルダー プランナー登録状況 
 2-3. 平成29年度ZEHビルダー プランナー実績報告の分析 
 2-4. 一般工務店によるZEH普及事例 

 

第2部 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業
調査発表会 2018 
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Ｈ 年度グレードＢ分析

2-1. 概要と登録要件 

ＺＥＨビルダー プランナー

2-1-1. ZEHビルダー プランナーの概要 

ＺＥＨビルダー/プランナーは、自社のＺＥＨ（Nearly ＺＥＨを含む）が占める割合を２０２０年度までに５０％以上（但し、住宅の種別による区分に「建売住
宅」を含み、且つ「注文住宅」を含まないＺＥＨビルダー/プランナーは除く）となるＺＥＨ普及目標と２０１６年度および２０１７年度の実績（割合）を自社の
ホームページや会社概要などで公表して、これの実現に努めてください。 
ＺＥＨビルダー/プランナーは、ＺＥＨ補助事業の申請者が新築（または既存改修）するＺＥＨの設計や建築工事および新築建売住宅を受注する立場とな
ります。 

以下の要件を満たす必要があります。 
 

 ① 「ＺＥＨ普及目標」を有していること。 
   ※ ＺＥＨ普及目標においては、２０２０年度までの各年度におけるＺＥＨの普及目標も併せて設定すること。 
 ② ２０１６年度および２０１７年度のＺＥＨ普及実績およびＺＥＨ普及目標を自社ホームページ、会社概要または一般消費者の求めに応じて表示できる 
     書類等で公表すること。 
   ※ 自社のホームページを有している場合は、そのホームページにＺＥＨ普及目標（２０１６年度、２０１７年度については年間の建築総数（必須）お 
     よび、ＺＥＨの普及目標（任意）、ＺＥＨの普及実績（任意））を明記すること。 
 ③ ＺＥＨ普及目標の達成に向けて、具体的な普及策を有していること。 
 ④ ＺＥＨの実績を報告するとともに、報告事項の一部を自社ホームページ、会社概要または一般消費者の求めに応じて表示できる書類等で、 
   ＺＥＨ普及目標と併せて公表することに合意すること。 
 ⑤ 経済産業省の所管補助金交付等の停止および契約に係る指名停止措置を受けていないこと。 

ZEHビルダー プランナーの登録要件

ZEHビルダー プランナーの役割

「ＺＥＨロードマップ」の意義に基づき、自社が受注する住宅のうちＺＥＨ（Nearly ＺＥＨを含む）が占める割合を２０２０年度までに５０％以上とする事業目
標（以下「ＺＥＨ普及目標」という）を掲げるハウスメーカー、工務店、建築設計事務所、リフォーム業者、建売住宅販売者等をＳＩＩは「ＺＥＨビルダー/プラ
ンナー」と定め、公募を実施しています。ＳＩＩは、登録されたＺＥＨビルダー/プランナーをホームページで公表しています。 
また、政府は、登録されたＺＥＨビルダー/プランナーの情報を元にＺＥＨ普及に向けた更なる施策を検討する予定です。 
なお、設計実務者によるＺＥＨの取り組みも活性化しつつある状況に鑑み、平成３０年度より「ＺＥＨビルダー登録制度」を「ＺＥＨビルダー/プランナー登録
制度」に名称変更しました。 

ZEHビルダー プランナーとは
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ＺＥＨビルダー プランナー

2-1-2. ZEHビルダー プランナーの登録区分 

ＺＥＨビルダー/プランナー登録は以下の登録単位および地域・種別の区分により分類されます。 
 

（１） 登録の単位 
 ＺＥＨビルダー/プランナーの登録は、原則として１事業者につき１登録とします。 
 ただし、消費者に対し事実上同一の会社として活動を行っているグループ網（親会社・支社・支店・子会社・フランチャイズ等）の場合は、 
 グループ網で１登録とします。 
 （本社・本店等が当該グループ網を代表して登録してください。また、グループ網を分割してその一部のみを登録することはできません。） 
 

（２） 地域による区分 
 ＺＥＨビルダー/プランナーの登録は、北海道の区分（Ａ登録）と、北海道以外の都府県の区分（Ｂ登録）に分けて行います。 
 １事業者がＡ登録、Ｂ登録の両方に登録することは可能ですが、その場合、ＺＥＨ普及目標を「北海道」と「それ以外の都府県」のそれぞれで 
 設定する必要があります。 
 

（３） 住宅の種別による区分 
 ＺＥＨビルダー/プランナーの登録は、「注文住宅」、「建売住宅」、「既存改修」の種別毎に登録します。 
  ※ 「既存改修」に関するＺＥＨ普及目標については、その分母を「断熱改修および住宅全体の改修」とします。 
  ※ １事業者で、「注文住宅」、「建売住宅」、「既存改修」の複数区分について登録することが可能です。 
    単独区分の登録も可能です。 
 

（４） 「ＺＥＨビルダー」、「ＺＥＨプランナー」の選択 
 申請者は、ＺＥＨビルダー/プランナー登録にあたり、「ＺＥＨビルダー」または「ＺＥＨプランナー」いずれかの名称を選択することができます。 
 自社の業種（住宅施工・住宅設計・住宅販売等）に見合う名称を選択してください。 

ZEHビルダー プランナー登録単位と区分

ＺＥＨビルダー プランナー

Ｚ
Ｅ
Ｈ
ビ
ル
ダ
ー

プ
ラ
ン
ナ
ー

実
績
報
告

新
規
登
録
申
請

2018年
11月 12月

2019年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 1月 2月 3月

追加受付期間

ビルダー プランナー実績公表

追加分公表

第 回公表受付期間

第 回公表

第 回公表

第 回公表第 回公表受付期間

第 回公表第 回公表受付期間

第 回公表第 回公表受付期間

第 回公表

第 回公表

第 回公表

第 回公表

第 回公表

追加提出受付期間 追加分公表

追加分公表

※第 回以降の ビルダー プランナー公表スケジュール
については ホームページをご確認ください

第 回公表受付期間

第 回公表受付期間

第 回公表受付期間

第 回公表受付期間

第 回公表受付期間

追加提出受付期間

第 回公表受付期間

受付期間

2-1-3. ZEHビルダー プランナー登録の公募・公表スケジュール 

H30年4月よりZEHビルダー プランナー登録公募を開始。

H30ZEH支援事業の公募期間終了後もZEHビルダー プランナー登録の公募は継続中。
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Ｈ 年度グレードＢ分析

2-2. ZEHビルダー プランナー登録状況 

ＺＥＨビルダー プランナー

■

■

■

H30年度累計

H29年度累計

H28年度累計

※A登録・ 登録を両方登録する ビルダー プランナーは 件として集計
※公表ベース（取下げを含む）

2-2-1. ZEHビルダー プランナー登録数の推移   

（件）

年度末 年度末 第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

年度 年度 年度

ZEHビルダー プランナーの累計登録数は、H28年度末で 社、H29年度末で 社。
H30年度に入ってからの新規登録は10月末時点で 社、累計 社。
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ＺＥＨビルダー プランナー

■ ZEHプランナー

■ ZEHビルダー

※A登録・ 登録を両方登録する ビルダー プランナーは 件として集計
※公表ベース（取下げを含む）

2-2-2. ZEHビルダー プランナー登録割合の推移 

（件）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

第 回公表
（ ）

全体の ％が「ZEHプランナー」としての登録を希望。

ＺＥＨビルダー プランナー

2-2-3. ZEHビルダー プランナー一覧検索画面   

１

３

 ホームページにて「ZEHビルダー プランナー一覧」を随時更新。 （ ）

ビルダー プランナー一覧に表示
されている項目に加え、各 ビル
ダー プランナーの公表日、対応可能
エリア（都道府県）、 の取得
目標宣言登録の情報をダウンロード
することができます。

ビルダー プランナー評価が最高
の場合は、 つ星が表示されます。

４

左記ボタンを押下すること
で、項目の昇順・降順による並び替
えが可能です。

設定された検索条件による
ビルダー プランナーを表示できます。

■ 登録名称（屋号）
■ 実績報告有無
■ ビルダー プランナー評価
（★★★★★）

■ ビルダー プランナーの名称
■ ビルダー プランナーの種別
■ 都道府県
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ＺＥＨビルダー プランナー

合
計

東北 関東 甲信越 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州

対象
ZEHビルダー/
プランナー数

北
海
道
青
森
県
岩
手
県
宮
城
県
秋
田
県
山
形
県
福
島
県
東
京
都

神
奈
川
県

埼
玉
県
千
葉
県
茨
城
県
栃
木
県
群
馬
県
山
梨
県
長
野
県
新
潟
県
富
山
県
石
川
県
福
井
県
愛
知
県
岐
阜
県
三
重
県
静
岡
県
滋
賀
県
京
都
府
大
阪
府
兵
庫
県
奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県
島
根
県
岡
山
県
広
島
県
山
口
県
愛
媛
県
高
知
県
徳
島
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香
川
県
福
岡
県
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賀
県
長
崎
県
大
分
県
熊
本
県
宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

北
海
道

都
道
府
県
エ
リ
ア

■ ハウスメーカー

■ 一般工務店

（件）

※ 登録・ 登録を両方登録する ビルダー プランナーは 件として集計
※全国各地に営業拠点を有し、規格住宅を提供している ビルダー プランナーを便宜上、「ハウスメーカー」としています
※公表ベース（取下げを含む）

2-2-4. 都道府県別ZEHビルダー プランナー登録数（拠点所在地）   [ N=7,030 ] 

全国的に一般工務店による登録がなされている状況。住宅着工統計の分布に近似。

ＺＥＨビルダー プランナー
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新
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富
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福
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愛
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県

岐
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三
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県

静
岡
県

滋
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京
都
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大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

愛
媛
県

高
知
県

徳
島
県

香
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福
岡
県

佐
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長
崎
県

大
分
県

熊
本
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

■ 既存改修ZEHビルダー/プランナー

■ 建売住宅ZEHビルダー/プランナー

■ 注文住宅ZEHビルダー/プランナー

（件）

2-2-5. 都道府県別ZEHビルダー プランナー対応可能エリア（重複登録有）   

※公表ベース（取下げを含む）

ZEHビルダー プランナーの対応可能エリアは以下のとおり。
首都圏や関西エリアは建売住宅ZEHビルダー プランナーの数が他エリアと比較してやや多め。
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ＺＥＨビルダー プランナー

件

件

件

件

件

件

件
注文住宅
ZEHビルダー/プランナー
建売住宅
ZEHビルダー/プランナー
既存改修
ZEHビルダー/プランナー

件数住宅の種別

※ 件のうち、 注文住宅 ビルダー プランナーを含む ビルダー プランナーが ％を占める
※ 公表ベース（取下げを含む）

2-2-6. ZEHビルダー プランナー登録数（種別毎の登録数） 

注

[ N=7,030 ] 

注

建

改

注

注

建

注

建

改

改

建 改

建 改

注 改

注 建

注 建 改

注

建

改

 「注文住宅」を含む登録は、全体の ％を占める。「建売住宅」を含む登録は、全体の ％。

ＺＥＨビルダー プランナー

登録 ＝登録 ＝

ビ
ル
ダ
ー

プ
ラ
ン
ナ
ー
の
普
及
目
標
毎
の
内
訳

ビ
ル
ダ
ー

プ
ラ
ン
ナ
ー
の
普
及
目
標
毎
の
内
訳

2-2-7. ZEHビルダー プランナー「ZEH普及目標」の傾向（全体_A・B登録別）  

年度 年度
※公表ベース（取下げを含む）

■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■

ビルダー プランナー
各社の 普及目標

■

年度 年度 年度 年度 年度

ライン ライン

年度 年度 年度 年度 年度

A・B登録共に、2020年度に、ZEH普及率 ％を目標とするZEHビルダー プランナーが多い状況。

３３



ＺＥＨビルダー プランナー

登録 ＝登録 ＝

ビ
ル
ダ
ー

プ
ラ
ン
ナ
ー
の
普
及
目
標
毎
の
内
訳

ビ
ル
ダ
ー

プ
ラ
ン
ナ
ー
の
普
及
目
標
毎
の
内
訳

2-2-8. ZEHビルダー プランナー「ZEH普及目標」の傾向（一般工務店_A・B登録別）  

年度 年度
※公表ベース（取下げを含む）

90～100%未満
80～90%未満
70～80%未満
60～70%未満
50～60%未満
40～50%未満
30～40%未満
20～30%未満
10～20%未満
0～10%未満

ライン

年度 年度 年度 年度 年度

90～100%未満
80～90%未満
70～80%未満
60～70%未満
50～60%未満
40～50%未満
30～40%未満
20～30%未満
10～20%未満
0～10%未満

ライン

年度 年度 年度 年度 年度

■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■

ビルダー プランナー
各社の 普及目標

前年と同様に、全体集計と同様の分布。

ＺＥＨビルダー プランナー

登録 ＝登録 ＝

※全国各地に営業拠点を有し、規格住宅を提供している ビルダー プランナーを便宜上、「ハウスメーカー」としています
※公表ベース（取下げを含む）

ビ
ル
ダ
ー

プ
ラ
ン
ナ
ー
の
普
及
目
標
毎
の
内
訳

ビ
ル
ダ
ー

プ
ラ
ン
ナ
ー
の
普
及
目
標
毎
の
内
訳

2-2-9. ZEHビルダー プランナー「ZEH普及目標」の傾向（ハウスメーカー_A・B登録別）  

年度 年度

50～60%未満
40～50%未満
30～40%未満
20～30%未満
10～20%未満
0～10%未満

年度 年度 年度 年度 年度

ライン

■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■

ビルダー プランナー
各社の 普及目標

50～60%未満
40～50%未満
30～40%未満
20～30%未満
10～20%未満
0～10%未満

年度 年度 年度 年度 年度

ライン

B登録では、全体の ％が2018年度のZEH普及目標 ％を掲げており、2019年度では全体の ％に。
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Ｈ 年度グレードＢ分析

2-3. 平成29年度ZEHビルダー/プランナー実績報告の分析 

ＺＥＨビルダー プランナー

平成２８年度、平成２９年度、平成３０年度ＺＥＨ支援事業において、ＺＥＨビルダー/プランナー登録を受け、公表されたＺＥＨビルダー/プランナーを対
象とし、「平成２９年度ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告」を分析することで、ＺＥＨ普及目標の達成度とその背景（要因）の把握を行うことを目的として
調査・分析を実施しました。 

調査・分析目的

調査・分析概要

■調査・分析対象 

・ 平成２８年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業において、 
 ＺＥＨビルダー/プランナー登録を受けたＺＥＨビルダー/プランナー 

・ 平成２９年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業において、 
 ＺＥＨビルダー/プランナー登録を受けたＺＥＨビルダー/プランナー 

■調査・分析手法 

・ ＳＩＩに提出された「平成２９年度ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告」の調査・分析 

ＺＥＨビルダー/プランナー登録総数 ６，９９６件 
 

 ＜内訳＞ 
・実績報告書提出ＺＥＨビルダー/プランナー         ５，４６０件 
・実績報告書未提出ＺＥＨビルダー/プランナー         ９８８件 
・平成３０年度新規登録ＺＥＨビルダー/プランナー        ５４８件 

 
 

これらを元にデータ分析を実施 

2-3-1. ZEHビルダー プランナー実績報告 調査・分析実施概要   

・ 平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業において、 
 ＺＥＨビルダー/プランナー登録を受けたＺＥＨビルダー/プランナー 
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ＺＥＨビルダー プランナー

実績報告なし
％

社

実績 ％以上
％

社
実績 ～ ％

％
社

実績 ％
％

社

登録
社

実績報告なし

％
社

実績 ％以上

％
社

実績 ～ ％

％
社

実績 ％

％
社

登録
ビルダー

プランナー
社

実績報告なし
％

社

実績 ％以上
％
社

実績 ～ ％
％
社

実績 ％
％
社

登録
社

合計
登録

登録

2-3-2. ZEH普及実績の集計（概要） [ N=6,996 ] 

 2018年10月末時点で登録済のZEHビルダー プランナー 社のうち、 社がZEH普及実績 ％以上を実現。
ZEH普及実績を有するZEHビルダー プランナーは 社。
ZEH普及実績 ％のZEHビルダー プランナーは 社で、全体の ％を占める（昨年調査では ％）。

ＺＥＨビルダー プランナー

目標達成

社

目標未達

社

※H29年度 普及目標 ％、
年度 ビルダー プランナー実績未報告を除く

2-3-3. H29年度ZEH普及目標の達成状況 [ N=5,426 ] 

H29年度の自社ZEH普及目標を実現したZEHビルダー プランナーは 社で全体の ％に留まる。
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ＺＥＨビルダー プランナー

未登録 ビルダー プランナー
％

戸

その他
％
戸

％
戸

『 』
％

戸
ビルダー プランナー

カバー率 ※
％

戸

建売住宅
（分譲）

戸

建売住宅（分譲）

戸数 シェア 戸数 シェア 戸数 シェア

『ZEH』

ZEHシリーズ計

その他

合計

新設住宅の戸数 ※

H29年度年間実績

合計注文住宅（持家） 建売住宅（分譲）

（戸数）

2-3-4. ＜ご参考＞H29年度新設住宅の戸数に対するZEHビルダー プランナーのカバー率

未登録 ビルダー
プランナー

％
戸

『 』
％
戸

％
戸

その他
％
戸

ビルダー
プランナー
カバー率 ※

％
戸

注文住宅
（持家）

戸

注文住宅（持家）

※ 国土交通省「【住宅】利用関係別 時系列（平成 年度）」より引用
※ 「カバー率」は、 年度 ビルダー プランナー実績報告時に提出する 年度建築数
（受注、着工、完工のいずれか）を元に算出

住宅の年間着工棟数に対して、ZEHビルダー プランナー実績報告の集計値が占める割合は以下のとおり。

THIS PAGE  
INTENTIONALLY 

 LEFT BLANK 
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ＺＥＨビルダー プランナー

■ 『 』普及率

■ 普及率

■ その他

2-3-5. ZEHビルダー プランナーの年間建築総計（H29目標）

（戸数）

『 』
戸

戸

その他
戸

注文住宅

戸

注文住宅
（持家）

建売住宅
（分譲）

既存改修

『ZEH』

ZEHシリーズ計

その他

合計
※ ZEHビルダー/プランナー実績報告の「H29年度建築数」を元にH29年度目標割合より算出

H29年度年間目標　※

合計

『 』
戸

戸

その他
戸

建売住宅

戸

『 』
戸

戸

その他
戸

既存改修

戸

『 』
戸

戸

その他
戸

合計

戸

登録ZEHビルダー プランナーのH29年度目標の集計は以下のとおり。

ＺＥＨビルダー プランナー

2-3-6. ZEHビルダー プランナーの年間建築総計（H29実績）

■ 『 』普及率

■ 普及率

■ その他

（戸数）

注文住宅
（持家）

建売住宅
（分譲）

既存改修

『ZEH』

ZEHシリーズ計

その他

合計

H29年度年間実績

合計

『 』
戸

戸

その他
戸

注文住宅

戸

『 』
戸

戸

その他
戸

建売住宅

戸

『 』
戸 戸

その他
戸

既存改修

戸

『 』
戸

戸

その他
戸

合計

戸

登録ZEHビルダー プランナーのH29年度実績の集計は以下のとおり。
 ZEHシリーズの目標達成率（実績値 目標値）は、注文住宅 ％、建売住宅 ％、既存改修 ％。
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ＺＥＨビルダー プランナー

2-3-7. ZEH普及目標達成状況

注文住宅（持家）
建売住宅（分譲）

既存改修
合計

※ ZEHビルダー/プランナー実績報告の「H29年度建築数」を元にH29年度目標割合より算出

『ZEH』 その他

H29年度　達成状況　（％）

計

H29年度目標　（戸数）　※ H29年度実績　（戸数）

計 その他 計『ZEH』 『ZEH』 その他

目標 実績 目標 実績 目標 実績

『 』 合計

注文住宅 年度達成状況

目標 実績 目標 実績 目標 実績

『 』 合計

建売住宅 年度達成状況

目標 実績 目標 実績 目標 実績

『 』 合計

既存改修 年度達成状況

目標 実績 目標 実績 目標 実績

『 』 合計

合計 年度達成状況

それぞれについて、目標・実績の推移は以下のとおり。

ＺＥＨビルダー プランナー

■
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ～ 未満
■ ＞ ～ 未満
■ 目 以外→実 ％
■ 目0%→実 ％

ビルダー プランナー毎の
普及率

2-3-8. H29年度ZEH普及目標と実績の分布 [ N=5,460 ] 

区分 H29年度目標 H29年度実績 H29年度目標 H29年度実績

90～100%未満

80～90%未満

70～80%未満

60～70%未満

50～60%未満

40～50%未満

30～40%未満

20～30%未満

10～20%未満

＞0～10%未満

目0%以外→実0% ー ー

目0%→実0%

合計

ZEHビルダー/
プランナー数（社） 割合　（％）

① ②

年度目標 年度実績

①

差分
％

②

 ZEHビルダー プランナーの目標と実績の分布は以下のとおり。
目標値がありながら、実績値が となったZEHビルダー プランナーは、全体の 割に及ぶ。
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ＺＥＨビルダー プランナー

登録登録

2-3-9. ZEHビルダー プランナー普及目標の内訳 （A・B登録別）  

■ その他

■ 普及率

■ 『 』普及率

ビルダー プランナー
各社の 普及目標

その他
合計（値）
合計（SUM）
差分

■

■

■

年度
（実績）

年度
（実績）

年度
（目標）

年度
（目標）

年度
（目標）

年度
（実績）

年度
（実績）

件
件

年度
（実績）

年度
（実績）

件
件

件

件

件 件

その他
合計（値）
合計（SUM）
差分

年度
（実績）

年度
（実績）

年度
（目標）

年度
（目標）

年度
（目標）

年度
（実績）

年度
（実績）

件

件

件

件

件 件

件 件

過年の普及実績と、今年度以降の普及目標の内訳は以下のとおり。

ＺＥＨビルダー プランナー

※複数回答有り

2-3-10. ZEHビルダー プランナー実績報告 ZEH普及目標の未達理由 

（社）

1 顧客の予算

2 顧客の理解を引き出すことができなかった

3 体制不備

4 工期の問題

5 PVが足りなかった

6 補助金がもらえないから

7 省エネ（20%削減）ができなかった

8 ZEHの定義を誤解していた

9 その他

総計

H29年度目標未達理由

ZEHビルダー/プランナー数（社）

実績0% 実績10%未満 実績10%以上 総計

[ N=4,322 ] 

自社目標未達成だったZEHビルダー プランナーによる「未達成の理由」は以下のとおり。

昨年調査では「体制不備」が最多だったが、今年の調査では「顧客の予算」が最多に。
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ＺＥＨビルダー プランナー

1 ZEH仕様の商品(仕様)の設定

2 社内研修/勉強会等社員のスキルアップ

3 ZEH関連資料の整備

4 ZEHメリット(経済性、快適性、健康優良)の訴求

5 補助金の活用

6 HP/チラシ等による周知

7 完成見学会/モデルハウスによる体験

8 ZEHへの興味・関心・知識を持つ顧客の増加

9 BELSの活用

10 セミナー・勉強会の開催

11 ZEHに住んでいる方の感想を展開

ZEHビルダー/
プランナー数

（社）

総計

H29年度目標達成理由

社内体制

顧客対策

（社）

※複数回答有り

2-3-11. ZEHビルダー プランナー実績報告 ZEH普及目標の達成理由 [ N=1,035 ] 

自社目標達成したZEHビルダー プランナーによる「達成理由」は以下のとおり。
社内体制では「ZEH仕様商品の設定」が最多に。顧客対策では「ZEHのメリットの訴求」が最多となった。
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Ｈ 年度グレードＢ分析

2-4. 一般工務店によるZEH普及事例 

ZEH普及事例

アイ・ホーム株式会社
代表取締役 田村 寛治
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 会社概要 

「日本のひなた宮崎県」

【特徴】

宮崎県の年間の平均気温は約 度（気象庁
気象観測統計）。
一年を通じて温暖な気候です。
また、平均気温（ 位）、日照時間（ 位）、快晴
日数（ 位）（いずれも 年～ 年平年
値）が全国トップクラス！
日照時間・快晴日数が多い反面、降水量でも
九州一を誇っています。

【宮崎県 人口】 【宮崎市 人口】

人 人

引用 宮崎県ホームページ）

 宮崎県とは 
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安いだけでは追いつけない高性能住宅のメリット

① 省エネ

② 創エネ

③ 健康効果（医療費削減効果）

④ 資産価値の長期維持

省 エ ネ
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 営業方法

＜自社開発＞
住宅温熱環境見える化ツール

省 エ ネ

・樹脂製トリプル （ガス入）
熱貫流率 ＝ ㎡

・断熱材（ダブル断熱）
壁 ネオマフォーム ㎜＋ウレタン吹付 ㎜
屋根 ネオマフォーム ㎜＋ウレタン吹付 ㎜

・太陽光パネル パナソニック製
・蓄電池 パナソニック製
・

夫婦、子ども 人

工 法 木造 階建て
在来工法

階床面積 ㎡

階床面積 ㎡

延 床 面 積 ㎡

値

値

省 エ ネ
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 マッハシステムとは？

高気密、高断熱住宅のメ
リットを最大限に活かすのが
全館空調と言われていま
す。 しかし、現在の全館空
調システムは省エネとは言
い難いです。そこで、市販の
壁掛けルームエアコン１台で
冷暖房ができ、同時に換
気、空気浄化、加湿、除湿
を行うことができる省エネで
快適な室内環境を可能にし
た次世代全館空調がマッハ
システムです。
（特許取得技術）

省 エ ネ

 マッハシステム 1年間のエアコン使用電気代
省 エ ネ
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省 エ ネ

省 エ ネ
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創 エ ネ

健 康
 高断熱の住宅への転居により有病割合が改善

結露減少によるカビ・ダニ発生改善、暖房方式の改善と 時間機械換気による室内空気質改
善、遮音性能改善、新築住宅への転居による心理面での改善などの複合効果と考えられる。
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資 産 価 値
アイ・ホームの標準仕様は、

年の目標とする住宅の同等
以上の性能

価値のある中古住宅として評価される

資 産 価 値
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「 施策説明会」「新・ ロードマップシンポジウム」、各地でビルダーの
ための セミナーを開催
無料のメルマガにより 情報を配信

活動内容

資 産 価 値
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資 産 価 値

 コストダウンの具体例

内製化 太陽光発電・電気工事

内製化 外構工事

・共同仕入

・太陽光発電

・エアコン、ダクト

・熱交換器 等
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 ZEHの良さを 伝える 具体例

①宿泊体験モデルハウス

見る
聴く

体験 感得
価値観
の
変革

冬 ： 夜間見学会
夏 ： 納涼見学会

（土用の丑の日）

 ZEHの良さを 伝える 具体例

想像以上のマッハシステムの快適さに感激しています。
「娘は、気管支が弱くて、気温の変化に敏感で、寝るときはマスクや帽子、アウターを着
させて寝ていました。それでも夜中、咳き込んだりしていました。それが、マッハシステム
の暮らしを始めてから、マスクをしなくても咳をすることがなくなったんです。しかも、１日
中、Ｔシャツ１枚で過ごせて家中の駆け回っています。
今では咳き込むこともなく、スヤスヤ眠って元気に生活が出来ています。

マッハシステムを付けて一番よかったと実感したのは、雪が降った冬でも部屋間の温度
差を感じることなく過ごせました。
また、２歳と０歳の子どものお風呂の時もマッハシステムに助けられています。以前の住
まいのときは、お風呂前にヒーターを付けて脱衣室を暖めていましたが、今ではそんな手
間は必要ないし。体が冷えることなくゆっくりと子どもの体を拭いてあげられます。
また、夏は涼しく梅雨時期のジメジメさを感じることもなく１年を通して快適に過ごしてい
ます。

①宿泊体験モデルハウス
＜お客様の声＞
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 ZEHの良さを 伝える 具体例

②未来生活の具体例

当然 宿泊モデルハウスです！！

 ZEHの良さを 伝える 具体例

②未来生活の具体例

新しい価値の創造
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 アイ・ホームの実績

THIS PAGE  
INTENTIONALLY 

 LEFT BLANK 

５４



戸建住宅に係るZEH補助事業について 
 3-1. ZEH補助事業の概要 
 3-2. ZEH支援事業・ZEH＋実証事業・戸建分譲ZEH実証事業 

          申請状況 
 3-3. 先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業 申請状況 
 3-4. エネルギー計測装置評価加点（グレードB）対象事業者の 

          実施状況分析 
 3-5. 事業者アンケート調査実績報告 

 

第3部 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業
調査発表会 2018 
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Ｈ 年度グレードＢ分析

3-1. ZEH補助事業の概要 

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

事業の背景

民生部門におけるエネルギー消費量のうち、家庭部門のエネルギー消費量は、生活の利便性、快適性、豊かさを追求する国民
のライフスタイルの変化等により増加傾向にあります。特に戸建住宅については、一戸当たりのエネルギー使用量が大きく、多数に
分散してしまうことから、トップランナー方式の考え方を導入し、家電や住設機器のエネルギー消費効率の向上と、住宅の断熱化
推進等による省エネルギー性能の向上を一括して標準化するなどの対策が必要です。我が国では、エネルギー基本計画（２０１４
年４月）において、２０２０年までに標準的な新築住宅で、２０３０年までに新築住宅の平均でＺＥＨの実現を目指すことを掲げてい
ます。 

事業の目的

経済産業省資源エネルギー庁は、２０１７年７月に「ＺＥＨロードマップフォローアップ委員会」を設置し、ＺＥＨロードマップの見直し、
２０２０年目標の着実な実現に向けた取り組み状況のフォローアップ、追加的な対策の検討や、２０３０年目標の実現に向けた対
策の検討をするため、計４回の委員会とパブリックコメントを経てとりまとめを行い、２０１８年５月に公表しました。 
 
これを受けて、平成３０年度においては、環境省、経済産業省、国土交通省が連携し、引き続き供給を促進すべきＺＥＨ（注文住
宅、低層・中層集合住宅）、将来の更なる普及に向けて供給を促進すべきＺＥＨ（ＺＥＨ＋、建売住宅、高層集合住宅）、中小工務
店が連携して建築するＺＥＨ（ＺＥＨの施工経験が乏しい事業者に対する優遇）の促進支援を進めていくことになりました。 
 
本章は、これら補助事業のうち、家庭内の大幅な低炭素化の実現を図ることを目的とした、環境省によるＺＥＨ支援事業及び先進
的再エネ熱等導入支援事業、並びに内外の経済的社会的環境に応じた安定的且つ適切なエネルギーの需給構造の構築を目
的とした、経済産業省によるＺＥＨ＋実証事業及び戸建分譲ＺＥＨ実証事業を対象とした戸建住宅に係る補助事業の申請状況を
調査・分析したものです。 

3-1-1. はじめに
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

ZEHロードマップにおけるZEHの定義

【基本事項】 
エネルギー計算は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）に基づく「建築物エネルギー消費性能基準等を 
定める省令（平成２８年経済産業省・国土交通省令 第１号）に準拠するものとします。 
基準一次エネルギー消費量、設計一次エネルギー消費量の対象は暖冷房、換気、給湯、照明とします。 
なお、法改正等に伴い計算方法の見直しが行われた場合には、最新の省エネルギー基準に準拠した計算方法に従うこととします。 
 

また、再生可能エネルギー量の対象は敷地内（オンサイト）に限定し、自家消費分に加え、売電分も対象に含めます。 
ただし、エネルギー自立の観点から、再生可能エネルギーは全量買取ではなく、余剰電力の買取とすべきです。 
また、再生可能エネルギーを貯めて発電時間以外にも使えるよう、蓄電池の活用が望まれます。 
 

 ● 『ＺＥＨ』の定義 

   以下の①～④のすべてに適合した住宅 
   ① 強化外皮基準（１～８地域の平成２８年省エネルギー基準（ηＡＣ値、気密・防露性能の確保等の留意事項）を満たした上で、 
     ＵＡ値 １、２地域：０．４［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、３地域：０．５［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、４～７地域：０．６［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下） 
   ② 再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２０％以上の一次エネルギー消費量削減 
   ③ 再生可能エネルギーを導入（容量不問） 
   ④ 再生可能エネルギーを加えて、基準一次エネルギー消費量から１００％以上の一次エネルギー消費量削減 
 

 ● Nearly ＺＥＨの定義 
   以下の①～④のすべてに適合した住宅 
    ① 強化外皮基準（１～８地域の平成２８年省エネルギー基準（ ηＡＣ値、気密・防露性能の確保等の留意事項）を満たした上で、 
     ＵＡ値 １、２地域：０．４［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、３地域：０．５［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、４～７地域：０．６［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下） 
   ② 再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２０％以上の一次エネルギー消費量削減 
   ③ 再生可能エネルギーを導入（容量不問） 
   ④ 再生可能エネルギーを加えて、基準一次エネルギー消費量から７５％以上１００％未満の一次エネルギー消費量削減 
 

 ● ＺＥＨ Orientedの定義 
   以下の①～②のすべてに適合した住宅 
    ① 強化外皮基準（１～８地域の平成２８年省エネルギー基準（ ηＡＣ値、気密・防露性能の確保等の留意事項）を満たした上で、 
     ＵＡ値 １、２地域：０．４［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、３地域：０．５［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下、４～７地域：０．６［Ｗ／㎡Ｋ］相当以下） 
   ② 再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から２０％以上の一次エネルギー消費量削減 
   ※ 再生可能エネルギー未導入でも可。 

3-1-2. ZEHの定義

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

省庁の役割 戸建住宅（単体）への補助事業 戸建住宅（複数）への補助事業 集合住宅への補助事業

環境省 

引き続き供給を 
促進すべきＺＥＨ 

ＺＥＨ支援事業 先進的再エネ熱等導入支援事業 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥ 
Ｈ）化等による住宅における低炭素
化促進事業のうち先進的再生可能 
エネルギー熱等導入支援事業 

 
（以下、「先進的再エネ熱等 

導入支援事業」） 

●住宅用途部分が５層以下の集合住宅 

経済産業省 

将来の更なる普及に向けて 
供給を促進すべきＺＥＨ 

国土交通省 

中小工務店が連携して 
建築するＺＥＨ 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥ
Ｈ）化等による住宅における低炭素
化促進事業のうちZEH支援事業 

 
（以下、「ＺＥＨ支援事業」） 

ＺＥＨ＋実証事業 戸建分譲ＺＥＨ実証事業 

住宅・ビルの革新的省エネルギー 
技術導入促進事業のうち 
戸建分譲ＺＥＨ実証事業 

 
（以下、「戸建分譲ＺＥＨ実証事業」） 

住宅・ビルの革新的省エネルギー 
技術導入促進事業のうち 

ＺＥＨ＋実証事業 
 

（以下、「ＺＥＨ＋実証事業」） 

高層ＺＥＨ－Ｍ 
（ゼッチ・マンション）実証事業 

住宅・ビルの革新的省エネルギー 
技術導入促進事業のうち高層ＺＥＨ
－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業 

 
（以下、「高層ＺＥＨ－Ｍ 

（ゼッチ・マンション）実証事業」） 

●住宅用途部分が６層以上の集合住宅 

執行団体 一般社団法人 
環境共生住宅推進協議会 

地域型住宅 
グリーン化事業 

3-1-3. 環境省、経済産業省、国土交通省によるZEHに対する支援一覧

 
 

ＳＩＩが執行する補助事業

執行団体 一般社団法人 
低炭素社会創出促進協会 

 
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス
（ＺＥＨ）化による集合住宅 
（低層・中層）における 
低炭素化促進事業 
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-1-4. 平成30年度のZEH補助金

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

補
助
事
業
の
主
要
素

※補助事業の詳細は公募要領を参照ください。 

3-1-5. 補助事業の要点比較表 

約５７億円 約１億円 約２３億円 約１億円事業規模
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

事
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

支
援
事
業

Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋

実
証
事
業

戸
建
分
譲
Ｚ
Ｅ
Ｈ

実
証
事
業

先
進
的
再
エ
ネ
熱

等
導
入
支
援
事
業

事
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

2018年 2019年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

補助金支払完了（予定）

補助金支払完了（予定）

＜三次公募＞
～

補助金支払完了（予定）

補助金支払完了（予定）

＜公募期間＞
～

補助金支払完了（予定）

＜一次公募＞
～

＜二次公募＞
～

補助金支払完了（予定）

＜一次公募＞
～

事業期間 ～ まで
補助金支払完了（予定）

＜二次公募＞
～

事業期間 ～ まで

事業期間 ～ まで

事業期間 ～ まで

事業期間（単年度） ～ まで

＜公募期間＞
～

事業期間（複数年度事業の 年目） ～ まで

事業期間 ～ まで

事業期間 ～ まで

補助金支払完了（予定）

3-1-6. 事業スケジュール 

THIS PAGE  
INTENTIONALLY 

 LEFT BLANK 
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

日射遮蔽
高効率空調

高断熱外皮

高効率給湯

蓄電システム

電力量の把握

高断熱窓

…補助対象

夏期

冬期

涼風

排出

太陽光発電

省エネ換気

高効率照明
（ 等）

高断熱外皮、高性能設備と制御機構、蓄電システム等を組み合わせ、住宅の年間一次エネルギー消費量が
正味（ネット）でゼロとなる住宅。

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス概要図 

3-1-7. ZEH支援事業の補助対象住宅の概要 

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

日射遮蔽
高効率空調

高効率給湯

蓄電システム

電力量の把握

高断熱窓

…補助対象

夏期

冬期

涼風

排出

太陽光発電

更なる高断熱外皮

…３要素のうち２要素以上を採用（補助対象）

制御機能

省エネ換気

充電設備又は
充放電設備

高効率照明
（ 等）

将来の更なる普及に向けて供給を促進すべきZEHとして、現行の『ZEH』より省エネルギーを更に深掘りするととも
に、設備のより効率的な運用等により太陽光発電等の自家消費率拡大を目指したZEH。

ＺＥＨ＋ 概要図 

3-1-8. ZEH＋実証事業の補助対象住宅の概要 

高度エネマネ
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Ｈ 年度グレードＢ分析

3-2. ZEH支援事業・ZEH＋実証事業・戸建分譲ZEH 
 実証事業 申請状況 

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

Ｈ26補正 H28補正
(H27.3～ (H28.11～

ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
交付決定件数

交付申請件数

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ28

■ 交付申請件数（淡色）

■ 交付決定件数（濃色）

（単位：件）

3-2-1. 年度別 事業件数の推移 

（単位：件）

 H30年度は、ZEH支援事業： 戸、ZEH＋実証事業： 戸、戸建分譲ZEH実証事業： 戸

計： 戸について、交付決定を行った。

６１



戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

ZEH支援事業 ZEH＋実証事業 戸建分譲ZEH実証事業
■ハウスメーカー ※ 5,368件（　18社） 1,665件（　18社） 46件（　4社）
■一般工務店 1,732件（646社）  　291件（105社） 70件（　7社）
新たにZEH補助金申請に取り組んだ

ZEHビルダー/プランナー数

ハウスメーカー

一般工務店
ハウスメーカー

一般工務店
ハウスメーカー

一般工務店

【 支援事業】 【戸建分譲 実証事業】【 ＋実証事業】

※ 、 登録の重複を合算して集計
※全国各地に営業拠点を有し、規格住宅を提供している ビルダー プランナーを便宜上、「ハウスメーカー」としています

3-2-2. ZEHビルダー/プランナー別 交付決定件数内訳 

（単位：件）

 補助事業ごとの、ハウスメーカーと一般工務店の割合は以下のとおり。

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

東
京
都

神
奈
川
県

埼
玉
県

千
葉
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

山
梨
県

長
野
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

愛
知
県

岐
阜
県

三
重
県

静
岡
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

愛
媛
県

高
知
県

徳
島
県

香
川
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

大
分
県

熊
本
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

北
海
道

九州

ハウスメーカー

一般工務店

合計

北陸 中部 近畿 中国 四国

都道府県

エリア 東北 関東 甲信越

3-2-3. 都道府県別 交付決定件数 

（単位：件）

（単位：件）※全国各地に営業拠点を有し、規格住宅を提供している ビルダー プランナーを便宜上、「ハウスメーカー」としています

■ 一般工務店

■ ハウスメーカー

［Ｎ＝7,100 + 1,956 + 116］ 

 都道府県ごとの交付決定件数と、手続代行者の種別は以下のとおり。
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

東
京
都

神
奈
川
県

埼
玉
県

千
葉
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

山
梨
県

長
野
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

愛
知
県

岐
阜
県

三
重
県

静
岡
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

愛
媛
県

高
知
県

徳
島
県

香
川
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

大
分
県

熊
本
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

北
海
道

東北 関東 甲信越 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州

国土交通省 「利用関係別・都道府県別着工戸数（平成 年度）」 より引用
（単位：件）

3-2-4. ＜ご参考＞【H29】 都道府県別 戸建（持家）新築件数 

■ 持家 282,111件

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

東
京
都

神
奈
川
県

埼
玉
県

千
葉
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

山
梨
県

長
野
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

愛
知
県

岐
阜
県

三
重
県

静
岡
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

愛
媛
県

高
知
県

徳
島
県

香
川
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

大
分
県

熊
本
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

北
海
道

北陸 中部 近畿 中国 四国 九州東北 関東 甲信越

3-2-5. 都道府県別 戸建（持家）新築件数に対する交付決定シェア（交付決定） 

全国平均
％

※H29年度の新築件数と 支援事業、 ＋実証事業における注文住宅の交付決定件数の合計で比較

［Ｎ＝7,051 + 1,953］ 

 都道府県ごとの、着工棟数における交付決定件数のシェアは以下のとおり。

注文住宅の件数
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

都
道
府
県

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

東
京
都

神
奈
川
県

埼
玉
県

千
葉
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

山
梨
県

長
野
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

愛
知
県

岐
阜
県

三
重
県

静
岡
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

愛
媛
県

高
知
県

徳
島
県

香
川
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

大
分
県

熊
本
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

エ
リ
ア

北
海
道

対象
ZEHビルダー
/プランナー数

近畿 中国 四国 九州東北 関東 甲信越 北陸 中部

■ 新規取組ZEHビルダー/プランナー

■ 一般工務店

■ ハウスメーカー

3-2-6. 交付決定を受けた事業に関与したZEHビルダー プランナー数 全国分布（本社所在地） 

※全国各地に営業拠点を有し、規格住宅を提供している ビルダー プランナーを便宜上、「ハウスメーカー」としています

［Ｎ＝688］ 

 各都道府県で、新規取り組みZEHビルダー プランナーが増加。

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

『ZEH』

合計

ZEH支援事業
ZEH＋

合計
戸建分譲ZEH実証事業

ZEH＋実証事業

（単位：件）

3-2-7. 『ZEH』・Nearly ZEH・ZEH Oriented の分布（交付決定） 

 補助事業ごとの、ZEHシリーズの内訳は下表のとおり。
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

東
京
都

神
奈
川
県

埼
玉
県

千
葉
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

山
梨
県

長
野
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

愛
知
県

岐
阜
県

三
重
県

静
岡
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

愛
媛
県

高
知
県

徳
島
県

香
川
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

大
分
県

熊
本
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

北
海
道

合計

実証事業

近畿 中国

都道府県

四国 九州

支援事業

戸建分譲ZEH
実証事業

エリア 東北 関東 甲信越 北陸 中部

3-2-8. 都道府県別 事業毎の交付決定件数 

（単位：件）

（単位：件）

■ 戸建分譲ZEH実証事業

■ ZEH＋実証事業

■ ZEH支援事業

［Ｎ＝7,100 + 1,956 + 116］ 

 補助事業ごとの、交付決定件数の分布は下記のとおり。

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

 H30年度事業は、公募方法が先着順となったことから、「エネルギー消費削減率 ～ ％未満」が急増する傾向となった。

再生可能エネルギーを除く
一次エネルギー

消費削減率（％）
ZEH支援事業

H28補正

ZEH支援事業

H28補正

ZEH支援事業

H28補正

ZEH支援事業

H28補正

ZEH支援事業

H28補正

ZEH支援事業

H28補正

ZEH支援事業

H28補正

ZEH支援事業

H28補正

ZEH支援事業

H28補正

ZEH支援事業

H28補正

45～50%未満

件数

50～55%未満

55～60%未満

60～65%未満

20～25%未満

25～30%未満

30～35%未満

35～40%未満

40～45%未満

65%以上

申請値を元に集計

3-2-9. 年度別 再生可能エネルギーを除く一次エネルギー消費削減率（交付決定） 

（単位：件）

平均値 交付決定件数
ZEH支援事業

H28補正

［Ｎ＝7,100］ 
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

再生可能エネルギーを除く
一次エネルギー

消費削減率（％）

ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業

40～45%未満

45～50%未満

50～55%未満

55～60%未満

60～65%未満

件数

20～25%未満

25～30%未満

30～35%未満

35～40%未満

ZEH支援事業 ZEH＋実証事業 戸建分譲ZEH実証事業
平均値

（単位：件）
【戸建分譲 実証事業】【 ＋実証事業】【 支援事業】

3-2-10. 再生可能エネルギーを除く一次エネルギー消費削減率（交付決定） 

申請値を元に集計

 補助事業ごとの、一次エネルギー消費削減率の分布は以下のとおり。

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

 ZEH支援事業、ZEH＋実証事業共に「 ～ ％未満」がボリュームゾーン。

再生可能エネルギーを除く
一次エネルギー

消費削減率（％）

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

40～45%未満

45～50%未満

50～55%未満

55～60%未満

35～40%未満

ZEHビルダー/
プランナー数（社）

20～25%未満

25～30%未満

30～35%未満

ZEH支援事業 ZEH＋実証事業
平均値

【 ＋実証事業】【 支援事業】

3-2-11. ZEHビルダー プランナー毎の一次エネルギー消費削減率（創エネルギー分を除く）の分布（交付決定） 

申請値を元に集計
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

太陽光発電システム等の
再生可能エネルギー・システムの容量

ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業

6～8kW未満

件数

3kW未満

3～4kW未満

4～5kW未満

5～6kW未満

8～10kW未満

10～12kW未満

12kW以上

【戸建分譲 実証事業】

3-2-12. 太陽光発電システム等の再生可能エネルギー・システムの容量（交付決定） 

 各補助事業の太陽光発電システムの容量の平均値は、ZEH支援事業： Ｗ、ZEH＋実証事業： ｋＷ、
戸建分譲ZEH実証事業： ｋＷ。

最小値
最大値
平均値

戸建分譲ZEH実証事業ZEH＋実証事業ZEH支援事業

（単位：件）

申請値を元に集計

【 ＋実証事業】【 支援事業】※ZEH Orientedを除く 

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

 ZEH支援事業は「ＵＡ値： 超～ 以下」が最多だが、ZEH＋実証事業では「ＵＡ値： 以下」が最多となった。

外皮平均熱貫流率
（U 値）

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

ZEHビルダー/
プランナー数（社）

0.3以下

0.3超～0.4以下

0.4超～0.5以下

ZEH支援事業 ZEH＋実証事業
平均値

3-2-13. ZEHビルダー プランナー毎の外皮性能（１～３地域）（交付決定） 

申請値を元に集計

※ ビルダー プランナー毎に、 支援事業、 ＋実証事業の補助対象住宅の外皮平均熱貫流率（ 値）の平均値を集計

【 ＋実証事業】【 支援事業】
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

 ZEH支援事業、戸建分譲ZEH実証事業では、「Ｕ 値： 超～ 以下」が最多だが、ZEH＋実証事業は
「ＵＡ値： 超～ 以下」が最多となった。

外皮平均熱貫流率
（U 値）

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業

0.3以下

0.3超～0.4以下

0.4超～0.5以下

0.5超～0.6以下

ZEHビルダー/
プランナー数（社）

ZEH支援事業 ZEH＋実証事業 戸建分譲ZEH実証事業
平均値

3-2-14. ZEHビルダー/プランナー毎の外皮性能（４～７地域）（交付決定） 

申請値を元に集計

※ ビルダー プランナー毎に、 支援事業、 ＋実証事業、戸建分譲 実証事業の補助対象住宅の外皮平均熱貫流率（ 値）の平均値を集計

【戸建分譲 実証事業】【 ＋実証事業】【 支援事業】

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

最小値 最大値 平均値
建売住宅
注文住宅

最小値 最大値 平均値
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業

（単位：件）

（ ）

3-2-15. 延床面積の分布（交付決定） 

 延床面積の平均値は注文住宅： ㎡、建売住宅： ㎡。

［Ｎ＝7,100 + 1,956 + 116］ 
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

 ZEH支援事業の地域ごとの一次エネルギー消費削減率の分布は下表のとおり。

１地域

２地域

３地域

４地域

５地域

６地域

７地域

８地域

上位25％ 平均値

地域 件数

下位25% 最小値 最大値

一次エネルギー消費削減率
（再生可能エネルギーを除く）[%]

１地域 ２地域 ３地域 ４地域 ５地域 ６地域 ７地域 ８地域

最大値

最小値

平均値

上位

下位

削減率（ ）

3-2-16. 【ZEH支援事業】地域区分別一次エネルギー消費削減率（創エネルギー分を除く）の分布（交付決定） 

申請値を元に集計

［Ｎ＝7,100］ 

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

１地域

２地域

３地域

４地域

５地域

６地域

７地域

８地域

地域 件数
一次エネルギー消費削減率

（再生可能エネルギーを除く）[%]

下位25% 最小値 最大値 上位25％ 平均値

１地域 ２地域 ３地域 ４地域 ５地域 ６地域 ７地域 ８地域

削減率（ ）

3-2-17. 【ZEH＋実証事業】地域区分別一次エネルギー消費削減率（創エネルギー分を除く）の分布（交付決定） 

最大値

最小値

平均値

上位

下位

申請値を元に集計

［Ｎ＝1,956］ 

 ZEH＋実証事業の地域ごとの一次エネルギー消費削減率の分布は下表のとおり。

６９



戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

削減率（ ）

3-2-18. 【戸建分譲ZEH実証事業】地域区分別一次エネルギー消費削減率（創エネルギー分を除く）の分布（交付決定） 

１地域

２地域

３地域

４地域

５地域

６地域

７地域

８地域

上位25％ 平均値

地域 件数

下位25% 最小値 最大値

一次エネルギー消費削減率
（再生可能エネルギーを除く）[%]

１地域 ２地域 ３地域 ４地域 ５地域 ６地域 ７地域 ８地域

最大値

最小値

平均値

上位

下位

申請値を元に集計

［Ｎ＝116］ 

 戸建分譲ZEH実証事業の地域ごとの一次エネルギー消費削減率の分布は下表のとおり。

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-2-19. 【ZEH＋実証事業】選択要件 組み合わせ分布（交付決定） 

ZEH＋　選択要件

❶　＋　❸

❷　＋　❸

❶　＋　❷

件数 割合

❶＋❸

❷＋❸

❶＋❷

（単位：件）

❶ 外皮性能の更なる強化

❷ 高度エネルギーマネジメントの導入

❸ 電気自動車を活用した充電設備の導入

件数ZEH＋　選択要件
（単位：件）

［Ｎ＝1,956］ 

 割を超える事業者が、「外皮性能の更なる強化」と「電気自動車を活用した充電設備の導入」の組み合わせを選択。
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

 １，２地域は 割近くがＵＡ値： 以下。
 ３地域には、「ＵＡ値： 超～ 以下」が２割程度存在するが、約半数は「ＵＡ値： 以下」。

0.25以下 0.25超～0.30以下 0.30超～0.35以下 0.35超～0.40以下 0.40超～0.45以下 0.45超～0.50以下

最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値
値

２地域 ３地域１地域

3-2-20. 【ZEH支援事業】地域区分別外皮性能分布（１～３地域）（交付決定） 

（単位：件）

申請値を元に集計

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

 「外皮性能の更なる強化」を選択した事業の影響で、ZEH支援事業よりも高い外皮性能分布となった。

最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値
値

１地域 ２地域 ３地域

3-2-21. 【ZEH＋実証事業】地域区分別外皮性能分布（１～３地域）（交付決定） 

（単位：件）

申請値を元に集計

0.25以下 0.25超～0.30以下 0.30超～0.35以下 0.35超～0.40以下 0.40超～0.45以下 0.45超～0.50以下
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

 ５～７地域では、「ＵＡ値： 超～ 以下」が 割程度を占める状況。

最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値
値

７地域４地域 ５地域 ６地域

3-2-22. 【ZEH支援事業】地域区分別外皮性能分布（４～７地域）（交付決定） 

（単位：件）

0.30以下 0.30超～0.35以下 0.35超～0.40以下 0.40超～0.45以下 0.45超～0.50以下 0.50超～0.55以下 0.55超～0.60以下

申請値を元に集計

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値
値

４地域 ５地域 ６地域 ７地域

3-2-23. 【ZEH＋実証事業】地域区分別外皮性能分布（４～７地域）（交付決定） 

（単位：件）

申請値を元に集計

0.30以下 0.30超～0.35以下 0.35超～0.40以下 0.40超～0.45以下 0.45超～0.50以下 0.50超～0.55以下 0.55超～0.60以下

 ５～７地域では、「ＵＡ値： 超～ 以下」が ～ 割程度を占める状況。
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

 ６地域は、「ＵＡ値： 超～ 以下」が約 割を占める。

最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値
値

４地域 ５地域 ６地域 ７地域

3-2-24. 【戸建分譲ZEH実証事業】地域区分別外皮性能分布（４～７地域）（交付決定） 

（単位：件）

申請値を元に集計

0.30以下 0.30超～0.35以下 0.35超～0.40以下 0.40超～0.45以下 0.45超～0.50以下 0.50超～0.55以下 0.55超～0.60以下

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

環境省
100％になるよう修正

高効率個別エアコン

床暖房

ヒートポンプ式
セントラル空調システム

パネルラジエーター

高効率個別エアコン

床暖房

パネルラジエーター

高効率個別エアコン

床暖房

ヒートポンプ式
セントラル空調システム

パネルラジエーター ファンコンベクター

地中熱ヒートポンプ
・システム

※上記の機器導入率は採択事業における内訳であり、一般的な 仕様の内訳を示すものではありません。

3-2-25. 主たる居室の暖房設備（交付決定） 

（単位：件）

 「ZEH支援事業」「ZEH＋実証事業」の設備導入比率はほぼ同じ傾向。
 「戸建分譲ZEH実証事業」は他 事業と比較すると床暖房の導入率が低下。セントラル空調システムを導入する事業は無く、

プロジェクト単位でパネルラジエーターを導入する住戸が 割（ 戸）。

【 支援事業】 【 ＋実証事業】 【戸建分譲 実証事業】
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

環境省
100％になるよう修正

電気ヒートポンプ式
燃料電池

（エネファーム）

ヒートポンプ・ガス瞬間式
併用型給湯機

（ハイブリッド給湯機）

潜熱回収型ガス給湯機
（エコジョーズ）

電気ヒートポンプ式
燃料電池

（エネファーム）

ヒートポンプ・ガス瞬間式
併用型給湯機

（ハイブリッド給湯機）

潜熱回収型ガス給湯機
（エコジョーズ）

燃料電池
（エネファーム）

※上記の機器導入率は採択事業における内訳であり、一般的な 仕様の内訳を示すものではありません。

3-2-26. 床暖房の熱源の導入状況（交付決定） 

（単位：件）

 「ZEH支援事業」「ZEH＋実証事業」では、電気ヒートポンプ式熱源が約半数を占め、続いてエネファームが 割弱を占めた。
 「戸建分譲ZEH実証事業」で床暖房を導入した住戸は全数がエネファームを導入した住戸のみ。

【 支援事業】 【 ＋実証事業】 【戸建分譲 実証事業】

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

環境省
100％になるよう修正

高効率個別エアコン

ヒートポンプ式
セントラル空調システム

なし

高効率個別エアコン

ヒートポンプ式
セントラル空調システム

なし

高効率個別エアコン

※上記の機器導入率は採択事業における内訳であり、一般的な 仕様の内訳を示すものではありません。

3-2-27. 主たる居室の冷房設備（交付決定） 

（単位：件）

 全般的に高効率個別エアコンの導入が大半を占めるが、「ZEH支援事業」「ZEH＋実証事業」では、ヒートポンプ式セントラル
空調システムを導入する住戸が 割弱あった。

【 支援事業】 【 ＋実証事業】 【戸建分譲 実証事業】
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

環境省
100％になるよう修正

電気ヒートポンプ給湯機
（エコキュート）

燃料電池
（エネファーム）

潜熱回収型ガス給湯機
（エコジョーズ）

ヒートポンプ・ガス瞬間式
併用型給湯機

（ハイブリッド給湯機）

ガスエンジン給湯機
（エコウィル）

潜熱回収型石油給湯機
（エコフィール）

電気ヒートポンプ給湯機
（エコキュート）

燃料電池
（エネファーム）

潜熱回収型ガス給湯機
（エコジョーズ）

ヒートポンプ・ガス瞬間式
併用型給湯機

（ハイブリッド給湯機）
潜熱回収型石油給湯機

（エコフィール）

電気ヒートポンプ給湯機
（エコキュート）

燃料電池
（エネファーム）

※上記の機器導入率は採択事業における内訳であり、一般的な 仕様の内訳を示すものではありません。

3-2-28. 給湯設備の導入状況（交付決定） 

【 支援事業】 【 ＋実証事業】

（単位：件）

【戸建分譲 実証事業】

 各補助事業の給湯設備の導入状況は以下のとおり。
 エコキュートを導入する住戸が全体の 割を占める。

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

導入設備 区分 件数

空気集熱式

液体集熱式

垂直埋設型

水平埋設型

PVTシステム（太陽光発電パネルと
太陽熱集熱器が一体となったもの）

地中熱ヒートポンプ・システム

3-2-29. 先進的再エネ熱等の導入状況（交付決定） 

（単位：件）

［Ｎ＝18］ 

 環境省事業「先進的再エネ熱等導入支援事業」との併願 件のうち、設備にかかわる併願は以下の 件。
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
　
公
称
最
大
出
力
の
合
計
（
ｋ
Ｗ
）

全体平均
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
　
公
称
最
大
出
力
の
合
計
（
ｋ
Ｗ
）

蓄電システム 蓄電容量の合計(kWh) 蓄電システム 蓄電容量の合計(kWh)

◆ ZEH支援事業

■ ZEH＋実証事業

● 戸建分譲ZEH実証事業

 蓄電システムを導入した住戸における、蓄電容量と太陽光発電システムの出力との相関は以下のとおり。

3-2-30. 太陽光発電システムのパネル容量と蓄電システム蓄電量の相関（交付決定） 

申請値を元に集計

［Ｎ＝839 + 276 + 10］ 

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

ZEH支援事業 ZEH＋実証事業 戸建分譲ZEH実証事業
平均値

3-2-31. 再生可能エネルギーを含む一次エネルギー消費削減率（交付決定） 

 各補助事業の再生可能エネルギーによる創エネルギーを含む一次エネルギー消費削減率の分布は以下のとおり。

一次エネルギー
消費削減率（％）

ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
ZEH支援事業
ZEH＋実証事業

戸建分譲ZEH実証事業
200%以上

120～130%未満

130～140%未満

140～150%未満

150～160%未満

160～170%未満

170～180%未満

件数

100%未満

100～110%未満

180～190%未満

190～200%未満

110～120%未満

（単位：件）

【戸建分譲 実証事業】【 ＋実証事業】【 支援事業】

申請値を元に集計
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-2-32. 一次エネルギー消費削減率と再生可能エネルギーによる消費削減率の相関（交付決定） 

一次エネルギー消費削減率
（再生可能エネルギーを除く）

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
消
費
削
減
率

一次エネルギー消費削減率
（再生可能エネルギーを除く）

全体平均

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
消
費
削
減
率

『 』

以上減

以上減

以上減
（ ）

『 』

X軸：一次エネルギー消費削減率
（再生可能エネルギーを除く）[%]

Y軸：再生可能エネルギー
による消費削減率[%]

◆ 　『ZEH』

◆ 　Nearly ZEH

◆ 　『ZEH』

◆ 　Nearly ZEH

【エネルギー相関の平均】

ZEH支援事業

ZEH＋実証事業

件数

※戸建分譲 実証事業は、住宅種別毎に 支援事業、 実証事業それぞれ振分

申請値を元に集計

 「ZEH支援事業」「ZEH＋実証事業」それぞれの補助対象住宅の一次エネルギー消費削減率の分布は以下のとおり。
 事業の『ZEH』の一次エネルギー消費削減率（横軸）の平均値の差は ポイント。

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-2-33. 【ZEH支援事業】一次エネルギー消費量と再生可能エネルギー・システムによる創エネルギー量の相関 

【ZEH支援事業】 全体平均
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
創
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

㎡
・
年 設計一次エネルギー消費量 ㎡・年

（その他のエネルギー除く）

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
創
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

㎡
・
年

設計一次エネルギー消費量 ㎡・年
（その他のエネルギー除く）

件

地域区分 １地域 ２地域 ３地域 ４地域 ５地域 ６地域 ７地域 ８地域 合計

件数

『ZEH』

中間報告より集計
※10/26時点

 地域区分ごとのネット・ゼロ・エネルギー達成状況は以下のとおり。
 地域区分が南下するにつれて、設計一次エネルギー消費量（横軸）が小さくなる傾向。
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-2-34. 【ZEH＋実証事業】一次エネルギー消費量と再生可能エネルギー・システムによる創エネルギー量の相関 

【ZEH＋実証事業】 全体平均

件

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
創
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

㎡
・
年 設計一次エネルギー消費量 ㎡・年

（その他のエネルギー除く）

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
創
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

㎡
・
年

設計一次エネルギー消費量 ㎡・年
（その他のエネルギー除く）

地域区分 １地域 ２地域 ３地域 ４地域 ５地域 ６地域 ７地域 ８地域 合計

件数

『ZEH』

中間報告より集計
※10/26時点

 地域区分ごとのネット・ゼロ・エネルギー達成状況は以下のとおり。
 地域区分ごとの設計一次エネルギー消費量（横軸）の平均値は、「ZEH支援事業」とほぼ近似値に。

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-2-35. 【戸建分譲ZEH実証事業】一次エネルギー消費量と再生可能エネルギー・システムによる創エネルギー量の相関 

【戸建分譲ZEH実証事業】 全体平均
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
創
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

㎡
・
年 設計一次エネルギー消費量 ㎡・年

（その他のエネルギー除く）

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
創
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

㎡
・
年

設計一次エネルギー消費量 ㎡・年
（その他のエネルギー除く）

地域区分 １地域 ２地域 ３地域 ４地域 ５地域 ６地域 ７地域 ８地域 合計

件数

『ZEH』

中間報告より集計
※10/26時点

 ６地域の平均値の設計一次エネルギー消費量（横軸）は、ZEH支援事業、ZEH＋実証事業と近似値だが、
４地域は他 事業と比較して設計一次エネルギー消費量（横軸）が小さい傾向。
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-2-36. 【ZEH支援事業】一次エネルギー消費削減率と補助対象費用（断熱外皮＋設置機器）の分布（交付決定） 

全体平均

補助対象費用、一次エネルギー消費削減率の平均

一次エネルギー消費削減率（再生可能エネルギーを除く）

補
助
対
象
費
用
（
断
熱
外
皮
＋
設
置
機
器
）
万
円
㎡

一次エネルギー消費削減率（再生可能エネルギーを除く）

補
助
対
象
費
用
（
断
熱
外
皮
＋
設
置
機
器
）
万
円
㎡

補助対象費用 一次エネルギー消費削減率
（断熱外皮＋設置機器） （再生可能エネルギーを除く）

[万円/m2]
◆　１・２地域
◆　１・３地域
◆　４・５地域
◆　６・７地域
◆　１・８地域

件数地域区分

［Ｎ＝7,100］ 

 交付申請時に取得した補助対象費用（断熱外皮＋設備機器）と、一次エネルギー消費削減率との相関は以下のとおり。

申請値を元に集計

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

地域区分 件数
補助対象費用
（断熱外皮）
[万円/m2]

外皮平均熱貫流率（U 値）

◆　１・２地域
◆　１・３地域
◆　４・５地域
◆　６・７地域

3-2-37. 【ZEH支援事業】外皮性能と補助対象費用（断熱外皮）の分布（交付決定） ［Ｎ＝7,093］ 

全体平均

外皮平均熱貫流率（ 値）

補助対象費用、外皮性能の平均

補
助
対
象
費
用
（
断
熱
外
皮
）
万
円
㎡

補
助
対
象
費
用
（
断
熱
外
皮
）
万
円
㎡

外皮平均熱貫流率（ 値）

申請値を元に集計

 交付申請時に取得した補助対象費用（断熱外皮）と、外皮性能（Ｕ 値）との相関は以下のとおり。
 地域区分が南下するにつれてＵ 値の平均値は上がり、コストは下がる傾向が見られた。
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

一般 仕様
エアコン仕様

一般 仕様
温水暖房仕様①

一般 仕様
温水暖房エネファーム仕様

外皮強化型 仕様
エアコン仕様

外皮強化型 仕様
温水暖房仕様①

一般 仕様
１・２地域仕様

一般 仕様
１・２地域エネファーム仕様

外皮強化型 仕様
１・２地域仕様

3-2-38. 【ZEH支援事業】補助対象経費仕様区分の分布（１～３地域）（交付決定） 

（単位：件）

 交付申請時の補助対象経費仕様区分の内訳（１～３地域）は以下のとおり。

１・２地域仕様

１・２地域
エネファーム仕様

１・２地域
エネファーム仕様

一般ZEH仕様

件数 割合

１・２地域（N=121）

仕様

外皮強化型
ZEH仕様

１・２地域仕様

エアコン仕様

温水暖房仕様①

エネファーム仕様

温水暖房
エネファーム仕様
エアコン仕様

温水暖房仕様①

エネファーム仕様

温水暖房
エネファーム仕様

外皮強化型
ZEH仕様

仕様 件数 割合

３地域（N=183）

一般ZEH仕様

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

一般 仕様
エアコン仕様

一般 仕様
エアコン仕様

一般 仕様
温水暖房仕様②

一般 仕様
エネファーム仕様

一般 仕様
温水暖房エネファーム仕様

外皮強化型 仕様
エアコン仕様

外皮強化型 仕様
温水暖房仕様②

外皮強化型 仕様
エネファーム仕様

外皮強化型 仕様
温水暖房エネファーム仕様

3-2-39. 【ZEH支援事業】補助対象経費仕様区分の分布（４～８地域）（交付決定） 

一般 仕様
エアコン仕様

一般 仕様
温水暖房仕様②

一般 仕様
エネファーム仕様

一般 仕様
温水暖房エネファーム仕様

外皮強化型 仕様
エアコン仕様

外皮強化型 仕様
温水暖房仕様②

外皮強化型 仕様
エネファーム仕様

外皮強化型 仕様
温水暖房エネファーム仕様

（単位：件）

 交付申請時の補助対象経費仕様区分の内訳（４～８地域）は以下のとおり。

エアコン仕様 エアコン仕様 エアコン仕様

温水暖房仕様② 温水暖房仕様②

エネファーム仕様 エネファーム仕様 エネファーム仕様

温水暖房 温水暖房
エネファーム仕様 エネファーム仕様
エアコン仕様 エアコン仕様

温水暖房仕様② 温水暖房仕様②

エネファーム仕様 エネファーム仕様

温水暖房 温水暖房
エネファーム仕様 エネファーム仕様

外皮強化型
ZEH仕様

外皮強化型
ZEH仕様

一般ZEH仕様 一般ZEH仕様 一般ZEH仕様

４・５地域（N=2,247） ６・７地域（N=4,542） ８地域（N=7）

仕様 件数 割合 仕様 割合件数 割合 仕様 件数
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-2-40. 平成30年度 戸建分譲ZEH実証事業 交付決定事業者一覧 

番号 補助事業者名 補助事業のプロジェクト名称 分譲地名 建築地 地域
区分

初年度 戸数 後年度 戸数 合計 戸数
合計 合計 合計

００１ 東京セキスイハイム株式会社 スマートハイムシティ袖ケ浦 街区計画 スマートハイムシティ袖ヶ浦 千葉県袖ケ浦市

００２ ワウハウス株式会社 （仮称） 江波リバーコート プロジェクト 江波リバーコート 広島県広島市

００３ 三交不動産株式会社 杜の街 プロジェクト 杜の街 三重県津市

００４ トヨタウッドユーホーム株式会社 （仮称）トヨタウッドユーホーム
タウンプロジェクト

虹色のマチ
グリーンアベニュー針ヶ谷Ⅱ期
ウッドユータウン峰小学校北
ウッドユータウンつくばみどりの里

群馬県佐波郡玉村町
栃木県宇都宮市
茨城県つくば市

００５ パナソニックホームズ株式会社 パナホーム スマートシティ潮芦屋
「そらしま」プロジェクト

パナホーム
スマートシティ潮芦屋 「そらしま」 兵庫県芦屋市

００６ ヤング開発株式会社 （仮称） タウンプロジェクト

ローズタウン京口駅前
ローズビレッジ宝殿駅北
ローズビレッジ加古川北在家
ローズビレッジ加古川美乃利
ローズビレッジ大久保松陰Ⅲ
ツーバイタウン東二見シーサイドヒルズ
ローズビレッジ東野添プレミアムガーデン
ローズビレッジ西神戸ブライトコート

兵庫県姫路市
兵庫県加古川市
兵庫県明石市
兵庫県加古郡播磨町
兵庫県神戸市

００７ 泉北ホーム株式会社 （仮称）泉北ホーム
全棟 分譲化プロジェクト

深阪分譲
高石分譲

大阪府堺市
大阪府高石市

００８ 昭和建設株式会社 昭和建設あすてらす南
戸建分譲 実証事業 あすてらす南 福岡県小郡市

００９ ミサワホーム株式会社 オナーズコート伊勢小俣本町プロジェクト オナーズコート伊勢小俣本町 三重県伊勢市

０１０ 株式会社タキナミ ゼロスマタウン分譲住宅プロジェクト
ゼロスマタウン杉本
ゼロスマタウン一本田中
ゼロスマタウン灯明寺

福井県鯖江市
福井県福井市
福井県坂井市

０１１ 積水ハウス株式会社 スマートコモンシティ明石台
戸建分譲 実証事業 スマートコモンシティ明石台 宮城県富谷市
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 LEFT BLANK 
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

○本年度、ＳＩＩでは、公募時のエネルギー消費性能計算プログラム（Ｗｅｂプログラム）で省エネルギー効果を評価できない技術のうち、一定以上 
  の省エネルギー効果を定量的に示す事が可能なシステムについて、公募を行い、審議、選考し、学識経験者を含む関係分野の専門家で構成 
  された審査委員会において審査を行い、応募のあったシステム提案者に対しＳＩＩにて登録、公表を行いました。 
  Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システムの登録申請は、当該技術の商用権利を有するものが「システム提案者」として１システムに対し 
  て１登録を行うものとします。 
 
○公募期間 
  平成３０年４月９日（月）～平成３０年５月７日（月） 

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム登録の公募

○本年度、ＳＩＩに登録されたＷｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム（公募要領Ｐ１１９参照）を導入する事業については、Ｗｅｂプログラム 
  による評価において、Nearly ＺＥＨ となっていることを前提に、当該システムによる省エネルギー効果を加味することでＺＥＨ相当となる場合、 
   補助金の交付要件への適合性の判断をするにあたりＺＥＨであるものとみなします。 

Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システムを導入した事業における要件

 ＳＩＩホームページにて以下の「Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システム 登録済システム一覧」を
公表しています（ ）

3-2-41. Ｗｅｂプログラム未評価省エネルギー・システムの登録状況 

提案担当者
会社名 提案システムの名称 提案システムの名称概要 設備

区分

導入が可能な地域区分と導入時に
上乗せ可能な削減率 相当

地
域

地
域

地
域

地
域

地
域

地
域

地
域

地
域

ソーラー株式会社 ソーラーシステム
ソーラーシステム は、軒先より取入れた外気を、太陽熱を利用し屋根面（透過体を持つ

集熱部と透過体のない集熱部）にて暖め、床下を通して室内に導入する太陽熱暖房、換気
システムです。

暖房
換気

株式会社コロナ

地中熱ヒートポンプ
提案システムは、年間を通じて一定温度である地中に不凍液を循環させて採排熱を行う地中
熱利用ヒートポンプシステムです。
気温に左右されることなく、常に高出力と高効率を得ることができます。

暖房
冷房

地中熱エアコン
提案システムは、年間を通じて一定温度である地中に不凍液を循環させて採排熱を行う地中
熱利用エアコンです。
気温に左右されることなく、常に高出力と高効率を得ることができます。

暖房
冷房

地中熱ハイブリッド
提案システムは、地中熱と空気熱の再生可能エネルギーをベストミックスすることで、課題であった
地中熱の初期導入費を、これまでの半分にすることができ、動作の最適化により高効率化を実
現しております。

暖房
冷房

サンポット株式会社

地中熱利用冷暖房給湯システム
（冷暖房給湯タイプ）

地中の熱エネルギーを採熱し、使用電力の数倍の暖房及び冷房エネルギーを作り出す。
採熱には地中熱交換器を利用し、不凍液の循環により採熱・放熱する。
冷房排熱を給湯に利用でき、冷暖房と同時に給湯可能。

暖房
冷房
給湯

地中熱利用冷暖房システム
（冷暖房タイプ）

地中の熱エネルギーを採熱し、使用電力の数倍の暖房及び冷房エネルギーを作り出す。
採熱には地中熱交換器を利用し、その中の不凍液の循環により暖房時採熱し、冷房時放熱
する。
室内側は不凍液循環放熱器を使用する。

暖房
冷房

地中熱利用暖房システム
（暖房タイプ）

地中の熱エネルギーを採熱し、使用電力の数倍の暖房エネルギーを作り出す。
採熱には地中熱交換器を利用し、その中の不凍液の循環により採熱し、室内側は不凍液循
環放熱器を使用するシステム。

暖房

地中熱利用冷暖房給湯システム
（暖房・給湯タイプ）

地中の熱エネルギーを採熱し、使用電力の数倍の暖房エネルギーを作り出す。
採熱には地中熱交換器を利用し、不凍液循環により採熱する。
室内側は不凍液循環放熱器を使用する。暖房と同時に給湯を行えます。

暖房
給湯

株式会社ホームエネシス 地中熱マルチエアコン・
地中熱ヒートポンプマルチエアコン。
地中熱交換器を埋設鋼管（建物支持杭等）に設置することで、住宅街での安全で安価な施
工を実現。
室外機 台で戸建住宅 棟の居室（室内機 台設置可能）の冷暖房を行う。

暖房
冷房

北信商建株式会社 工法
（ ）

工法とは、基礎断熱された床下空間に設置した高効率エアコンで家全体を冷暖房する工法。
温度調節された空気が壁体内を循環し、室内の換気を行うと共に、床・壁・天井を均一な温度
とし、家中を快適な環境にする。

暖房
冷房
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Ｈ 年度グレードＢ分析

3-3. 先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業 
 申請状況 

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

事業の概要

先進的再エネ熱等導入支援事業の概要は以下のとおり。 
 

（１） 補助金名 
 平成３０年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等による住宅における低炭素化促進事業） 
 （ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化による住宅における低炭素化促進事業）のうち先進的再生可能エネルギー熱等導入支援事業 
 略称：平成３０年度 先進的再エネ熱等導入支援事業 
  

（２） 事業規模 
 事業規模 約１億円 
 

（３） 補助対象事業者 
 補助対象となる事業者（以下、「申請者」という）は、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度ＺＥＨ＋ 実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲 
 ＺＥＨ実証事業」のいずれかにおいて、交付決定を受けている者に限ります。 
 但し、「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」のいずれかにおいて 
 交付申請中であり、まだ交付決定を受けていない者についても申請を可とします。 
 なお、「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項に該当する者が行う事業は、本補助金の交付対象としません。 
 

（４） 補助対象となる建材・設備を導入する住宅 
 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」のいずれかの交付決定を受けた 
 補助対象住宅であること。 
 但し、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」においては、今年度に事業完了となる住宅のみ本事業における補助対象住宅とします。 
 

（５） 交付要件 
 以下の要件を全て満たすこと。 
 ① 導入する建材・設備は本事業の要件を満たすものであること。 
 ② 「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」、「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」、「平成３０年度 戸建分譲ＺＥＨ実証事業」のいずれかの 
      交付決定を受けていること。 

3-3-1. 先進的再エネ熱等導入支援事業の概要 
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戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-3-2. 地域区分別 建材・設備導入数（交付決定） 

地域区分 １地域 ２地域 ３地域 ４地域 ５地域 ６地域 ７地域 ８地域 合計

地中熱HP

地中熱
地中熱

（単位：件）

（単位：件）

（単位：件）

［Ｎ＝19］ 

 「先進的再エネ熱等導入支援事業」の交付決定数は 件で、各項目の採択事業の地域区分の分布は以下のとおり。

戸建分譲ＺＥＨ実証事業ＺＥＨ支援事業 ＺＥＨ＋実証事業 先進的再エネ熱等導入支援事業

3-3-3. 都道府県別 建材・設備導入数（交付決定） 

都道府県
北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

東
京
都

神
奈
川
県

埼
玉
県

千
葉
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

山
梨
県

長
野
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

愛
知
県

岐
阜
県

三
重
県

静
岡
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

愛
媛
県

高
知
県

徳
島
県

香
川
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

大
分
県

熊
本
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

エリア
北
海
道

地中熱HP

東北 関東 甲信越 北陸 中部

合計

近畿 中国 四国 九州

1

3

1

2

1 1 1

2 2

1 11 1 1

0

1

2

3

4

地中熱

（単位：件）

（単位：件）

［Ｎ＝19］ 

 都道府県別では、東京都が最多（ 件）となった。
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Ｈ 年度グレードＢ分析

3-4. エネルギー計測装置評価加点（グレードB） 
       対象事業者の実施状況分析 

Ｈ 年度グレードＢ分析

調査目的

平成 年度ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業においてエネルギー計測装置評価加点（グレード ）を受けた補
助金交付事業者を対象に、「各補助対象住宅全体のエネルギー使用量の計測データ」を分析することで、申請目標（設
計値）の実施状況（達成度）とその要因の把握を行うことを目的として集計・分析を実施。

集計概要

–集計対象
•平成 年度 「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業」

補助金交付事業者のうち

エネルギー計測装置評価加点（グレード ）対象事業者 件

–分析対象
•集計対象 件→有効回答 件のうち

分析対象 件

–データ取得の方法
•補助対象住宅全体のエネルギー使用量（電力、ガス等）の
従量及び によるエネルギー計測データを集計

–計測期間
• 年 月初旬～ 年 月末日

集計対象 件

有効回答 件

うち分析対象 件

これらを元にデータ分析を実施

3-4-1. H28年度 エネルギー計測装置評価加点（グレードB）対象事業者の実施状況分析対象 
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Ｈ 年度グレードＢ分析

3-4-2. 調査方法と分析対象属性 [ N=97 ] 

エネルギー区分ごとに分類されたＨＥＭＳ計測データと、別途報告されるガス流量情報と統合して、

補助対象住宅の詳細なエネルギー使用状況を分析。分析対象の属性は下右表のとおり。

Ｈ28年度ＺＥＨ支援事業の「グレードＢ事業者」から報告されるＨＥＭＳデータ 

（各計測項目を、エネルギー区分ごとに分類済）をＳＩＩデータベースに蓄積。 

ＳＩＩが有する補助対象住宅データとＨＥＭＳデータを統合してエネルギー使用状況

を分析。（ガス流量情報は、同事業者によるアンケート回答から収集） 

ＨＥＭＳ 

アップロード 

ＨＥＭＳ 
アップロード 

補助金審査時の 
住宅性能 

データベース 

グレードＢ 
事業者 

ＨＥＭＳ 
データベース 

＋ 

グレードＢ 
事業者 

地域区分
1地域
2地域
3地域
4地域
5地域
6地域
7地域
8地域

世帯主世代
30代以下

40代
50代

60代以上

延床面積
100㎡未満

100～120㎡未満
120～150㎡未満

150㎡以上

外皮性能（U 値）
0.54 超～0.60 以下
0.40 超～0.54 以下

0.40 以下

二次エネルギーの種別
オール電化住宅
ガス導入住宅

給湯設備
エコキュート

ハイブリッド給湯機
エコジョーズ
エネファーム

件数

件数

件数

件数

件数

件数

再生可能エネルギーを除く
一次エネルギー消費削減率（％）

20～25％未満
25～30％未満
30～35％未満
35～40％未満
40～45％未満
45～50％未満
50～55％未満

一次エネルギー
消費削減率（％）

100～105％未満
105～110％未満
110～115％未満
115～120％未満
120～125％未満
125～130％未満
130～135％未満
135～140％未満
140～145％未満
145～150％未満
150～155％未満
155～160％未満
160～165％未満
165～170％未満
170～175％未満
175～180％未満
180～185％未満
185～190％未満
190～195％未満
195～200％未満

200％以上

件数

件数

■分析対象属性 [N=97] ■調査方法 

Ｈ 年度グレードＢ分析

3-4-3. 調査結果サマリー 

 「その他エネルギー」（実績値）を除いたエネルギー消費量（実績値）の削減率は ％。設計値の削減率（ ％）から
ポイントの伸びを示した。（ガス消費量には「その他エネルギー」項目も含まれるので、実質的な削減率は更に高い数値となる）

 「その他エネルギー」の実績値は、基準値（＝設計値）から ％の増エネに。

（ ）
【全体】

その他含む、創エネ含む

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

基準値 設計値 実積値

（ ）

【オール電化住宅】 【ガス導入住宅】

その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む

基準値 設計値 実積値

（ ）

ガス消費量
■ ガス

電力消費量
■ その他

■ 空調

■ 換気

■ 照明

■ 給湯

創エネ量
■ 創エネ発電

■ コージェネ発電

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

基準値 設計値 実績値

その他

ガス

空調

換気

照明

給湯

コジェネ発電

その他を除く
消費量の合計

削減率

創エネ

創エネを含む
削減率

MJ/年

基準値 設計値 実積値
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Ｈ 年度グレードＢ分析

空調

換気

給湯

照明

その他

ガス

電力消費量
■ 空調

■ 換気

■ 給湯

■ 照明

■ その他

ガス消費量
■ ガス

3-4-4. 年間のエネルギー消費割合（その他のエネルギー消費量を含む） [ N=97 ] 

空調

換気

給湯
照明

その他

空調

換気

給湯

照明

その他

ガス

全体

オール電化

ガス導入

オール電化住宅について、年間の電力消費量をエネルギー区分で分けると、空調： ％、換気： ％、給湯： ％、

照明： ％、その他： ％となった。

ガス導入住宅のガス消費量は、エネルギー区分が出来ないためガス流量の単純集計とする。

Ｈ 年度グレードＢ分析

グラフ下の数値用
12か月
正の合計

3-4-5. 月別の一次エネルギー消費量（その他エネルギー消費量を含む） 

（ ）
【全体】

（うちオール電化 件）

ガス消費量
■ ガス

電力消費量
■ その他

■ 空調

■ 換気

■ 照明

■ 給湯

創エネ量
■ 創エネ発電

■ コージェネ発電

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

[ N=97 ] 

その他含む、創エネ含む

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

夏季は「空調」、冬季は「空調」「給湯」「その他エネルギー」の電力消費量増加が目立つ。
（ガス消費量は、エネルギー区分が出来ないため単純集計とする）
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Ｈ 年度グレードＢ分析

3-4-6. 月別の一次エネルギー消費量（オール電化住宅のみ集計）（その他エネルギー消費量を含む） 

（ ）
【オール電化住宅】

電力消費量
■ その他

■ 空調

■ 換気

■ 照明

■ 給湯

創エネ量
■ 創エネ発電

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

[ N=82 ] 

その他含む、創エネ含む

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

月次エネルギー消費量が最小月は6月で Ｊ、最大月は1月で に。

全体集計と同様に、「その他エネルギー」も11月以降冬季にかけて増加する傾向。

Ｈ 年度グレードＢ分析

ガス消費量
■ ガス

電力消費量
■ その他

■ 空調

■ 換気

■ 照明

■ 給湯

創エネ量
■ 創エネ発電

■ コージェネ発電

3-4-7. 月別の一次エネルギー消費量（ガス導入住宅のみ集計）（その他エネルギー消費量を含む） 

（ ） 【ガス導入住宅】

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

[ N=15 ] 

その他含む、創エネ含む

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

ガス消費量は、冬から春（12～3月、4月）にかけて増える傾向。他項目の月次トレンドは全体集計同様。
エネファームによる発電量は創エネ量として図示。 （ガス消費量は、エネルギー区分が出来ないため単純集計）

（給湯エネルギーに示される数値は、ハイブリッド給湯機導入事業者による電力消費量が該当）
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Ｈ 年度グレードＢ分析

ガス消費量
■ ガス

電力消費量
■ その他

■ 空調

■ 換気

■ 照明

■ 給湯

創エネ量
■ 創エネ発電

■ コージェネ発電

3-4-8. 地域区分（その他エネルギー消費量を含む） 

（ ） （ ） （ ）
【 地域】

（うちオール電化 件） （ ）
【 地域】

（うちオール電化 件）
【 地域】

（うちオール電化 件）
【 地域】

（うちオール電化 件）

基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値

その他含む、創エネ含む

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む

 「その他エネルギー」 を含めたエネルギー消費量の実績値は、 ４・５・６地域では計画値を下回る。

７地域の 「その他エネルギー」 を含めたエネルギー消費量の実績値は計画値を上回る。

Ｈ 年度グレードＢ分析

3-4-9. 世帯主世代区分（その他エネルギー消費量を含む） 

【 代以下】
（うちオール電化 件）

【 代】
（うちオール電化 件）

【 代】
（うちオール電化 件）

【 代以上】
（うちオール電化 件）（ ） （ ） （ ） （ ）

ガス消費量
■ ガス

電力消費量
■ その他

■ 空調

■ 換気

■ 照明

■ 給湯

創エネ量
■ 創エネ発電

■ コージェネ発電

[ N=97 ] 

その他含む、創エネ含む

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む

世帯主が若いほどエネルギー消費量が少ない傾向。

 代は他の世代と比較して「その他エネルギー」消費量（実績値）が多い傾向。

基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値
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Ｈ 年度グレードＢ分析

3-4-10. 延床面積別（その他エネルギー消費量を含む） 

（ ） （ ） （ ） （ ）
【 ㎡未満】
（うちオール電化 件）

【 ～ ㎡未満】
（うちオール電化 件）

【 ～ ㎡未満】
（うちオール電化 件）

【 ㎡以上】
（うちオール電化 件）

ガス消費量
■ ガス

電力消費量
■ その他

■ 空調

■ 換気

■ 照明

■ 給湯

創エネ量
■ 創エネ発電

■ コージェネ発電

[ N=97 ] 

その他含む、創エネ含む

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む

全般的に、「その他エネルギー」を除くと、エネルギー消費量は設計値よりも実績値の方が小さいが、「その他エネルギー」を
含めると ㎡未満や ㎡以上の住宅では、計画値よりも実績値の方が大きくなる。

基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値

Ｈ 年度グレードＢ分析

3-4-11. 給湯設備別（その他エネルギー消費量を含む） 

（ ） （ ） （ ） （ ）
【エコキュート】
（うちオール電化 件）

【ハイブリッド給湯機】
（うちオール電化 件）

【エコジョーズ】
（うちオール電化 件）

【エネファーム】
（うちオール電化 件）

ガス消費量
■ ガス

電力消費量
■ その他

■ 空調

■ 換気

■ 照明

■ 給湯

創エネ量
■ 創エネ発電

■ コージェネ発電

[ N=97 ] 

その他含む、創エネ含む

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む

給湯設備別のエネルギー項目ごとの基準値、設計値、実績値は以下のとおり。
（ガス消費量は、エネルギー区分が出来ないため単純集計とする）

基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値
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Ｈ 年度グレードＢ分析

3-4-12. 外皮性能別（その他エネルギー消費量を含む） 

（ ） （ ） （ ）
【 超～ 以下】

（うちオール電化 件）
【 超～ 以下】

（うちオール電化 件）
【 以下】
（うちオール電化 件）

ガス消費量
■ ガス

電力消費量
■ その他

■ 空調

■ 換気

■ 照明

■ 給湯

創エネ量
■ 創エネ発電

■ コージェネ発電

[ N=97 ] 

その他含む、創エネ含む

年
間
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

その他含む、創エネ含む その他含む、創エネ含む

 「その他エネルギー」を除くエネルギー消費量（実績値）は設計値を下回る。

ＵＡ値 以下の住宅では、「その他エネルギー」の消費量が設計値の約 倍に。

基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値 基準値 設計値 実積値

Ｈ 年度グレードＢ分析

3-4-13. ネット・ゼロ・エネルギー達成状況（オール電化住宅のみ抽出）（その他エネルギー消費量を除く） [ N=82 ] 

オール電化住宅（Ｎ＝ ）の「その他エネルギー（実績値）」を除いたエネルギー消費量と創エネルギー量の相関を見ると、
％（ 件）がネット・ゼロ・エネルギーを実現している。

実現できている
グループ（ ）
実現できていない
グループ（ ）

全体 数：

２グループの割合

一次エネルギー消費量 ㎡・年

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
創
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

㎡
・
年

実現できているグループ

実現できていないグループ
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Ｈ 年度グレードＢ分析

達成グループ（ ）

未達成グループ（ ）

達成グループ（ ）

未達成グループ（ ）

達成グループ（ ）

未達成グループ（ ）

3-4-14. 実績値が「ZEHの定義」を満たす事業者の比率（オール電化住宅のみ抽出） （その他のエネルギーを除く） [ N=82 ] 

 ％の事業者が実績値で「ZEHの定義」を満たしている事が確認できた。
（「ZEHの定義」は設計値によるものなので、本資料は参考情報とする）

達成グループ（ ）

未達成グループ（ ）

合計

達成グループ（ ）

未達成グループ（ ）
合計

達成グループ（ ）

未達成グループ（ ）

合計

達成グループ（ ）

未達成グループ（ ）

達成グループ（ ）

未達成グループ（ ）

達成グループ（ ）

未達成グループ（ ）

合計

合計

合計

① 実績値の年間一次エネルギー消費量が
基準一次エネルギー量から 以上
削減されている事業者の比率

② 実績値でネット・ゼロ・エネルギーを
達成した事業者の比率

③ ①と②の両方を満たす事業者の比率

THIS PAGE  
INTENTIONALLY 

 LEFT BLANK 
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Ｈ 年度グレードＢ分析

3-5. 事業者アンケート調査実績報告 

調査目的

平成 年度、平成 年度補正予算、平成 年度事業者のエネルギーの消費実態と収支の推移、及び、居住者の省エ
ネ意識の変容を合わせて分析することで、導入効果（達成度）とその背景（要因）の把握を行うことを目的とする。

調査概要

–調査対象
•平成 年度、平成 年度補正予算、平成 年度
「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業」
補助金交付事業者

–調査対象エリア
•全国

–調査手法
•インターネット調査及び郵送調査

–調査対象期間
•第 回 年 月～ 月 ＜夏期＞

•第 回 年 月～ 年 月 ＜冬期＞

•第 回 年 月～ 月 ＜夏期＞

•第 回 年 月～ 年 月 ＜冬期＞

•第 回 年 月～ 月＜夏期＞

•第 回 年 月～ 年 月＜冬期＞

3-5-1. 実施概要 

有効回答 件

うち分析対象 件

これらを元にデータ分析を実施
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インターネット 
調査 

郵送調査 

※郵送調査希望者

・郵送調査の準備・回収作業と未回答者への督促 
・アンケート進行管理 集計・分析作業 

 

対象者

対象者

調査依頼・督促
※メールで連絡

アンケート画面

アクセス
アンケート回答

調査票送付・督促

調査票返送

回答データの抽出

対象者へのアンケートの実施方法は、Ｗｅｂ画面から回答してもらうインターネット調査と質問紙による郵送調査で実施。
（事前に対象者にどちらの調査を希望するか聴取）

3-5-2. 調査方法 

①全体把握
（分析データ ⇒ 今年度調査データ：H26年度事業者（ 年目） H26年度補正事業者（ 年目） H28年度事業者（ 年目）の合算）

②交付年度別比較
（分析データ ⇒ 過去実施調査データ 今年度調査データ）

（ 年目比較）：H26年度事業者 H26年度補正事業者の比較
（ 年目比較）：H26年度事業者 H26年度補正事業者 H28年度事業者の比較

③経年比較 （トレースデータ分析）
（分析データ ⇒ 前年度調査 今年度調査データ）

：H26年度事業者（ 年目） H26年度事業者（ 年目）の比較
：H26年度補正事業者（ 年目） H26年度補正事業者（ 年目）の比較

調査対象について、ネット・ゼロ・エネルギー達成状況、省エネ計画値（設計値）達成状況につい
て、以下 視点で分析を実施。

今年度の調査で取得したデータ全体での傾向を確認します。
※基本情報は、エネルギー量／金額の両観点での分析を行います。

昨年度までに取得したデータを使用し、ZEH導入後「 年目」「 年目」同士での比較を行います。

交付年度別で変化が見られるかを確認します。

年目を終えたH26年度事業者、 年目を終えたH26年度補正事業者について、

昨年度調査～今年度調査でのデータを比較し、経年での変化を確認します。

3-5-3. 分析における視点 
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分類 定義

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成状況

年間を通じて、
「太陽光発電システムによる創エネルギー量」 「一次エネルギー消費量」 ※
となる場合、ネット・ゼロ・エネルギー達成とする。

※ 「その他エネルギー」消費分を除く。 
   「その他エネルギー」は、設計値算出時のWEB算定プログラムによる値を適用。 

分類 定義

省エネ計画
達成状況

年間を通じて、太陽光発電分を除いて
「一次エネルギー消費量の計画値」 「一次エネルギーの実績値」 ※
となる場合、省エネ計画達成とする。

3-5-4. ネット・ゼロ・エネルギー達成 省エネ計画達成の定義 

ネット・ゼロ・エネルギー達成および省エネ計画達成の定義は以下の通り。

THIS PAGE  
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<調査結果サマリー> 

分析の 指標 「省エネ計画達成」 「創エネ計画（設計値）達成」 「（実績値の）ネット・ゼロ・エネルギー達成」 で分類した

結果は以下のとおり。

達成状況の事業者数と分布割合

グループ 事業者数
全体での

割合

省エネ

計画値達成

創エネ

計画値達成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ

ｷﾞｰ達成

○ ○ ○

× ○ ○

○ × ○

× × ○

小計：G1～G4

× ○ ×

○ × ×

× × ×

小計：G5～G7

合計：G1～G7

ﾈｯﾄ･
ｾﾞﾛ･

ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成

未達成

3-5-5. ネット・ゼロ・エネルギー及び創エネ・省エネ達成度で分類したグループ

ﾈｯﾄ･
ｾﾞﾛ･

ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成
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達成状況ごとに、グループの特徴をまとめる。

項目 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成グループの特徴 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成グループの特徴

電力使用量 ・年間を通して、使用量が少ない。 ・年間を通して、使用量が多い。

ガス使用量 ・年間通して、使用量が少ない。 ・年間通して、使用量が多い。12月~4月で差が顕著。

発電量 ・年間を通して、発電量が多い。特に3月~9月で差が顕著。 ・年間を通して、発電量が少ない。

コージェネレーション
システムの運用状況

・省エネモードを設定している場合は、達成率が70％を上回る。 ・自動発電モードに設定する事業者が50％以上。
・W発電モードの割合も高い。

項目 省エネ計画達成グループの特徴 省エネ計画未達成グループの特徴

工法 ・木造の事業者の割合が高い。
・ただし、工法別で一次エネルギー消費量には差はない。

・S造の事業者の割合が高い。

延床面積 ・延床面積が狭い事業者が多い。
外皮性能 ・外皮性能が高い事業者の割合が高い。

家族構成 ・ペットを飼っていない割合が高い。
・世帯主の年齢が低めで、30代以下が60％程度を占める。

・常時在宅者が存在する割合が高い。
・平均世帯人数が多い。
・平均在宅時間が長い。

冷房設備
・冷房の使用期間がやや短い。
・我慢できるときは冷房を使用せずに扇風機を使用している事業者の
割合が高め。

・冷房使用率が高い。特に朝の使用率が際立って高い。
・建物全体を、ほぼ1日中冷房した割合がやや高め。

暖房設備
・高効率エアコン（個別）導入者が60％以上を占める。
・寝室で暖房設備を利用しなかった割合が高い。
・暖房設備を使用しないように心がけた割合が高い。

・主たる居室(リビング等)で温水式床暖房を導入している割合が高い。
・朝と日中の暖房使用率が高い。

その他 ・オール電化の事業者の方が、コスト面で収支がプラスとなる割合が高い。

・浴室乾燥機の乾燥機能を使用している割合が高い。
・自動食器洗い機を導入・使用している割合が高め。
・夏季に湯張りを行っている割合が高い。
・ガス代が以前より高くなった割合が高い。冬季では40％以上。

3-5-6. 達成・未達成グループの特徴

実績値において、ネット・ゼロ・エネルギーを達成した事業者は全体の ％。

事業年度別にみると、H28年度事業者の ％がネット・ゼロ・エネルギーを達成。

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成グループ
（ ）
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成グループ
（ ）

合計
（ ）

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成グループ
（ ）
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成グループ
（ ）

年度
（ ）

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成グループ
（ ）
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成グループ
（ ）

年度
（ ）

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成グループ
（ ）
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成グループ
（ ）

年度補
（ ）

合計

年度事業者 年目 年度補正事業者 年目 年度事業者 年目

3-5-7. ネット・ゼロ・エネルギーの達成状況
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実績値において、省エネ計画（設計値）以上の省エネを実現した事業者は全体の ％。

事業年度別にみると、H28年度事業者では ％が省エネ計画を達成しており、他年度と比べて達成率が高い。

省エネ計画達成グループ
（ ）
省エネ計画未達成グループ
（ ）

合計
（ ）

省エネ計画達成グループ
（ ）
省エネ計画未達成グループ
（ ）

年度
（ ）

省エネ計画達成グループ
（ ）
省エネ計画未達成グループ
（ ）

年度
（ ）

省エネ計画達成グループ
（ ）
省エネ未計画達成グループ
（ ）

年度補
（ ）

合計

年度事業者 年目 年度補正事業者 年目 年度事業者 年目

3-5-8. 省エネ計画の達成状況

年間の創エネルギー量の実績値が計画値（設計値）を超えた事業者（創エネ計画達成事業者）は全体の ％。

事業年度別にみると、H26年度事業者の創エネ計画達成率は ％。他年度に比べて達成率が大幅に低い。

創エネ計画達成グループ
（ ）
創エネ計画未達成グループ
（ ）

合計
（ ）

創エネ計画達成グループ
（ ）
創エネ計画未達成グループ
（ ）

年度
（ ）

創エネ計画達成グループ
（ ）
創エネ計画未達成グループ
（ ）

年度
（ ）

創エネ計画達成グループ
（ ）
創エネ計画未達成グループ
（ ）

年度補
（ ）

合計

年度事業者 年目 年度補正事業者 年目 年度事業者 年目

3-5-9. 創エネ計画の達成状況
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ネット・ゼロ・エネルギー達成状況 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

2017.4月 2017.5月 2017.6月 2017.7月 2017.8月 2017.9月 2017.10月 2017.11月 2017.12月 2018.1月 2018.2月 2018.3月

一次エネルギー消費量 太陽光発電システムによる創エネルギー量㎡月

■ 一次エネルギー消費量の算出方法 ■ 太陽光発電システムによる創エネルギー量の算出方法
電力、ガス使用量を一次エネルギー換算して示した数値 電力発電量を一次エネルギー換算して示した数値
 [月間の消費電力量 (kWh/戸) x 9.76(MJ/kWh)＋ 月間の太陽光発電量（kWh）×9.76(MJ/kWh) ／床面積（㎡）
月間の消費ガス量 (㎥/戸) x A*(MJ/㎥ ）(MJ/戸)] ／床面積（㎡） 
（A*：都市ガスの場合は「 45 .00」、LPガスの場合は「 103.73 」を代入して計算

3-5-10. エネルギー消費量と太陽光発電による創エネルギー量の月次推移

エネルギー消費量は12月～2月期に急増。暖房・給湯エネルギーの消費増加が要因と思われる。
太陽光発電による創エネルギー量は5月がピーク。10月を底に春に向けて増加傾向に転じる傾向となった。

[ N=4,770 ] 
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月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

立
方
メ
ー
ト
ル

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

電力使用量・ガス使用量・発電量の月次推移

ガス
使用量

発電量

電力
使用量

ネット・ゼロ・エネルギー達成グループは、年間を通して電力・ガスの使用量が少なく発電量が多い。

前年調査同様に、達成グループと未達成グループの冬場ガス使用量の差が大きく開く傾向が確認できる。

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月
※ガス使用量は、月毎に回答件数が異なるため、件数が最大の月を 数として採用。

3-5-11. 電力・ガス使用量と発電量の月次推移①

ガス
使用量

発電量

電力
使用量

買電量

*単位はkWh

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成

平均値2018年2017年

*単位は立方メートル

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成

平均値2017年 2018年

*単位はkWh

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成

平均値2017年 2018年

*単位はkWh

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成

平均値2017年 2018年

3-5-12. 電力・ガス使用量と発電量の月次推移②

各月のグループ平均値は以下のとおり。
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一次エネルギー消費量 ㎡・年

実現できているグループ

実現できていないグループ

全体の ％がネット・ゼロ・エネルギーを達成。

73%

27%

度線より上の
グループ

度線より下の
グループ

２グループの割合

アンケートで電力、ガス使用量、ガス種別を回答している対象

全体 数：

ネット・ゼロ・エネルギー達成分布 （その他エネルギー除く）

■ Ｘ軸の一次エネルギー消費量の算出方法（年間）
Ｘ軸は電力、ガス使用量を一次エネルギー換算した数値
Ｘ（ MJ/㎡・年） =　 {[消費電力量* (kWh/年) x 9.76(MJ/kWh)＋

消費ガス量 (㎥ /年) x A* (MJ/㎥ ）]－
[家電消費エネルギー(MJ /年）]}／床面積（㎡）

（A*：都市ガスの場合は「 45 .00」、LPガスの場合は「 103.73 」を代入して計算

■ Ｙ軸の太陽光発電システムによる創エネルギー量の算出方法（年間）
Ｙ軸は太陽光発電量を一次エネルギー換算した数値
Ｙ（MJ/㎡ /年）＝太陽光発電量（kWh /年） x 9.76(MJ/kWh) ／床面積（㎡）

3-5-13. ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く） [ N=4,770 ] 

㎡

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
創
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

㎡
・
年

一次エネルギー消費量 ㎡・年

各セグメント平均値グラフ

各セグメントのネット・ゼロ・エネルギー実現比率

実現できているグループ

実現できていないグループ

地域区分ごとに比較すると、ネット・ゼロ・エネルギー達成比率に大きな差はない。

各セグメントの平均値（加重平均）を見ると、寒冷地になるほど一次エネルギー消費量が高まり、達成率が低くなる状況。

地域別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く）

全体
／Ⅰa (n=4)
／Ⅰb (n=8)
／Ⅱ (n=67)

／Ⅲ (n=252)
／Ⅳa (n=1,397)
／Ⅳa (n=2,812)

／Ⅳa (n=225)

実現できているグループ 実現できていないグループ

1／Ⅰa 
2／Ⅰb
3／Ⅱ
4／Ⅲ
5／Ⅳa
6／Ⅳb
7／Ⅴ

3-5-14. 地域別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く） [ N=4,770 ] 
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木造

造

造
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・
年

一次エネルギー消費量 ㎡・年

工法別では、木造の方がネット・ゼロ・エネルギー達成者の比率が高いが、一次エネルギー消費量に大差はみられない。

工法別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く）

実現できているグループ

実現できていないグループ
木造
S造
RC造

※RC造は、サンプル数 件のため表示しない。

各セグメントのネット・ゼロ・エネルギー実現比率

3-5-15. 工法別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く）

各セグメント平均値グラフ

[ N=4,770 ] 
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ル
ギ
ー
量

㎡
・
年

一次エネルギー消費量 ㎡・年

調査対象が集中する「Ｕａ値： 超 以下 値 超 以下 」は約 割の事業者がネット・ゼロ・エネルギーを実現。

全セグメントの加重平均値もネット・ゼロ・エネルギーを実現。

外皮性能別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く）（ ～ 地域）

実現できているグループ

実現できていないグループ

Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)
Ua値:0.28以下
(Q値:1.0以下)

各セグメントのネット・ゼロ・エネルギー実現比率

3-5-16. 外皮性能別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く）（１～３地域） [ N=79 ] 

各セグメント平均値グラフ
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全体

値 超 値 超

値 超 以下 値 超 以下

値 超 以下 値 超 以下

値 超 以下 値 超 以下

値 以下 値 以下

実現できているグループ 実現できていないグループ
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量

㎡
・
年

一次エネルギー消費量 ㎡・年

サンプル数僅少セグメントを除くと、外皮性能が高いほどネット・ゼロ・エネルギー達成率が高い傾向。

 「 値 超 以下 値 超 以下 」グループの達成率は ％以上。

外皮性能別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く）（ ～ 地域）

各セグメント平均値グラフ

実現できているグループ

実現できていないグループ

Ua値:0.6超(Q値:1.9超)

Ua値:0.54超0.6以下
(Q値:1.7超1.9以下)

Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)
Ua値:0.28以下
(Q値:1.0以下)

各セグメントのﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ実現比率

3-5-17. 外皮性能別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く）（４～８地域） [ N=4,691 ] 
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㎡
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一次エネルギー消費量 ㎡・年

実現できているグループ

実現できていないグループ

同居人数が少ないほど、ネット・ゼロ・エネルギー達成率が高い。

同居人数が少ないほど、一次エネルギー消費量が少ない。

同居人数別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く）

各セグメント平均値グラフ

全体
人
人

人
人
人
人
人
人
人

実現できているグループ 実現できていないグループ

9人
8人
7人
6人
5人
4人
3人
2人
1人

各セグメントのネット・ゼロ・エネルギー実現比率

3-5-18. 同居人数別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く） [ N=4,767 ] 
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主たる居室の床暖房有無によるネット・ゼロ・エネルギー達成率の差は僅か。

床暖房有無別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（家電等その他エネルギー除く）

各セグメント平均値グラフ

実現できているグループ

実現できていないグループ
床暖房なし
床暖房あり

各セグメントのネット・ゼロ・エネルギー実現比率

3-5-19. 床暖房有無別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く） [ N=4,723 ] 

H26年度事業者 (3年目) Ｈ26年度補正予算事業者 (2年目)

Ｈ28年度事業者 (1年目)

度線より上のグループ
度線より下のグループ

度線より上のグループ
度線より下のグループ

度線より上のグループ
度線より下のグループ

太
陽
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発
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ム
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る
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㎡
・
年

一次エネルギー消費量 ㎡・年

H28年度事業者のネット・ゼロ・エネルギー達成事業者の比率は他年度と比較して ％以上高い。

一次エネルギー消費量の加重平均値が最も大きいのはH26年度事業者。

事業年度別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（家電等その他エネルギー除く）

各事業年度毎のネット・ゼロ・エネルギー実現比率

実現できているグループ

実現できていないグループ

各事業年度平均値グラフ

H26年度事業者(3年目)
H26年度補正予算事業者(2年目)
H28年度事業者(1年目)

3-5-20. 事業年度別 ネット・ゼロ・エネルギー達成分布（その他エネルギー除く） [ N=4,770 ] 
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省エネ計画（設計値）達成状況の詳細分析 

省エネ計画達成 省エネ計画未達成

省エネ計画達成 省エネ計画未達成

ガス
使用量

電力
使用量

電力使用量・ガス使用量の状況（まとめ）（省エネ計画達成状況）

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

立
方
メ
ー
ト
ル

*単位はkWh

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年

省ｴﾈ計画達成

省ｴﾈ計画未達成

平均値2017年 2018年

*単位は立方メートル

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年

省ｴﾈ計画達成

省ｴﾈ計画未達成

2017年 2018年 平均値

3-5-21. 電力・ガス使用量と発電量の月次推移

省エネ計画未達成グループでは、冬場の電力・ガスの使用量増加が目立つ。特にガスの差が顕著。

電力使用量・ガス使用量の推移
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省エネ計画達成グループ・未達成グループで、目立った地域属性の差は見られない。

地域区分の分布と構成比

地域区分の分布状況 省エネ計画達成状況

■
■ ７／Ⅴ
■ ６／Ⅳｂ
■ ５／Ⅳａ
■ ４／Ⅲ
■ ３／Ⅱ
■ ２／Ⅰｂ
■ １／Ⅰａ

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ １／Ⅰａ ２／Ⅰｂ ３／Ⅱ ４／Ⅲ ５／Ⅳａ ６／Ⅳｂ ７／Ⅴ

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-22. 地域区分の分布状況 [ N=4,770 ] 

達成・未達成グループともに、高効率エアコン（個別）を利用している事業者が全体の ％以上を占める。

省エネ計画達成グループは、扇風機を使用している割合がやや高い。

冷房設備の分布と構成比

冷房設備の分布状況 主たる居室

3-5-23. 主たる居室の冷房設備の分布 [ N=4,770 ] 

■ 不明・なし
■ その他
■ 冷水式パネル
■ 扇風機
■ 高効率エアコン(セントラル空調)
■ 高効率エアコン(個別)

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 高効率ｴｱｺﾝ
(個別)

高効率ｴｱｺﾝ
(ｾﾝﾄﾗﾙ空調)

扇風機 冷水式パネル その他 不明・なし

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計
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暖房設備の分布と構成比

暖房設備の分布状況 主たる居室

省エネ計画達成グループでは、高効率エアコン（個別）が ％以上を占める。

省エネ計画未達成グループでは、達成グループと比べて温水式床暖房の割合が高い。

■ 不明・なし
■ その他
■ ストーブ
■ ファンヒーター
■ 蓄熱暖房機
■ 温水式床暖房
■ 高効率エアコン(床下)
■ 高効率エアコン(セントラル空調)
■ 高効率エアコン(個別)

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 高効率ｴｱｺﾝ
(個別)

高効率ｴｱｺﾝ
(ｾﾝﾄﾗﾙ空調)

高効率ｴｱｺﾝ
(床下)

温水式床暖房 蓄熱暖房機 ファンヒーター ストーブ その他 不明・なし

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-24. 主たる居室の暖房設備の分布 [ N=4,770 ] 

外皮性能の分布状況 （ ・ 地域）

寒冷地では、外皮性能によらず計画値以上のエネルギーを消費する傾向。
※サンプル数僅少のため参考値

外皮性能の分布と構成比 （ ・ 地域）

3-5-25. 外皮性能の分布状況 （１・２地域）

■ Ua値:0.60超(Q値:1.9超)

■ Ua値:0.54超0.60以下
(Q値:1.7超1.9以下)

■ Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

■ Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)

■ Ua値:0.28以下(Q値:1.0以下)

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

・ 地域計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 ・ 地域計

Ｎ Ua値:0.28以下
(Q値:1.0以下)

Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)

Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

Ua値:0.54超0.60以下
(Q値:1.7超1.9以下)

Ua値:0.60超
(Q値:1.9超)

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

[ N=12 ] 
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外皮性能の分布状況 （ 地域）

グループ間の大きな差は見られない。

※サンプル数僅少のため参考値

3-5-26. 外皮性能の分布状況 （３地域）

外皮性能の分布と構成比 （ 地域）

■ Ua値:0.60超(Q値:1.9超)

■ Ua値:0.54超0.60以下
(Q値:1.7超1.9以下)

■ Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

■ Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)

■ Ua値:0.28以下(Q値:1.0以下)

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

地域計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 地域計

Ｎ Ua値:0.28以下
(Q値:1.0以下)

Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)

Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

Ua値:0.54超0.60以下
(Q値:1.7超1.9以下)

Ua値:0.60超
(Q値:1.9超)

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

※外皮性能 値 超 値 超 、 値 超 以下 値 超 以下 は 地域の事業者ではなし。

[ N=67 ] 

外皮性能の分布状況 （ ・ 地域）

3-5-27. 外皮性能の分布状況 （４・５地域）

外皮性能の分布と構成比 （ ・ 地域）

■ Ua値:0.60超(Q値:1.9超)

■ Ua値:0.54超0.60以下
(Q値:1.7超1.9以下)

■ Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

■ Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)

■ Ua値:0.28以下(Q値:1.0以下)

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

・ 地域計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 ・ 地域計

Ｎ Ua値:0.28以下
(Q値:1.0以下)

Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)

Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

Ua値:0.54超0.60以下
(Q値:1.7超1.9以下)

Ua値:0.60超
(Q値:1.9超)

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

グループを問わず「 値 超 以下 値 超 以下 」が過半を占める。

省エネ計画達成グループ・未達成グループ間で、目立った差は見られない。

[ N=1,649 ] 

１０８



外皮性能の分布状況 （ ・ 地域）

グループを問わず「 値 超 以下 値 超 以下 」が過半を占める。
※「 値 以下 値 以下 」は、サンプル数僅少のため参考値。

外皮性能の分布と構成比 （ ・ 地域）

3-5-28. 外皮性能の分布状況 （６・７地域）

■ Ua値:0.60超(Q値:1.9超)

■ Ua値:0.54超0.60以下
(Q値:1.7超1.9以下)

■ Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

■ Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)

■ Ua値:0.28以下(Q値:1.0以下)

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

・ 地域計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 ・ 地域計

Ｎ Ua値:0.28以下
(Q値:1.0以下)

Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)

Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

Ua値:0.54超0.60以下
(Q値:1.7超1.9以下)

Ua値:0.60超
(Q値:1.9超)

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

[ N=3,037 ] 

延床面積の分布状況

延床面積の分布と構成比

省エネ計画未達成グループでは、延床面積が ㎡以上の割合が増加。

※<>内は平均値

■ 200㎡以上
■ 160㎡以上~200㎡未満
■ 120㎡以上~160㎡未満
■ 120㎡未満

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

＜ ＞ ＜ ＞ ＜ ＞

Ｎ 120㎡未満 120㎡以上
160㎡未満

160㎡以上
200㎡未満

200㎡以上

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-29. 延床面積の分布状況 [ N=4,770 ] 
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省エネ計画未達成グループでは、省エネ計画達成グループと比べて、世帯人数が 人以上の割合が高い。

世帯人数の分布状況

世帯人数の分布と構成比

■ 9人

■ 8人

■ 7人

■ 6人

■ 5人

■ 4人

■ 3人

■ 2人

■ 1人

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

＜ ＞ ＜ ＞ ＜ ＞

Ｎ 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-30. 世帯人数の分布状況 [ N=4,767 ] 

省エネ計画達成・未達成グループ双方の床暖房導入率に差はほとんどない。

床暖房有無の分布状況

床暖房の有無の分布状況

■ 床暖房なし
■ 床暖房あり

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 床暖房あり 床暖房なし

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-31. 床暖房の有無（主たる居室）の分布状況 [ N=4,723 ] 
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省エネ計画達成グループは ％、未達成グループは ％が「快適」「やや快適」と回答。

室内環境の快適度（夏）

室内環境の快適度（夏）

Ｎ 快適だった やや快適だった やや不快だった 不快だった

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

■ 不快だった
■ やや不快だった
■ やや快適だった
■ 快適だった

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

3-5-32. 室内環境の快適度 （夏） [ N=4,760 ] 

省エネ計画達成グループは ％、未達成グループは ％が「快適・やや快適」と回答。

夏と比較すると、省エネ計画達成グループの「不快・やや不快」が ％増加。

室内環境の快適度（冬）

室内環境の快適度（冬）

■ 不快だった
■ やや不快だった
■ やや快適だった
■ 快適だった

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 快適だった やや快適だった やや不快だった 不快だった

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-33. 室内環境の快適度 （冬） [ N=4,762 ] 
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 「人のいる部屋だけを特定の時間帯に冷房した」が両グループともに、 ％以上を占める。

省エネ計画未達成グループでは、「建物全体を、ほぼ 日中冷房した」の割合がやや高い。

冷房設備の使用状況（夏）

冷房設備の使用状況（夏）

Ｎ 建物全体を、
ほぼ１日中冷房した

建物全体を
特定の時間帯に冷房した

人のいる部屋だけを
特定の時間帯に冷房した

冷房はほとんど
使用しなかった

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

■ 冷房はほとんど
使用しなかった

■ 人のいる部屋だけを
特定の時間帯に冷房した

■ 建物全体を
特定の時間帯に冷房した

■ 建物全体を、
ほぼ１日中冷房した

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

3-5-34. 冷房設備の使用状況 （夏） [ N=4,762 ] 

 「人のいる部屋だけを特定の時間帯に暖房した」割合が ％以上。

グループ間の差はみられない。

暖房設備の使用状況（冬）

暖房設備の使用状況（冬）

Ｎ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

建物全体を
特定の時間帯に暖房した

人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

暖房はほとんど
使用しなかった

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-35. 暖房設備の使用状況 （冬） [ N=4,659 ] 

■ 暖房はほとんど
使用しなかった

■ 人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計
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■ 暖房はほとんど
使用しなかった

■ 人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

高効率ｴｱｺﾝ
個別

高効率ｴｱｺﾝ
ｾﾝﾄﾗﾙ空調

高効率ｴｱｺﾝ
床下

温水式床暖房

蓄熱暖房機

ファンヒーター

ストーブ

その他

総計

戸数

高効率ｴｱｺﾝ
個別

高効率ｴｱｺﾝ
ｾﾝﾄﾗﾙ空調

高効率ｴｱｺﾝ
床下

温水式床暖房 蓄熱暖房機 ファンヒーター ストーブ その他 総計

Ｎ
建物全体を、

ほぼ１日中暖房した
建物全体を

特定の時間帯に暖房した
人のいる部屋だけを

特定の時間帯に暖房した
暖房はほとんど
使用しなかった

高効率エアコン(個別)
高効率エアコン(セントラル空調)
高効率エアコン(床下)
温水式床暖房
蓄熱暖房機
ファンヒーター
ストーブ
その他
総計

高効率エアコン（個別）、ファンヒーターでは「人のいる部屋だけを特定の時間帯に暖房した」（間欠運転）が ％以上。

高効率エアコン セントラル空調 、温水式床暖房では、「建物全体を、ほぼ 日中暖房した」（連続運転）が ％以上。

暖房設備の使用状況（冬） （暖房設備別）

3-5-36. 暖房設備の使用状況 （冬） （暖房設備別） [ N=4,659 ] 

暖房設備の使用状況（冬） （暖房設備別）

暖房設備の使用状況（冬） （外皮性能別 ・ 地域）

暖房設備の使用状況（冬） （外皮性能別 ・ 地域）

3-5-37. 暖房設備の使用状況 （冬） （外皮性能別 １・２地域） [ N=12 ] 

 「 値： 以下（ 値 以下）」では、全館暖房を終日実行している割合が高い。
※サンプル数僅少のため参考値

■ 暖房はほとんど
使用しなかった

■ 人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

・ 地域計

戸数

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

・ 地域計

Ｎ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

建物全体を
特定の時間帯に暖房した

人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

暖房はほとんど
使用しなかった

Ua値:0.28以下(Q値:1.0以下)
Ua値:0.28超0.40以下(Q値:1.0超1.4以下)
Ua値:0.40超0.54以下(Q値:1.4超1.7以下)
Ua値:0.54超0.60以下(Q値:1.7超1.9以下)
Ua値:0.60超(Q値:1.9超)
総計
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暖房設備の使用状況（冬） （外皮性能別 地域）

暖房設備の使用状況（冬） （外皮性能別 地域）

 「 値： 以下（ 値 以下）」では、全館暖房を終日実行している割合が高い。
※サンプル数僅少のため参考値

3-5-38. 暖房設備の使用状況 （冬） （外皮性能別 ３地域） [ N=67 ] 

■ 暖房はほとんど
使用しなかった

■ 人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

地域計

戸数

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

地域計

Ｎ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

建物全体を
特定の時間帯に暖房した

人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

暖房はほとんど
使用しなかった

Ua値:0.28以下(Q値:1.0以下)
Ua値:0.28超0.40以下(Q値:1.0超1.4以下)
Ua値:0.40超0.54以下(Q値:1.4超1.7以下)
Ua値:0.54超0.60以下(Q値:1.7超1.9以下)
Ua値:0.60超(Q値:1.9超)
総計

暖房設備の使用状況（冬） （外皮性能別 ・ 地域）

暖房設備の使用状況（冬） （外皮性能別 ・ 地域）

 「 値： 超（ 値 超）」では、「人のいる部屋だけを特定の時間帯に暖房した」割合が高い。

 「 値： 以下 値 以下 」では、全館暖房を終日実施した割合が高く、 ％以上を占める。

3-5-39. 暖房設備の使用状況 （冬） （外皮性能別 ４・５地域） [ N=1,613 ] 

■ 暖房はほとんど
使用しなかった

■ 人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

・ 地域計

戸数

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

・ 地域計

Ｎ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

建物全体を
特定の時間帯に暖房した

人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

暖房はほとんど
使用しなかった

Ua値:0.28以下(Q値:1.0以下)
Ua値:0.28超0.40以下(Q値:1.0超1.4以下)
Ua値:0.40超0.54以下(Q値:1.4超1.7以下)
Ua値:0.54超0.60以下(Q値:1.7超1.9以下)
Ua値:0.60超(Q値:1.9超)
総計
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暖房設備の使用状況（冬） （外皮性能別 ・ 地域）

暖房設備の使用状況（冬） （外皮性能別 ・ 地域）

 値 以下（ 値 以下）では、全館連続運転を行っている割合が高い。

 値（ 値）が大きいグループほど、部分間欠運転の割合が増える。

3-5-40. 暖房設備の使用状況 （冬） （外皮性能別 ６・７地域） [ N=2,962 ] 

■ 暖房はほとんど
使用しなかった

■ 人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を
特定の時間帯に暖房した

■ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

・ 地域計

戸数

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

・ 地域計

Ｎ 建物全体を、
ほぼ１日中暖房した

建物全体を
特定の時間帯に暖房した

人のいる部屋だけを
特定の時間帯に暖房した

暖房はほとんど
使用しなかった

Ua値:0.28以下(Q値:1.0以下)
Ua値:0.28超0.40以下(Q値:1.0超1.4以下)
Ua値:0.40超0.54以下(Q値:1.4超1.7以下)
Ua値:0.54超0.60以下(Q値:1.7超1.9以下)
Ua値:0.60超(Q値:1.9超)
総計

全体の ％以上が、「・・・朝は暖房を使用しなくてもよかった」 または 「・・・少し使用すればすぐに暖かくなった」と回答。

グループ間の差はあまり見られなかった。

朝の暖房の使用状況（冬）

朝の暖房の使用状況（冬）

■ 就寝時から起床後まで、
常に暖房を使用していた。

■ 朝起きた時には部屋が寒くなっていたため、
朝は暖房を使用したが、
暖かくなるまでに時間がかかった。

■ 朝起きた時には部屋が寒くなっていたため、
朝は暖房を使用したが、
少し使用すればすぐに暖かくなった。

■ 朝まで部屋に夜間の熱が残っていたため、
朝は暖房を使用しなくてもよかった。

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 夜間の熱が残っていたため、
朝は暖房を使用しなくてもよかった。

部屋が寒くなっていたため、
朝は暖房を使用したが、

少し使用すればすぐに暖かくなった。

部屋が寒くなっていたため、
朝は暖房を使用したが、

暖かくなるまでに時間がかかった。

就寝時から起床後まで、
常に暖房を使用していた。

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-41. 暖房設備の使用状況 （冬） [ N=4,725 ] 
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省エネ計画未達成グループの方が冷房設備使用率が高い。特に朝の冷房設備使用率が際立って高い。

冷房設備の使用時間帯（夏）

冷房設備の使用時間帯（夏）

■ 朝

■ 日中

■ 晩

■ 就寝中

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 朝 日中 晩 就寝中

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

[ N=3,418 ] 3-5-42. 冷房設備の使用時間帯 （夏）

■ 朝

■ 日中

■ 晩

■ 就寝中

１／Ⅰａ

２／Ⅰｂ

３／Ⅱ

４／Ⅲ

５／Ⅳａ

６／Ⅳｂ

７／Ⅴ

８

総計

戸数

１／Ⅰａ ２／Ⅰｂ ３／Ⅱ ４／Ⅲ ５／Ⅳａ ６／Ⅳｂ ７／Ⅴ ８ 総計

冷房設備の使用時間帯（夏） （地域別）

冷房設備の使用時間帯（夏） （地域別）

晩・就寝中の冷房使用率は、暖かい地域ほど高い傾向。
※1,2地域はサンプル数僅少のため参考値

Ｎ 朝 日中 晩 就寝中

１／Ⅰａ
２／Ⅰｂ
３／Ⅱ
４／Ⅲ
５／Ⅳａ
６／Ⅳｂ
７／Ⅴ
８
総計

[ N=3,418 ] 3-5-43. 冷房設備の使用時間帯 （夏） （地域別）
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省エネ計画未達成グループでは朝と日中の使用率が高い。

特に日中の使用率は、省エネ計画達成・未達成で ％以上の差が見られる。

暖房設備の使用時間帯（冬）

暖房設備の使用時間帯（冬）

■ 朝

■ 日中

■ 晩

■ 就寝中

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 朝 日中 晩 就寝中

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

[ N=3,795 ] 3-5-44. 暖房設備の使用時間帯 （冬）

以前の住まいと比べて、設定温度は約 ℃上昇。

全体の冷房使用期間の平均は ヶ月。

省エネ計画達成グループの方が、冷房の使用期間が平均で ヶ月短い。

冷房設備の設定温度（夏）

冷房設備の設定温度と使用期間 （夏）

（n=4,770）

朝・晩 日中 就寝中

以前の住まい 現在の住まい 以前の住まい 現在の住まい 以前の住まい 現在の住まい 現在の住まい 現在の住まい 現在の住まい

省エネ計画達成 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

省エネ計画未達成 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

総計 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

*表中の値は各グループの平均値
**有効回答数は、n=(「以前の住まい」に関する回答数, 「現在の住まい」に関する回答数)
***「以前の住まい」については、H28年度事業者のみに聴取

H28年度事業者（n=2,037）

省エネ計画達成

省エネ計画未達成

総計

全体（n=4,770）

朝・晩 日中 就寝中

■ 使用者 ■ 不使用者
グループ 平均使用期間

省エネ計画達成 2.9ヶ月

省エネ計画未達成 3.2ヶ月

総計 3.1ヶ月

表中の値は各グループの平均値

冷房設備の使用期間（夏）

3-5-45. 冷房設備の設定温度と使用期間 （夏）
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以前の住まいと比べて、設定温度は約 ℃下がり、全体平均23.5℃程度。

暖房設備の使用期間の平均は ヶ月。

暖房の使用期間について、省エネ計画達成・未達成グループ間の差はほとんどない。

暖房設備の設定温度（冬）

暖房設備の設定温度と使用期間 （冬）

（n=4,770）

朝・晩 日中 就寝中

以前の住まい 現在の住まい 以前の住まい 現在の住まい 以前の住まい 現在の住まい 現在の住まい 現在の住まい 現在の住まい

省エネ計画達成 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

省エネ計画未達成 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

総計 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

*表中の値は各グループの平均値
**有効回答数は、n=(「以前の住まい」に関する回答数, 「現在の住まい」に関する回答数)
***「以前の住まい」については、H28年度事業者のみに聴取

H28年度事業者（n=1,557）

省エネ計画達成

省エネ計画未達成

総計

全体（n=4,770）

朝・晩 日中 就寝中

暖房設備の使用期間（冬）

■ 使用者 ■ 不使用者
グループ 平均使用期間

省エネ計画達成 4.3ヶ月

省エネ計画未達成 4.4ヶ月

総計 4.4ヶ月

表中の値は各グループの平均値

3-5-46. 暖房設備の設定温度と使用期間 （冬）

■あてはまらない ■あまりあてはまらない ■あてはまらない ■あまりあてはまらない
■ややあてはまる ■あてはまる ■ややあてはまる ■あてはまる

あてはまらない
（計）

あてはまる
（計）

あてはまらない
（計）

あてはまる
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

■あてはまらない ■あまりあてはまらない ■あてはまらない ■あまりあてはまらない
■ややあてはまる ■あてはまる ■ややあてはまる ■あてはまる

あてはまらない
（計）

あてはまる
（計）

あてはまらない
（計）

あてはまる
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

* 本年度/昨年度は「冷房設備からの気流を不快に感じることはなかった」と聴取。
また、一昨年度は「冷房設備からの気流が不快だった」として聴取。

* 本年度は「暖房設備からの気流を不快に感じることはなかった」と聴取。
また、昨年度/一昨年度は「暖房設備からの気流が不快だった」として聴取。

温度ムラがあり不快だった 気流を不快に感じることはなかった

温度ムラや気流に関する不快度にグループ間の目立った差はなかった。

冷暖房設備に関する感想

冷暖房設備に関する感想

夏 夏

冬 冬

3-5-47. 冷暖房設備に関する感想①
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■あてはまらない ■あまりあてはまらない ■あてはまらない ■あまりあてはまらない
■ややあてはまる ■あてはまる ■ややあてはまる ■あてはまる

あてはまらない
（計）

あてはまる
（計）

あてはまらない
（計）

あてはまる
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

■あてはまらない ■あまりあてはまらない ■あてはまらない ■あまりあてはまらない
■ややあてはまる ■あてはまる ■ややあてはまる ■あてはまる

あてはまらない
（計）

あてはまる
（計）

あてはまらない
（計）

あてはまる
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

冷暖房設備の効きが悪いと感じた できるだけ冷暖房設備を使用しないように心がけた

省エネ計画達成グループの方が「できるだけ冷暖房設備を使用しないように心がけた」の割合が高い。

冷暖房設備に関する感想

冷暖房設備に関する感想

夏 夏

冬 冬

3-5-48. 冷暖房設備に関する感想②

省エネ計画未達成グループでは、「在宅時には常に暖房設備を利用」の割合がやや高い。

在室中の暖房設備使用状況 主たる居室

在室中の暖房設備使用状況 主たる居室

Ｎ 在室時には
常に利用した

在室時に
たまに利用した

在室時もほとんど
利用しなかった

全く利用
しなかった

この部屋に
暖房施設はない

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

■ この部屋に暖房施設はない

■ 全く利用しなかった

■ 在室時もほとんど利用しなかった

■ 在室時にたまに利用した

■ 在室時には常に利用した

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

3-5-49. 在室中の暖房設備使用状況 （主たる居室） [ N=3,569 ] 
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省エネ計画達成グループの方が、「全く利用しなかった」「この部屋に暖房設備はない」の割合が高い。

省エネ計画未達成グループの方が、「在室時にはたまに利用した」「在室時には常に利用した」の割合が高い。

在室中の暖房設備使用状況 主寝室

在室中の暖房設備使用状況 主寝室

■ この部屋に暖房施設はない

■ 全く利用しなかった

■ 在室時もほとんど利用しなかった

■ 在室時にたまに利用した

■ 在室時には常に利用した

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 在室時には
常に利用した

在室時に
たまに利用した

在室時もほとんど
利用しなかった

全く利用
しなかった

この部屋に
暖房施設はない

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

[ N=3,353 ] 3-5-50. 在室中の暖房設備使用状況 （主寝室）

電力・ガス料金ともに、夏と比べて冬の 「安くなった」 「やや安くなった」との回答が減少。

以前の住まいとの光熱費の比較（夏）

以前の住まいとの光熱費の比較（夏）

3-5-51. 以前の住まいとの光熱費の比較

電気代 ガス代

■安くなった ■やや安くなった ■変わらない ■安くなった ■やや安くなった ■変わらない
■やや高くなった ■高くなった ■やや高くなった ■高くなった

安くなった
（計）

高くなった
（計）

安くなった
（計）

高くなった
（計）

省ｴﾈ計画達成 省ｴﾈ計画達成

省ｴﾈ計画未達成 省ｴﾈ計画未達成

総計 総計 

灯油代

■安くなった ■やや安くなった ■変わらない
■やや高くなった ■高くなった

安くなった
（計）

高くなった
（計）

省ｴﾈ計画達成

省ｴﾈ計画未達成

総計 

48.3 

54.1 

51.2 

28.7 

29.2 

29.0 

10.5 

8.7 

9.6 

8.9 

5.5 

7.2 

3.6 

2.5 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40.6 

29.0 

34.0 

17.8 

17.2 

17.5 

21.9 

21.4 

21.6 

11.9 

19.5 

16.2 

7.8 

12.9 

10.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

63.3 

63.6 

63.5 

2.5 

1.9 

2.2 

31.2 

33.3 

32.2 

0.7 

0.5 

0.6 

2.3 

0.7 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電気代 ガス代

■安くなった ■やや安くなった ■変わらない ■安くなった ■やや安くなった ■変わらない
■やや高くなった ■高くなった ■やや高くなった ■高くなった

安くなった
（計）

高くなった
（計）

安くなった
（計）

高くなった
（計）

省ｴﾈ計画達成 省ｴﾈ計画達成

省ｴﾈ計画未達成 省ｴﾈ計画未達成

総計 総計 

■やや高くなった ■高くなった
安くなった
（計）

高くなった
（計）

省ｴﾈ計画達成

省ｴﾈ計画未達成

総計 

30.5 

30.2 

30.4 

27.3 

27.6 

27.4 

17.0 

18.0 

17.5 

16.5 

15.5 

16.0 

8.7 

8.7 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

58.2 

56.0 

57.0 

4.6 

4.3 

4.5 

32.6 

36.8 

34.7 

2.5 

1.0 

1.8 

2.1 

1.9 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

26.6 

17.0 

21.2 

16.5 

17.4 

17.0 

24.5 

24.5 

24.5 

19.4 

26.4 

23.3 

13.0 

14.7 

14.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

以前の住まいとの光熱費の比較（冬）

電気代 ガス代

■安くなった ■やや安くなった ■変わらない ■安くなった ■やや安くなった ■変わらない
■やや高くなった ■高くなった ■やや高くなった ■高くなった

安くなった
（計）

高くなった
（計）

安くなった
（計）

高くなった
（計）

省ｴﾈ計画達成 省ｴﾈ計画達成

省ｴﾈ計画未達成 省ｴﾈ計画未達成

総計 総計 

■やや高くなった ■高くなった
安くなった
（計）

高くなった
（計）

省ｴﾈ計画達成

省ｴﾈ計画未達成

総計 

30.5 

30.2 

30.4 

27.3 

27.6 

27.4 

17.0 

18.0 

17.5 

16.5 

15.5 

16.0 

8.7 

8.7 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

58.2 

56.0 

57.0 

4.6 

4.3 

4.5 

32.6 

36.8 

34.7 

2.5 

1.0 

1.8 

2.1 

1.9 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

26.6 

17.0 

21.2 

16.5 

17.4 

17.0 

24.5 

24.5 

24.5 

19.4 

26.4 

23.3 

13.0 

14.7 

14.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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省エネ計画達成グループの方が、世帯主の年齢が若めで 代・ 代が約 割。

各世代の省エネ達成率は 代が最も高く ％で、 代は ％にとどまる。

世帯主の年齢の分布と構成比

世帯主の年齢

■ 70代以上

■ 60代

■ 50代

■ 40代

■ 30代

■ 20代

■ 10代以下

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 10代以下 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-52. 世帯主の年齢 [ N=4,765 ] 

エネルギー計測装置の閲覧頻度

閲覧頻度に明確な差は見られない。

エネルギー計測装置の閲覧頻度

■ ほとんど見ない(1ヶ月に1回以下)

■ まれに見る（1週間に1回程度）

■ たまに見る（数日に1回程度）

■ 比較的よく見る（1日に1回以上）

省エネ計画
達成

省エネ計画
未達成

総計

戸数

省エネ計画達成 省エネ計画未達成 総計

Ｎ 比較的よく見る
（1日に1回以上）

たまに見る
（数日に1回程

度）

まれに見る
（1週間に1回程度）

ほとんど見ない
(1ヶ月に1回以下)

省エネ計画達成
省エネ計画未達成
総計

3-5-53. エネルギー計測装置の閲覧頻度 [ N=4,761 ] 
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■よくある ■たまにある ■よくある ■たまにある
■めったにない ■ない ■めったにない ■ない

ある
（計）

ない
（計）

ある
（計）

ない
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

■よくある ■たまにある ■よくある ■たまにある
■めったにない ■ない ■めったにない ■ない

ある
（計）

ない
（計）

ある
（計）

ない
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

グループ間で特筆すべき差は見られない。

住まい全般の状況

住まい全般の状況

冷暖房機器をつけずに就寝 室内や外の音・振動

夏

冬

夏

冬

※28年度事業者のみ聴取。

3-5-54. 住まい全般の状況①

■よくある ■たまにある ■多くある ■部分的にある
■めったにない ■ない ■ほとんどない ■ない

ある
（計）

ない
（計）

ある
（計）

ない
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

■よくある ■たまにある ■多くある ■部分的にある
■めったにない ■ない ■ほとんどない ■ない

ある
（計）

ない
（計）

ある
（計）

ない
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

グループ間で特筆すべき差は見られない。

住まい全般の状況

住まい全般の状況

照明の明るさ不足 浴室・脱衣所・洗面でカビ

夏

冬

夏

冬

3-5-55. 住まい全般の状況②
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グループ間で特筆すべき差は見られない。

住まい全般の状況

住まい全般の状況

キッチンで無理な姿勢 外からの視線

夏

冬

夏

冬

■よくある ■たまにある ■よくある ■たまにある
■めったにない ■ない ■めったにない ■ない

ある
（計）

ない
（計）

ある
（計）

ない
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

■よくある ■たまにある ■よくある ■たまにある
■めったにない ■ない ■めったにない ■ない

ある
（計）

ない
（計）

ある
（計）

ない
（計）

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

3-5-56. 住まい全般の状況③

省エネ計画達成 省エネ計画達成

省エネ計画未達成 省エネ計画未達成

総計 総計 

省エネ計画達成

省エネ計画未達成

総計 

■減った

■増えた

■増えた ■変わらない ■減った ■増えた ■変わらない

■変わらない ■減った

各設備ともに、「変わらない」が ％以上を占める。

グループ間で明確な差は見られない。

昨年からの使用機器の台数の変化

暖房設備 冷房設備

照明設備

昨年からの使用機器の台数の変化 ※3年目 年度事業者 、 年目 年度補正事業者 のみに聴取

3-5-57. 昨年からの使用機器の台数の変化 ※3年目 H26年度事業者 、 年目 H26年度補正事業者 のみに聴取
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ZEH施工理由は「光熱費の削減」と「快適な住まいの実現」が突出して高い。
グループ間の明確な差は見られなかった。

マイホームをZEHにした理由

マイホームを にした理由 ※1年目 年度事業者 のみに聴取

■ 地球環境への配慮

■ 快適な住まいの実現

■ 健康優良住宅に住みたかったので

■ 光熱費の削減

■ わからない

■ その他

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ達成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ未達成

総計

戸数

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成 総計

Ｎ 地球環境への配慮 快適な住まいの実現 健康優良住宅に
住みたかったので 光熱費の削減 わからない その他

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成
総計

3-5-58. マイホームをZEHにした理由 ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,202 ] 

ZEHに住んでの実感は、両グループともに「以前よりも暖かく暮らしやすい」と「快適な住まいの実現」が突出して高くなる結
果。

ネット・ゼロ・エネルギー達成グループは、「我慢の省エネをせずに光熱費が抑えられる」が多い。

ZEHに住んでからの実感

に住んでからの実感 ※1年目 年度事業者 のみに聴取

Ｎ 以前住んでいた家よりも
暖かく暮らしやすかった

快適な住まいが
実現できている

健康的な生活が
できている

「我慢の省エネ」をしなくても
光熱費が抑えられている

わからない
(特に実感することはない) その他

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成
総計

■ 以前住んでいた家よりも
暖かく暮らしやすかった

■ 快適な住まいが実現できている

■ 健康的な生活ができている

■ 「我慢の省エネ」をしなくても
光熱費が抑えられている

■ わからない
(特に実感することはない)

■ その他

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ達成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ未達成

総計

戸数

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成 総計

3-5-59. ZEHに住んでからの実感 ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,343 ] 
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■ 以前住んでいた
家よりも暖かく
暮らしやすかった

■ 快適な住まいが
実現できている

■ 健康的な生活が
できている

■ 「我慢の省エネ」を
しなくても光熱費が
抑えられている

■ わからない
(特に実感する
ことはない)

■ その他

高効率ｴｱｺﾝ
（個別）

高効率ｴｱｺﾝ
（ｾﾝﾄﾗﾙ空調）

高効率ｴｱｺﾝ
（床下）

温水式床暖房

蓄熱暖房機

ファンヒーター

ストーブ

その他

総計

戸数

高効率ｴｱｺﾝ
（個別）

高効率ｴｱｺﾝ
（ｾﾝﾄﾗﾙ空調）

高効率ｴｱｺﾝ
（床下）

温水式床暖房 蓄熱暖房機 ファンヒーター ストーブ その他 総計

主たる居室 リビング等 に高効率エアコン（セントラル空調）・温水式床暖房の導入している事業者は、
各項目が他の設備導入事業者に比べて高くなる傾向。

※蓄熱暖房機はサンプル数僅少のため参考値

ZEHに住んでからの実感 （暖房設備別）

に住んでからの実感 （暖房設備別） ※1年目 年度事業者 のみに聴取

Ｎ
以前住んでいた
家よりも暖かく
暮らしやすかった

快適な住まいが
実現できている

健康的な生活が
できている

「我慢の省エネ」を
しなくても光熱費が
抑えられている

わからない
(特に実感する
ことはない)

その他

高効率ｴｱｺﾝ （個別）
高効率ｴｱｺﾝ （ｾﾝﾄﾗﾙ空調）
高効率ｴｱｺﾝ （床下）
温水式床暖房
蓄熱暖房機
ファンヒーター
ストーブ
その他
総計

3-5-60. ZEHに住んでからの実感 （暖房設備別） ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,343 ] 

■ 以前住んでいた
家よりも暖かく
暮らしやすかった

■ 快適な住まいが
実現できている

■ 健康的な生活が
できている

■ 「我慢の省エネ」を
しなくても光熱費が
抑えられている

■ わからない
(特に実感する
ことはない)

■ その他

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

総計

戸数

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

総計

外皮性能が高いほど、ZEHのベネフィットを多く実感する傾向。

ZEHに住んでからの実感 （外皮性能別）

に住んでからの実感 （外皮性能別） ※1年目 年度事業者 のみに聴取

Ｎ
以前住んでいた
家よりも暖かく
暮らしやすかった

快適な住まいが
実現できている

健康的な生活が
できている

「我慢の省エネ」を
しなくても光熱費が
抑えられている

わからない
(特に実感する
ことはない)

その他

Ua値:0.28以下(Q値:1.0以下)
Ua値:0.28超0.40以下(Q値:1.0超1.4以下)
Ua値:0.40超0.54以下(Q値:1.4超1.7以下)
Ua値:0.54超0.6以下(Q値:1.7超1.9以下)
Ua値:0.6超(Q値:1.9超)
総計

3-5-61. ZEHに住んでからの実感 （外皮性能別） ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,343 ] 
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■ 以前住んでいた
家よりも暖かく
暮らしやすかった

■ 快適な住まいが
実現できている

■ 健康的な生活が
できている

■ 「我慢の省エネ」を
しなくても光熱費が
抑えられている

■ わからない
(特に実感する
ことはない)

■ その他

１／Ⅰａ

２／Ⅰｂ

３／Ⅱ

４／Ⅲ

５／Ⅳａ

６／Ⅳｂ

７／Ⅴ

８

総計

戸数

１／Ⅰａ ２／Ⅰｂ ３／Ⅱ ４／Ⅲ ５／Ⅳａ ６／Ⅳｂ ７／Ⅴ ８ 総計

地域別では、サンプル数に限りがあるが、寒冷地の方が多くのベネフィットを実感する傾向。
※1,2地域はサンプル数僅少のため参考値

ZEHに住んでからの実感 （地域別）

に住んでからの実感 （地域別） ※1年目 年度事業者 のみに聴取

Ｎ
以前住んでいた
家よりも暖かく
暮らしやすかった

快適な住まいが
実現できている

健康的な生活が
できている

「我慢の省エネ」を
しなくても光熱費が
抑えられている

わからない
(特に実感する
ことはない)

その他

１／Ⅰａ
２／Ⅰｂ
３／Ⅱ
４／Ⅲ
５／Ⅳａ
６／Ⅳｂ
７／Ⅴ
８
総計

3-5-62. ZEHに住んでからの実感 （地域別） ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,343 ] 

両グループともに、「薦めたいと思う」が ％以上。

ネット・ゼロ・エネルギー達成グループの方が、「薦めたいと思う」の割合がやや大きい。

推奨意向 ※1年目 年度事業者 のみに聴取

ZEH推奨意向

Ｎ 薦めたいと思う 薦めたいとは
思わない

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成
総計

3-5-63. ZEH推奨意向 ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取

■ 薦めたいとは思わない
■ 薦めたいと思う　

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ達成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ未達成

総計

戸数

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成 総計

[ N=2,342 ] 
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ZEHの推奨ポイントは、「光熱費の安さ」が突出して多く挙がり、達成グループは ％を超える。

未達成グループでは、 「夏の省エネ効果」と比較して「冬の省エネ効果」の割合が ％ほど下がる。

推奨ポイント ※1年目 年度事業者 のみに聴取

ZEH推奨ポイント

Ｎ 光熱費の
安さ

夏の
省エネ効果

冬の
省エネ効果

騒音が
少ない

部屋ごとの
温度差が小さく
過ごしやすい

夏の暑さが
やわらぐ

冬もお風呂、
洗面脱衣所や
トイレが寒くない

冬に結露が
発生しない その他

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成
総計

■ 光熱費の安さ

■ 夏の省エネ効果

■ 冬の省エネ効果

■ 騒音が少ない

■ 部屋ごとの温度差が
小さく過ごしやすい

■ 夏の暑さがやわらぐ

■ 冬もお風呂、洗面脱衣所や
トイレが寒くない

■ 冬に結露が発生しない

■ その他

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ達成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ未達成

総計

戸数

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成 総計

3-5-64. ZEH推奨ポイント ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,049 ] 

■ 光熱費の安さ

■ 夏の省エネ効果

■ 冬の省エネ効果

■ 騒音が少ない

■ 部屋ごとの温度差が
小さく過ごしやすい

■ 夏の暑さがやわらぐ

■ 冬もお風呂、
洗面脱衣所や
トイレが寒くない

■ 冬に結露が発生しない

■ その他

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

総計

戸数

値 以下
値 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超 以下
値 超 以下

値 超
値 超

総計

外皮性能が高いほど、多くのZEH推奨ポイントが挙げられる傾向。
特に 値 以下（ 値 以下） では、「部屋ごとの温度差が小さく過ごしやすい」「冬もお風呂、洗面脱衣所やトイレが寒く
ない」が ％を超える。

推奨ポイント （外皮性能別） ※1年目 年度事業者 のみに聴取

ZEH推奨ポイント （外皮性能別）

Ｎ 光熱費の
安さ

夏の
省エネ効果

冬の
省エネ効果

騒音が
少ない

部屋ごとの
温度差が小さく
過ごしやすい

夏の暑さが
やわらぐ

冬もお風呂、
洗面脱衣所や
トイレが寒くない

冬に結露が
発生しない

その他

Ua値:0.28以下 (Q値:1.0以下)
Ua値:0.28超0.40以下 (Q値:1.0超1.4以下)
Ua値:0.40超0.54以下 (Q値:1.4超1.7以下)
Ua値:0.54超0.6以下 (Q値:1.7超1.9以下)
Ua値:0.6超 (Q値:1.9超)
総計

3-5-65. ZEH推奨ポイント （外皮性能別） ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,049 ] 
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総計において「建設費がコスト高になることを妥協した」（掛かり増しコストを容認した）割合が一番高く、

次に「庭や駐車場など外構工事コストを抑えた」が続く。

建設時の妥協ポイント ※1年目 年度事業者 のみに聴取

ZEH建設時の妥協ポイント

■ 普通の家と比較して建設費用が
かかる分、内装や外装の仕様を妥協した

■ 庭や駐車場など、
外構工事費用を抑えた

■ 建設費がコスト高になることを妥協した
(仕様についての妥協はしなかった)

■ リビングを狭くした

■ 窓を小さくした

■ その他

■ 妥協は特にしなかった

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ達成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ未達成

総計

戸数

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成 総計

Ｎ
普通の家と比較して
建設費用がかかる分、

内装や外装の仕様を妥協した

庭や駐車場など、
外郊工事費用を抑えた

建設費がコスト高になることを
妥協した(仕様についての
妥協はしなかった)

リビングを狭くした 窓を小さくした その他 妥協は特にしなかった

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成
総計

3-5-66. ZEH建設時の妥協ポイント ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,202 ] 

■ ＺＥＨを建てるために、

太陽光発電システムの導入が
必須となって導入を決めた

■ ＺＥＨを建てる事を決める前から、
太陽光発電システムの
導入を決めていた

創エネ計画
達成

創エネ計画
未達成

総計

戸数

創エネ計画達成 創エネ計画未達成 総計

太陽光発電の導入決定時期の分布と構成比

Ｎ ＺＥＨを建てる事を決める前から、
太陽光発電システムの導入を決めていた

ＺＥＨを建てるために、太陽光発電システムの
導入が必須となって導入を決めた

創エネ計画達成
創エネ計画未達成
総計

グループ間を問わず、「ZEHを建てる事を決める前から、太陽光発電システムの導入を決めていた」が ～ 割程度を占め

る。

3-5-67. 太陽光発電の導入決定時期 ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,343 ] 
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■ 特にパネルの状況を意識しなかった

■ 障害物でパネルが日陰になる
期間や時間帯があった

■ パネルが日陰になるような
障害物は特になかった

創エネ計画
達成

創エネ計画
未達成

総計

戸数

創エネ計画達成 創エネ計画未達成 総計

太陽光パネルの状況の分布と構成比

Ｎ パネルが日陰になるような
障害物は特になかった

障害物でパネルが日陰にな
る期間や時間帯があった

特にパネルの状況を
意識しなかった

創エネ計画達成
創エネ計画未達成
総計

3-5-68. 太陽光パネルの日照状況 ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取

創エネ計画達成グループの方が、「パネルが日陰になるような障害物はとくになかった」の割合が高い。

[ N=2,343 ] 

■ 専門誌や専門書籍

■ 住宅情報誌

■ インターネット

■ ハウスメーカーや工務店の担当者から

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ達成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ未達成

総計

戸数

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成 総計

「ZEHを知ったきっかけ」の分布と構成比

Ｎ ハウスメーカーや
工務店の担当者から

インターネット 住宅情報誌 専門誌や専門書籍

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成
総計

 ZEHを知ったきっかけは、「ハウスメーカーや工務店の担当者から知った」が全体のほぼ 割を占める。

3-5-69.  ZEHを知ったきっかけ ※1年目 H28年度事業者 のみに聴取 [ N=2,337 ] 
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交付年度別 経年分析 

電力使用量の推移

電力使用量の状況

*単位はkWh

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
26年度事業者 1年目
26年度事業者 2年目
26年度事業者 3年目
26年度(補)事業者 1年目
26年度(補)事業者 2年目
28年度事業者 1年目

2017年 2018年 平均値

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

電力使用量
年度事業者 年目

電力使用量
年度事業者 年目

電力使用量
年度事業者 年目

電力使用量
年度 補 事業者 年目

電力使用量
年度 補 事業者 年目

電力使用量
年度事業者 年目

3-5-70. 電力使用量の経年比較

H26年度・H26年度補正事業者は、過年度と比較して電力使用量が増加。特に冬期の増加が顕著。
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H26年度・H26年度補正事業者は、経年で大きな変化はない。 
H28年度事業者のガス使用量は、他年度よりやや少ない。 

ガス使用量の推移

ガス使用量の状況

*単位は立方メートル

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
26年度事業者 1年目
26年度事業者 2年目
26年度事業者 3年目
26年度(補)事業者 1年目
26年度(補)事業者 2年目
28年度事業者 1年目

2017年 2018年 平均値

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

立
法
メ
ー
ト
ル

ガス使用量
年度事業者 年目

ガス使用量
年度事業者 年目

ガス使用量
年度事業者 年目

ガス使用量
年度 補 事業者 年目

ガス使用量
年度 補 事業者 年目

ガス使用量
年度事業者 年目

3-5-71. ガス使用量の経年比較

H26年度・ H26年度補正事業者の経年比較では、夏季の発電量が過年度より伸長。 

発電量の推移

発電量の状況

*単位はkWh

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
26年度事業者 1年目
26年度事業者 2年目
26年度事業者 3年目
26年度(補)事業者 1年目
26年度(補)事業者 2年目
28年度事業者 1年目

平均値2017年 2018年

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

発電量
年度事業者 年目

発電量
年度事業者 年目

発電量
年度事業者 年目

発電量
年度 補 事業者 年目

発電量
年度 補 事業者 年目

発電量
年度事業者 年目

3-5-72. 発電量の経年比較
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■ 不快だった
■ やや不快だった
■ やや快適だった
■ 快適だった

年度事業者
年目

年度事業者
年目

年度事業者
年目

年度 補 事業者
年目

年度 補 事業者
年目

年度事業者
年目

H26年度・H26年度補正事業者ともに、経年によって「快適だった」の割合は減少する傾向。 
H28年度事業者では、H26年度事業者とH26年度補正事業者の1年目の快適度と同程度。 

室内環境の快適度（夏）

室内環境の快適度（夏）

Ｎ 快適だった やや快適だった やや不快だった 不快だった

26年度事業者 1年目
26年度事業者 2年目
26年度事業者 3年目
26年度(補)事業者 1年目
26年度(補)事業者 2年目
28年度事業者 1年目

3-5-73. 室内環境の快適度 （夏）

■ 不快だった
■ やや不快だった
■ やや快適だった
■ 快適だった

年度事業者
年目

年度事業者
年目

年度事業者
年目

年度 補 事業者
年目

年度 補 事業者
年目

年度事業者
年目

室内環境の快適度（冬）

室内環境の快適度（冬）

H26年度・H26年度補正事業者ともに冬の快適度は、「快適だった」と回答する割合が経年で減少。 
H26年度事業者は、他年度の1年目と比べて「快適だった」の割合が高い。 

Ｎ 快適だった やや快適だった やや不快だった 不快だった

26年度事業者 1年目
26年度事業者 2年目
26年度事業者 3年目
26年度(補)事業者 1年目
26年度(補)事業者 2年目
28年度事業者 1年目

3-5-74. 室内環境の快適度 （冬）
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■ ほとんど見ない（１ケ月に１回以下）

■ まれに見る（１週間に１回程度）

■ たまに見る（数日に１回程度）

■ 比較的よく見る（１日１回以上）

年度事業者
年目

年度事業者
年目

年度事業者
年目

年度 補 事業者
年目

年度 補 事業者
年目

年度事業者
年目

H26年度・H26年度補正事業者ともに、経年で「ほとんど見ない（１ケ月に 回以下）」の割合が、1年目から2年目にかけ
て大幅に増加。 
 

エネルギー計測装置の閲覧頻度

エネルギー計測装置の閲覧頻度

Ｎ 比較的よく見る
（１日１回以上）

たまに見る
（数日に１回程度）

まれに見る
（１週間に１回程度）

ほとんど見ない
（１ケ月に１回以下）

26年度事業者 1年目
26年度事業者 2年目
26年度事業者 3年目
26年度(補)事業者 1年目
26年度(補)事業者 2年目
28年度事業者 1年目

3-5-75. エネルギー計測装置の閲覧頻度

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成グループ
（ ）
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成グループ
（ ）

年目
（ ）

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成グループ
（ ）
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成グループ
（ ）

年目
（ ）

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成グループ
（ ）
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成グルー
プ（ ）

年目
（ ）

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成グループ
（ ）
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成グループ
（ ）

年目
（ ）

H26年度・H26年度補正事業者ともに、過年度よりネット・ゼロ・エネルギー達成率は低下。 

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成状況の変遷

ネット・ゼロ・エネルギー達成率の経年変化

年度事業者 年度補正事業者

3-5-76. ネット・ゼロ・エネルギー達成率の経年変化
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H26年度事業者 ZEH居住「3年間の総括」 

室内環境の快適度（夏）

室内環境の快適度（夏）

■ 不快だった

■ 少し不快だった

■ どちらでもない

■ ある程度快適だった

■ 快適だった

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成 総計

Ｎ 快適だった ある程度快適だった どちらでもない 少し不快だった 不快だった

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成
総計

3-5-77. 室内環境の快適度 （夏）

 ％以上が「快適だった」「ある程度快適だった」と回答。

ネット・ゼロ・エネルギー達成グループの方が、「快適だった」の割合が ％高い。

[ N=322 ] 
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夏と同様に ％以上が「快適だった」「ある程度快適だった」と回答。

ネット・ゼロ・エネルギー未達成グループの方が、「快適だった」の割合が ％高い。

室内環境の快適度（冬）

室内環境の快適度（冬）

■ 不快だった

■ 少し不快だった

■ どちらでもない

■ ある程度快適だった

■ 快適だった

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成 総計

Ｎ 快適だった ある程度快適だった どちらでもない 少し不快だった 不快だった

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達
成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未
達成
総計

3-5-78. 室内環境の快適度 （冬） [ N=320 ] 

 トップは「光熱費の安さ」で、グループ間の差は ％以上。

 「部屋ごとの温度差が小さく過ごしやすい」「夏の暑さがやわらぐ」のグループ間の差も ％程度。

お薦めポイント

ZEHお薦めポイント

Ｎ 光熱費の安さ 夏の
省エネ効果

冬の
省エネ効果 騒音が少ない

部屋ごとの
温度差が小さく
過ごしやすい

夏の暑さが
やわらぐ

冬もお風呂、
洗面脱衣所や
トイレが寒くない

冬に結露が
発生しない その他 薦めない

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成
総計

■ 光熱費の安さ

■ 夏の省エネ効果

■ 冬の省エネ効果

■ 騒音が少ない

■ 部屋ごとの温度差が
小さく過ごしやすい

■ 夏の暑さがやわらぐ

■ 冬もお風呂、洗面脱衣所や
トイレが寒くない

■ 冬に結露が発生しない

■ その他

■ 薦めない
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成 総計

3-5-79. ZEHお薦めポイント [ N=321 ] 
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電力・ガス料金と売電額の相関 

■売電額 ＝ 月間の売電額 円 戸
■エネルギー購入額 ＝ 月間の買電量 円 戸 ＋月間のガス購入額 円 戸

■エネルギーコスト収支の算出方法
月間の売電額 円 戸 － 月間の買電額 円 戸 ＋月間のガス購入額 円 戸

電力・ガス料金と売電額の月次推移

【全体平均】
年間エネルギー購入額： 円 年・戸

年間売電額： 円 年・戸
年間エネルギーコスト収支： 円 年・戸

-10000.0

-5000.0

0.0

5000.0

10000.0

15000.0

20000.0

25000.0

2017.4月 2017.5月 2017.6月 2017.7月 2017.8月 2017.9月 2017.10月 2017.11月 2017.12月 2018.1月 2018.2月 2018.3月

エネルギー購入額 売電額 エネルギーコスト収支円

3-5-80. 電力・ガス料金と売電額の月次推移

電力・ガス料金と売電額の単月収支は、4月～11月はプラス。12月からマイナスに転じ、3月はプラスに。
 軒あたりの平均エネルギーコスト収支は ＋ 円 年・戸に。

[ N=4,770 ] 
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月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

円

ネット・ゼロ・エネルギー達成グループと未達成グループを比較すると、冬のガス料金差が大きい。
達成グループは売電額が年間を通じて高く、4月～9月の差が目立つ。

電力・ガス購入額と売電額の月次推移

電力購入額・ガス購入額・売電額の月次推移

ガス
購入額

売電額

電力
購入額

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

円

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

円

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成

ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ達成 ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ未達成

3-5-81. 電力購入額・ガス購入額・売電額の月次推移①

*単位は円

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成

平均値2017年 2018年

*単位は円

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成

平均値2017年 2018年

*単位は円

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 夏季 冬季 通年
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
達成
ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
未達成

平均値2017年 2018年

ガス
購入額

売電額

電力
購入額

3-5-82. 電力購入額・ガス購入額・売電額の月次推移②

ネット・ゼロ・エネルギー達成グループと未達成グループを比較すると、冬季のガス料金差が大きい。

達成グループの売電額平均は 円 月・戸、未達成グループの平均は 円 月・戸。
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売
電
額

万
円

年

エネルギー（買電＋ガス）購入額 万円 年

プラスになっているグループ

マイナスになっているグループ

電力・ガス購入額と売電額の相関

エネルギー購入額と売電額について、エネルギーコスト収支がプラスになっているグループと、マイナスになっているグループ
を分けると、全体の ％がプラスになっている。

■エネルギー購入額の算出方法
月間の買電額 円 戸 ＋月間のガス購入額 円 戸

■太陽光発電システムによる創エネルギーコストの算出方法
月間の売電額 円 戸

度線より上の
グループ

度線より下の
グループ

２グループの割合

※アンケートで買電額、売電額を回答している事業者を対象

全体 数：

3-5-83. 電力・ガス購入額と売電額の相関 [ N=4,766 ] 

全体
／Ⅰa (n=4)
／Ⅰb (n=8)
／Ⅱ (n=67)

／Ⅲ (n=252)
／Ⅳa (n=1,397)
／Ⅳa (n=2,812)

／Ⅳa (n=225)

実現できているグループ 実現できていないグループ

売
電
額
万
円
年

エネルギー（買電＋ガス）購入額 万円 年

地域別 電力・ガス購入額と売電額の相関

セグメント別の電力・ガス購入額平均値は、１地域（ 円 年）、２地域（ 円 年）、３地域（ 円 年）、

４地域（ 円 年）、 ５地域（ 円 年）、 ６地域（ 円 年）、 ７地域（ 円 年）、８地域（ 円 年）。

プラスになっているグループ

マイナスになっているグループ

各セグメントのグループ比率

参考 各セグメントごとの平均値での相関

1／Ⅰa 
2／Ⅰb
3／Ⅱ
4／Ⅲ
5／Ⅳa
6／Ⅳb
7／Ⅴ

3-5-84. 地域別 電力・ガス購入額と売電額の相関 [ N=4,766 ] 
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全体

値 超 値 超

値 超 以下 値 超 以下

値 超 以下 値 超 以下

値 超 以下 値 超 以下

値 以下 値 以下

実現できているグループ 実現できていないグループ

売
電
額
万
円
年

エネルギー（買電＋ガス）購入額 万円 年

外皮性能別 電力・ガス購入額と売電額 （ ～ 地域）

外皮性能が高いほど、エネルギーコストが黒字となる割合が高い。特に「 値： 超 以下 」が際立って高い。
※ 値 超 値 超 および 値 以下 値 以下 は、サンプル数僅少のため参考値。

参考 各セグメントごとの平均値での相関

プラスになっているグループ

マイナスになっているグループ

Ua値:0.6超(Q値:1.9超)

Ua値:0.54超0.6以下
(Q値:1.7超1.9以下)

Ua値:0.40超0.54以下
(Q値:1.4超1.7以下)

Ua値:0.28超0.40以下
(Q値:1.0超1.4以下)
Ua値:0.28以下
(Q値:1.0以下)

各セグメントのグループ比率

3-5-85. 外皮性能別 電力・ガス購入額と売電額の相関 （４～８地域） [ N=4,687 ] 

全体
人
人

人
人
人
人
人
人
人

実現できているグループ 実現できていないグループ

売
電
額
万
円
年

エネルギー（買電＋ガス）購入額 万円 年

同居人数別 電力・ガス購入額と売電額

同居人数が増えるにつれて、エネルギーコストが黒字となる割合が下がる傾向。過半が黒字なのは 人世帯まで。

電力・ガス購入額の平均値が最も安い独身世帯（ 円 年）と、 人世帯（ 円 年）の差は 円 年。

参考 各セグメントごとの平均値での相関

プラスになっているグループ

マイナスになっているグループ

9人
8人
7人
6人
5人
4人
3人
2人
1人

各セグメントのグループ比率

3-5-86. 同居人数別 電力・ガス購入額と売電額の相関 [ N=4,763 ] 
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全体

床暖房あり

床暖房なし

実現できているグループ 実現できていないグループ

売
電
額
万
円
年

エネルギー（買電＋ガス）購入額 万円 年

床暖房有無別 電力・ガス購入額と売電額

各セグメントの収支プラス事業者比率の差はほとんど見られない。

参考 各セグメントごとの平均値での相関

プラスになっているグループ

マイナスになっているグループ 床暖房なし
床暖房あり

各セグメントのグループ比率

3-5-87. 床暖房有無別 電力・ガス購入額と売電額の相関 [ N=4,719 ] 

H26年度事業者(3年目)
H26年度補正予算事業者(2年目)
H28年度事業者(1年目)

H26年度事業者 (3年目) Ｈ26年度補正予算事業者 (2年目)

Ｈ28年度事業者 (1年目)

度線より上のグループ
度線より下のグループ

度線より上のグループ
度線より下のグループ

度線より上のグループ
度線より下のグループ

売
電
額
万
円
年

エネルギー（買電＋ガス）購入額 万円 年

エネルギー購入額と売電額の相関（交付年度別）

H28年度事業者の ％がエネルギーコスト黒字に。 
各年度の電力・ガス購入額の平均値に大きな差はみられなかった。 

各事業年度毎のグループ比率

参考 各セグメントごとの平均値での相関

プラスになっているグループ

マイナスになっているグループ

3-5-88. 交付年度別 電力・ガス購入額と売電額の相関

１４０



基準一次エネルギー消費量を基軸とした 
設計値と実績値の比較 

基準値設計値実績値

全体集計

3-5-89. 基準エネに対する設計値・実績値の状況 （その他エネルギーを除く）

アンケート調査結果を元に、基準一次エネルギー消費量（基準値）、設計一次エネルギー消費量（設計値）、
一次エネルギー消費量（実績値）について集計。（その他エネルギーは、設計値算出時のWEB算定プログラム値を適用） 

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

基準値 設計値 実績値

【基準値】
基準一次エネルギー消費量

【設計値】
① 設計一次エネルギー消費量
② ＰＶによる創エネ量

【実績値】
③ 一次エネルギー消費量
④ Ｖによる創エネ量

＜凡例＞ 

基準値 設計値 実績値

①

②

④

⑤

③ ⑥

基準値

全体平均 年度

年度補正 年度事業者

72105 71942 

67885 
75564 

100% 57.9% 71.7% 100% 

100% 
100% 

54.9% 84.8% 

55.6% 79.3% 60.1% 63.8% 

（ 年） （ 年）

（ 年） （ 年）

41061 
53485 

②の値

④の値

 

② ① ③ ④
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基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

地域区分別

５地域（Ⅳａ地域） ６地域（Ⅳｂ地域） ８地域 （ 地域）７地域（Ⅴ地域）

3-5-90. 地域区分別 基準エネに対する設計値・実績値の状況計 （その他のエネルギーを除く）

一次エネルギー消費量は、寒冷地ほど基準値と実績値の差が大きい（削減率が高い）傾向。

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

４地域（Ⅲ地域）３地域（Ⅱ地域）１地域（Ⅰａ地域） ２地域（Ⅰｂ地域）

【基準値】
基準一次エネルギー消費量

【設計値】
① 設計一次エネルギー消費量
② ＰＶによる創エネ量

【実績値】
③ 一次エネルギー消費量
④ ＰＶによる創エネ量

＜凡例＞ 

基準値 設計値 実績値

①

②

④

⑤

③ ⑥

基準値

97519 
126929 108868 

87426 

74976 69114 58276 45833 

100% 
59.4% 70.0% 49.2% 

100% 100% 100% 

100% 100% 
57.5% 52.6% 58.5% 

100% 
56.9% 64.4% 

56.1% 68.8% 58.9% 74.0% 62.3% 80.8% 68.1% 90.6% 100% 

（ 年） （ 年） （ 年） （ 年）

（ 年） （ 年） （ 年） （ 年）

②の値
④の値

② ① ③ ④

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

Ua値:0.40超0.54以下 
(Q値:1.4超1.7以下) (n=914) 

Ua値:0.28超0.40以下 
(Q値:1.0超1.4以下) (n=347) 

Ua値:0.54超0.6以下 
(Q値:1.7超1.9以下) (n=1,544) 

Ua値:0.28以下 
(Q値:1.0以下) (n=4) 

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

断熱性能別 ３・４地域

Ua値:0.28超0.40以下 
(Q値:1.0超1.4以下) (n=116) 

Ua値:0.28以下 
(Q値:1.0以下) (n=19) 

3-5-91. 外皮性能別 基準エネに対する設計値・実績値の状況 （その他のエネルギーを除く）

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

Ua値:0.54超0.6以下 
(Q値:1.7超1.9以下) (n=97) 

Ua値:0.40超0.54以下 
(Q値:1.4超1.7以下) (n=87) 

３・４地域

６地域

77511 84617 
108084 

100400 

64506 70414 
86270 

78186 

３・４地域、６地域ともに、 値 超 以下のグループは、一次エネルギー消費量の実績値が設計値よりも大きめになる
傾向。

100% 
58.3% 78.2% 

100% 63.3% 63.4% 
100% 

50.5% 54.1% 100% 52.7% 59.1% 

100% 
60.4% 81.4% 100% 62.2% 72.8% 

100% 
46.8% 51.6% 100% 

52.6% 52.1% 

（ 年） （ 年） （ 年） （ 年）

（ 年） （ 年） （ 年）（ 年）

【基準値】
基準一次エネルギー消費量

【設計値】
① 設計一次エネルギー消費量
② ＰＶによる創エネ量

【実績値】
③ 一次エネルギー消費量
④ ＰＶによる創エネ量

＜凡例＞ 

基準値 設計値 実績値

①

②

④

⑤

③ ⑥

基準値

②の値
④の値

② ① ③ ④
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基準値設計値実績値 基準値 設計値 実績値

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

基準値 設計値 実績値

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

世帯人数別 人～ 人

人 人 人 人

人 人 人 人

3-5-92. 世帯人数別 基準エネに対する設計値・実績値の状況 （その他のエネルギーを除く）

63900 69614 70995 71737 

76247 85723 
92862 83316 

独身世帯～ 人世帯の「太陽光発電量を含めた削減率」は、実績値（グループ平均）が設計値（グループ平均）を上回るが、

人世帯から逆転。

 人以上の世帯は、実績値（グループ平均）がネット・ゼロ・エネルギー未達成に。

100% 
58.1% 43.6% 57.7% 100% 62.8% 57.8% 

100% 
68.3% 58.1% 

100% 73.6% 

57.8% 
100% 100% 

100% 100% 
82.9% 57.2% 

98.6% 
57.9% 

104.9% 

63.5% 

111.6% 

（ 年） （ 年） （ 年） （ 年）

（ 年） （ 年） （ 年） （ 年）

【基準値】
基準一次エネルギー消費量

【設計値】
① 設計一次エネルギー消費量
② ＰＶによる創エネ量

【実績値】
③ 一次エネルギー消費量
④ ＰＶによる創エネ量

＜凡例＞ 

基準値 設計値 実績値

①

②

④

⑤

③ ⑥

基準値

②の値
④の値

② ① ③ ④

基準値 設計値 実績値基準値設計値実績値

㎡以上～ ㎡未満 ㎡以上

延床面積別

3-5-93. 延床面積別 基準エネに対する設計値・実績値の状況 （その他のエネルギーを除く）

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

㎡未満 ㎡以上～ ㎡未満

67231 74037 

88722 104446 

延床面積 ㎡未満の「太陽光発電量を含めた削減率」は、実績値（グループ平均）が設計値（グループ平均）を上回るが、
㎡以上で逆転。

 ㎡以上の住宅は、実績値（グループ平均）がネット・ゼロ・エネルギー未達成に。

100% 
100% 

100% 
100% 

57.4% 67.9% 58.6% 72.5% 

57.5% 87.8% 55.0% 
82.3% 

（ 年）（ 年）

（ 年）（ 年）

【基準値】
基準一次エネルギー消費量

【設計値】
① 設計一次エネルギー消費量
② ＰＶによる創エネ量

【実績値】
③ 一次エネルギー消費量
④ ＰＶによる創エネ量

＜凡例＞ 

基準値 設計値 実績値

①

②

④

⑤

③ ⑥

基準値

②の値
④の値

② ① ③ ④
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年代別

3-5-94. 世帯主世代別 基準エネに対する設計値・実績値の状況 （その他のエネルギーを除く）

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値 基準値 設計値 実績値

代 代 代

代代 代以上

74782 
71020 

75935 73536 

71359 

71866 

一次エネルギー消費量の実績値は、世代年次が高まるほど大きくなる傾向。

 代・ 代世帯の「太陽光発電量を含めた削減率」は、実績値（グループ平均）が設計値（グループ平均）を上回るが、 代
からは逆転する。

100% 100% 100% 

100% 100% 100% 

56.6% 54.6% 58.4% 68.4% 58.2% 76.4% 

56.1% 76.7% 
57.1% 74.3% 56.7% 82.8% 

（ 年） （ 年） （ 年）

（ 年） （ 年） （ 年）

【基準値】
基準一次エネルギー消費量

【設計値】
① 設計一次エネルギー消費量
② ＰＶによる創エネ量

【実績値】
③ 一次エネルギー消費量
④ ＰＶによる創エネ量

＜凡例＞ 

基準値 設計値 実績値

①

②

④

⑤

③ ⑥

基準値

②の値
④の値

② ① ③ ④

実績値における 達成比率

3-5-95. 実績値が「ZEHの定義」を満たす事業者の比率 （その他のエネルギーを除く）

年度事業者 年度補正事業者 年度事業者 全体

①基準エネル
ギーに対する
年間一次エネ
ルギー消費量
削減率
を達成した事
業者比率

②ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ達成比率

①と②の両方
を達成した事
業者比率

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

合計
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

年度
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

年度補
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

年度
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

合計
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

年度
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

年度補
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

年度
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

合計
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

年度
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

年度補
（ ）

達成グループ（ ）
未達成グループ（ ）

年度
（ ）

全体の ％が年間一次エネルギー消費量（実績値）が基準エネルギーから ％削減を実現。

 ％が実績値でネット・ゼロ・エネルギーを実現。

実績値で「ZEHの定義」を満たす割合は ％。
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【3-4章】 グレードＢ事業者による詳細なエネルギー報告の分析 より 

 「その他エネルギー」（実績値）を除いたエネルギー消費量（実績値）の削減率は50.0％。 

  設計値の削減率（35.4％）から14.6ポイントの伸びを示した。 

  「その他エネルギー」の実績値は、基準値（＝設計値）から128％の増エネに。 （3-4-3 参照） 

 

 グレードＢ事業者（うちオール電化住宅）のエネルギー区分ごとの年間エネルギー消費量の内訳平均は、空調：23.5％、換気：4.9％、給湯：20.7％、照明：6.4％、 

  その他エネルギー：44.5％で、その他エネルギーの年間消費量平均値は26,765ＭＪとなった。 （3-4-4 参照） 

 

 グレードＢ事業者（うちオール電化住宅）について、「その他エネルギー（実績値）」を除いた年間エネルギー消費量（実績値）と、年間創エネルギー量（実績値）を元に
評価すると、95％がネット・ゼロ・エネルギーを達成している。  （3-4-13 参照） 

 

【3-5章】 事業者アンケートと実施状況の分析 より 

 H28年度事業者のネット・ゼロ・エネルギー達成率は、80％を超える。  （3-5-7 参照） 

 

 省エネ計画の達成グループと未達成グループでは、冬季のエネルギー消費量、特にガス消費量に顕著な差が見られた。 （3-5-11 参照） 

    省エネ計画未達成グループでは、ガス代が高くなったと回答した割合が冬季で40％以上存在する。（3-5-51 参照） 

 

 ＺＥＨの推奨ポイントは、「光熱費の安さ」がトップ。ネット・ゼロ・エネルギー達成グループの方が多くのベネフィットを挙げる傾向。 （3-5-64 参照） 

  外皮性能が高い住宅の方が、ＺＥＨのベネフィットを多く実感する傾向がある。  （3-5-61 参照） 

 

 H26年度・H26年度補正事業者の経年比較で、ネット・ゼロ・エネルギー達成率が低下。 （3-5-76 参照） 

気候などの影響も考えられるが、冷房の使用期間が長くなり、エネルギー計測装置の閲覧頻度も低下傾向にあることから、省エネに対する意識が経年につれて 

薄れる傾向がある。 （3-5-75 参照） 

また、室内環境について快適と感じる割合も経年により減少する傾向がみられる。 （3-5-74 参照） 

 

 年間のエネルギーコスト収支平均は、+ 円 年・戸  （3-5-80 参照） 

  前年調査は33,524円/年・戸。  

 

 実績値が「ＺＥＨの定義」を満たす事業者は、全体の58％  （3-5-95 参照） 

  ※「その他エネルギー」の実績値を適切に控除すると、さらに多くの事業者がＺＥＨの定義を満たす可能性がある。 

 

 

 

 

 

3-5-96. 実績値分析のまとめ （3-4章、3-5章）
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集合住宅に係るZEH補助事業について 
 4-1. ZEHデベロッパー登録制度について 
 4-2. 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業について 
 4-3. 低・中層ZEH-M（ゼッチ・マンション）支援事業について 

第4部 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業
調査発表会 2018 
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Ｈ 年度グレードＢ分析

4-1. ZEHデベロッパー登録制度について 

ＺＥＨデベロッパー

4-1-1. ZEHデベロッパーの概要 

「集合ＺＥＨロードマップ」の意義に基づき、「ＺＥＨ－Ｍ普及に向けた取組計画」「その進捗状況」「ＺＥＨ－Ｍ導入計画」「ＺＥＨ－Ｍ導入実績」を一般に公
表し、ＺＥＨ－Ｍの案件形成の中心的な役割を担う建築主（マンションデベロッパー、所有者等）や建築請負会社（ゼネコン、ハウスメーカーなど建設会
社）をＳＩＩは 「ＺＥＨデベロッパー」と定め、公募を実施しています。 
ＳＩＩは、登録されたＺＥＨデベロッパーをホームページで公表しています。 
また、政府は、登録されたＺＥＨデベロッパーの情報を元にＺＥＨ普及に向けた更なる施策を検討する予定です。 

ZEHデベロッパーとは

（１） 登録単位 
 ＺＥＨデベロッパーの登録は、原則として１法人につき１登録とします。 
 ただし、複数のグループ会社（支社、子会社等）をまとめて登録することを可とします。 
 

（２） ＺＥＨデベロッパー種別 
 ＺＥＨデベロッパーの種別は、「マンションデベロッパー」（Ｄ登録）と、「建築請負会社」（Ｃ登録）の２つがあり、 
 該当する種別をまとめて登録することも可能です。 
 

 ① マンションデベロッパー 
      自社のＺＥＨ－Ｍ普及計画を有するマンションデベロッパー。 
 

  ② 建築請負会社 
   ＺＥＨ－Ｍの案件形成の中心的な役割を担い、ＺＥＨーＭの実現に係る建築請負業務を受注する立場のもの 
   （ゼネコン、ハウスメーカーなど建設会社）で、以下に示す役割を担う体制を有するもの。 
 

    １） ＺＥＨ－Ｍ相談窓口 
       建築主等からのＺＥＨ－Ｍに関する問合わせに対応できる「ＺＥＨ－Ｍ相談窓口」※を設けて、ＺＥＨ－Ｍの実現に係わる具体例の紹介や 
            概要案内など広報活動を実施する。 
            ※ＺＥＨ－Ｍ相談窓口とは、専用窓口を設置することを指すものではない。 
       ２） ＺＥＨ－Ｍ開発支援 
           建築主等の依頼に基づき、設計（建築設計、設備設計等）、設計施工などＺＥＨ－Ｍの建築請負業務を受注する。 

ZEHデベロッパー登録単位と種別
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ＺＥＨデベロッパー

4-1-2. ZEHデベロッパーの概要 

 
「平成３０年度 高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンショ
ン）実証事業」では、ＳＩＩに登録されたＺＥＨデベロッ
パーが関与する事業であることが、申請の要件と
なります。 

ZEHデベロッパーの役割と申請者との関係

ＳＩＩ 

・ＺＥＨデベロッパー登録公募
・ＺＥＨデベロッパー登録申請確認
・ＺＥＨデベロッパー登録

・実績報告書審査
・補助金交付決定

実績報告書審査

・交付申請書審査
・交付決定

交付申請書審査

ＺＥＨデベロッパー登録

ＺＥＨデベロッパー

マンション
デベロッパー

建築請負
会社

 ＺＥＨ－Ｍの取組み計画を有している
 ＺＥＨ－Ｍの設計や開発を行う
 ＺＥＨ－Ｍの取組み計画及びその進捗状況、
導入実績を公表している

ＺＥＨデベロッパー

登録申請

登録

ＺＥＨーＭ 
建築請負 発注

補助金交付

交付申請

交付申請
補助対象事業者

（申請者）
※個人または宅地建物取引業免許を
有する不動産業以外の法人に限る

ＺＥＨデベロッパー

4-1-3. ZEHデベロッパーの登録要件 

 

ＺＥＨデベロッパーに登録されるためには、以下の要件を満たす必要があります。 
 

 ①中長期のＺＥＨ－Ｍ普及に向けた取組計画を有していること。 
   ※２０３０年までの中長期的なＺＥＨ－Ｍ取組計画。 
 

 ②自社のＺＥＨ－Ｍの取組計画及びその進捗状況、導入実績を自社ホームページ等で公表するとともに 
   会社概要等、一般消費者の求めに応じて表示できる書類等で明記していること。※１※２ 

 

 ③自社のＺＥＨ－Ｍに係わる取組計画の実施状況を報告することに合意すること。  
 

 ④ＺＥＨ－Ｍに関わる導入実績又は具体的な導入計画を有していること。 
   ※ＺＥＨ－Ｍ導入実績（１件以上）又は具体的なＺＥＨ－Ｍ導入計画（１件以上）。 
 

 ⑤ＺＥＨ－Ｍ相談窓口を有し、建築主等からのＺＥＨ－Ｍに関する問合わせに対応できること。  
   ※Ｄ登録の場合は不要。 
 

 ⑥日本国内において登記された法人であること。 
 

 ⑦「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項に該当しないこと。 
 

 ⑧経済産業省の所管補助金交付等の停止及び契約に係わる指名停止措置を受けていないこと。  
 
 ※１ ホームページで公表する場合は、トップページに掲載するなど、閲覧者が容易にアクセスできるよう工夫すること。 
 ※２ 導入実績については、住棟単位でのＺＥＨ－Ｍ導入実績（必須）、住戸単位でのＺＥＨ導入実績（任意）を公表すること。 

ZEHデベロッパーの登録要件
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ＺＥＨデベロッパー

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー

新
規
登
録
申
請

2018年 2019年

第 回公表受付期間 第 回公表

第 回公表受付期間

第 回公表受付期間

第 回公表

第 回公表

第 回公表受付期間 第 回公表

第 回公表受付期間

第 回公表受付期間

第 回公表受付期間

第 回公表受付期間

第 回公表

第 回公表

第 回公表

第 回公表

※第 回以降の デベロッパー公表スケジュール
については ホームページをご確認ください。

4-1-4. ZEHデベロッパー登録の公募・公表スケジュール 

ＺＥＨデベロッパー

第 回 第 回 第 回 第 回 第 回 第 回

各回新規公表数 前回公表までの累計数

登録 登録 登録

4-1-5. ZEHデベロッパー登録状況 

【 デベロッパー登録種別件数（延べ数）】【 デベロッパー登録件数】

（件） （件）

[ N=33 ] 

 第6回公表（ ）時点で 社が登録。

 登録種別では、D登録（マンションデベロッパー登録）が 社。C登録（建設会社）は 社。DとCを合せた登録は 社。
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ＺＥＨデベロッパー

4-1-6. ZEHデベロッパー情報の検索 

左記ボタンを押下すること
で、項目の昇順・降順による並び替
えが可能です。

設定された検索条件による
デベロッパーを表示できます。

■ 法人名
■ 本社所在地
■ デベロッパーの種別
■ 対応可能な都道府県 ※C登録のみ
■ 対応可能な建物規模 ※C登録のみ
■ シリーズの建築実績

デベロッパー一覧に表示されて
いる項目に加え、各 デベロッパーの
■相談窓口情報 ※C登録のみ
■対応可能な都道府県 ※C登録のみ
■対応可能な建物規模 ※C登録のみ
■ シリーズの導入実績数
■ シリーズの導入計画数
情報をダウンロードすることができます。

 ＳＩＩホームページにて「ZEHデベロッパー一覧」を随時更新。 （ ）

デベロッパー一覧に表示されて
いる「登録証」ボタンを選択すると、

普及計画や 導入実
績、 導入計画が記載された

デベロッパー登録票をダウンロー
ドできます。

登録票の
ダウンロード

１

ＺＥＨデベロッパー

4-1-7. 都道府県別 C登録における対応可能エリア 

（件）

 ZEHデベロッパー（C登録）による対応可能エリアは全国的に分布している。

都
道
府
県

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

東
京
都

神
奈
川
県

埼
玉
県

千
葉
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

山
梨
県

長
野
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

愛
知
県

岐
阜
県

三
重
県

静
岡
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

愛
媛
県

高
知
県

徳
島
県

香
川
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

大
分
県

熊
本
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県 合

計
エ
リ
ア

北
海
道

東北 関東 甲信越 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州
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ＺＥＨデベロッパー

社

社

社

社

高層

低･中層

高層 低・中層

交付申請なし

4-1-8. ZEH-M補助事業に関与したZEHデベロッパーの割合 

関与した補助事業 デベロッパー数

高層 （ゼッチ・マンション）
実証事業のみ関与 社

低･中層 （ゼッチ・マンション）
支援事業のみ関与 社

高層 低・中層
（両補助事業に関与） 社

交付申請なし 社

 登録ZEHデベロッパーが今年度のZEH-M補助事業に関与した割合は以下のとおり。

THIS PAGE  
INTENTIONALLY 

 LEFT BLANK 

１５２



ＺＥＨデベロッパー

デベロッパー登録番号 法人名 本社所在地 種別 建築実績

旭化成ホームズ株式会社 東京都 『 』

大東建託株式会社 東京都 『 』

東京建物株式会社 東京都

大和ハウス工業株式会社 大阪府 ・

株式会社大京 東京都

積水ハウス株式会社 大阪府 ・

双日新都市開発株式会社 東京都

有限会社 新清興業 新潟県

積水化学工業株式会社 東京都

株式会社レオパレス２１ 東京都 ・

サンヨーホームズ株式会社 大阪府 ・

株式会社リバイブル 東京都

ミサワホーム株式会社 東京都 ・

パナソニックホームズ株式会社 大阪府 ・

株式会社ヤマダ・エスバイエルホーム 群馬県

株式会社レゾリューション 大阪府

株式会社穴吹工務店 香川県 ・

総合地所株式会社 東京都

野村不動産株式会社 東京都

旭株式会社 千葉県

藤﨑建設工業株式会社 茨城県 ・

エスポワール不動産株式会社 北海道

トヨタホーム株式会社 愛知県 ・

三菱地所レジデンス株式会社 東京都

阪急阪神不動産株式会社 大阪府

有限会社 エステートイトウ 三重県

ナイス株式会社 神奈川県

株式会社日本エスコン 東京都

有限会社フロンティアーズ 沖縄県

株式会社ハウジング髙橋 北海道 ・

有限会社 山野内建設 北海道

伊藤忠都市開発株式会社 東京都

三井不動産レジデンシャル株式会社 東京都

4-1-9. ZEHデベロッパー登録一覧（平成30年10月22日時点） 

※ 「建築実績」は最上位ランクのものを掲載
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Ｈ 年度グレードＢ分析

4-2. 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業について 

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

4-2-1. はじめに

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）において、「住宅については、２０２０年までに標準的な新築住宅で、２０３０年までに新築住宅の平均で 
ＺＥＨの実現を目指す」という政策目標を設定しているほか、「地球温暖化対策計画」（２０１６年５月閣議決定）等においても同様の政策目標が設定さ
れ、２０１５年には 経済産業省資源エネルギー庁により、ＺＥＨの統一的な定義が公表されると共に、２０２０年の普及目標に向けたロードマップ（ＺＥＨ
ロードマップ）が公表されました。 
また、中長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）の着実な実現に向けては、ＺＥＨに係る２０３０年の政策目標において集合住宅を位置づける
と共に、集合住宅におけるＺＥＨの定義や中長期での具体的な政策目標を明確にすることが不可欠であるとして、経済産業省資源エネルギー庁は、集
合住宅におけるＺＥＨの定義のあり方、その普及に向けたロードマップ等を検討するため、２０１７年９月に集合住宅におけるＺＥＨロードマップ委員会を設
置し、計３回の委員会とパブリックコメントを経てとりまとめを行い、２０１８年５月に公表しました。 

事業の背景

本事業は、集合住宅のＺＥＨ化をとりまく目標や課題の存在を踏まえて、集合住宅のＺＥＨ化を促進するための設計ガイドラインを策定するために必要な
実証事業を公募し、設計仕様やエネルギー性能に関する情報を提供する事業者に対し、集合住宅のＺＥＨ化にかかる費用の一部を補助すると共に、
新たな登録制度を導入することでロードマップに基づくＺＥＨの普及実現を目指すものです。 

事業の目的
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

4-2-2. ZEH-M（ゼッチ・マンション）の定義

● ＺＥＨ-Ｍの定義 
  以下の①～③の全てに適合した集合住宅（住棟） 
  ① 当該住棟に含まれる全ての住戸について、強化外皮基準（１～８地域の平成28年省エネルギー基準（ηAC値、気密・防露性能の確保等の留意 
    事項）を満たした上で、UA値 １、２地域：0.40［W/㎡K］相当以下、３地域：0.50［W/㎡K］相当以下、４～７地域：0.60［W/㎡K］相当以下）に適合 
  ② 再生可能エネルギーを除き、共用部を含む当該住棟全体で、基準一次エネルギー消費量から20％以上の一次エネルギー消費量削減 
  ③ 再生可能エネルギーを加えて、共用部を含む当該住棟全体で、基準一次エネルギー消費量から100％以上の一次エネルギー消費量削減 
 

● Nearly ＺＥＨ-Ｍの定義 
  以下の①～③の全てに適合した集合住宅（住棟） 
  ① 当該住棟に含まれる全ての住戸について、強化外皮基準（１～８地域の平成28年省エネルギー基準（ηAC値、気密・防露性能の確保等の留意 
    事項）を満たした上で、UA値 １、２地域：0.40［W/㎡K］相当以下、３地域：0.50［W/㎡K］相当以下、４～７地域：0.60［W/㎡K］相当以下）に適合  
  ② 再生可能エネルギーを除き、共用部を含む当該住棟全体で、基準一次エネルギー消費量から20％以上の一次エネルギー消費量削減 
  ③ 再生可能エネルギーを加えて、共用部を含む当該住棟全体で、基準一次エネルギー消費量から75％以上100％未満の一次エネルギー消費量削減 
 

● ＺＥＨ-Ｍ Readyの定義 
  以下の①～③の全てに適合した集合住宅（住棟） 
  ① 当該住棟に含まれる全ての住戸について、強化外皮基準（１～８地域の平成28年省エネルギー基準（ηAC値、気密・防露性能の確保等の留意 
    事項）を満たした上で、UA値 １、２地域：0.40［W/㎡K］相当以下、３地域：0.50［W/㎡K］相当以下、４～７地域：0.60［W/㎡K］相当以下）に適合 
  ② 再生可能エネルギーを除き、共用部を含む当該住棟全体で、基準一次エネルギー消費量から20％以上の一次エネルギー消費量削減 
  ③ 再生可能エネルギーを加えて、共用部を含む当該住棟全体で、基準一次エネルギー消費量から50％以上75％未満の一次エネルギー消費量削減 
 

● ＺＥＨ-Ｍ Orientedの定義 
  以下の①、②に適合した集合住宅（住棟） 
  ① 当該住棟に含まれる全ての住戸について、強化外皮基準（１～８地域の平成28年省エネルギー基準（ηAC値、気密・防露性能の確保等の留意 
    事項）を満たした上で、UA値 １、２地域：0.40［W/㎡K］相当以下、３地域：0.50［W/㎡K］相当以下、４～７地域：0.60［W/㎡K］相当以下）に適合 
  ② 再生可能エネルギーを除き、共用部を含む当該住棟全体で、基準一次エネルギー消費量から20％以上の一次エネルギー消費量削減 

集合住宅におけるZEHの定義と目指すべき水準（住棟単位）

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

4-2-3. 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業の補助対象建築物の概要 

日射遮蔽
高効率空調

高断熱外皮

高効率給湯

蓄電システム

電力量の把握

高断熱窓

…補助対象

夏期

冬期

涼風

排出

太陽光発電

空調室外機等

スマートメーター 省エネ換気

省エネ換気
高効率空調蓄電システム

屋上

各部屋

エントランス管理室等

創
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

供
給

電
力
量
の

把
握

高効率照明
（ダウンライト）

高効率照明
（ダウンライト）
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

高
層
（

層
以
上
）

事
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

2018年 2019年

低
・
中
層
（

～

層
）

公募期間 事業期間（単年度）

月上旬～ 月 日

事業期間（複数年度）

月上旬～ 月 日

補助金支払完了（予定）

補助金支払完了（予定）

公募期間（一次） 補助金支払完了（予定）

公募期間（二次）

事業期間（単年度）

月下旬～ 月 日

事業期間（単年度）

月中旬～ 月 日

補助金支払完了（予定）

補助金支払完了（予定）事業期間（複数年度）

月下旬～ 月 日

事業期間（複数年度）

月中旬～ 月 日

補助金支払完了（予定）

4-2-4. 事業スケジュール

THIS PAGE  
INTENTIONALLY 

 LEFT BLANK 
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

4-2-5. 採択枠別 交付決定状況

１・２・３ ４・５・６・７ ８ １・２・３ ４・５・６・７ ８

50㎡未満

50㎡以上 ５件

50㎡未満 １件

50㎡以上 １件 ７件 １件

50㎡未満

50㎡以上

建物用途 分譲集合住宅 賃貸集合住宅

１１～２０層

地域区分地域区分

２１層以上

６～１０層

建物規模
（住宅部の階数）

住戸の
平均床面積

[ N=15 ] 

 採択枠ごとの交付決定件数は下表のとおり。

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

【物件種別】 【事業年度】

分譲
件

賃貸
件

複数年度
年目）
件
％

複数年度
年目）
件
％

単年度
件
％

4-2-6. 採択事業の種別 [ N=15 ] 

 分譲・賃貸の内訳は、分譲 件、賃貸 件。

 全件が複数年度事業。2年度事業が 件。3年度事業が 件。
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

4-2-7. 一次エネルギー消費削減率（住棟評価）（再エネを除く） 

再生可能エネルギーを除く一次
エネルギー

消費削減率 住棟・％）
件数

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

％以上

(件） 

[ N=15 ] 

 住棟評価の年間一次エネルギー消費削減率（再エネを除く）は ～ ％が最多の 件。

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

4-2-8. 外皮平均熱貫流率（UA値）（住戸平均） 

外皮平均熱貫流率
ＵＡ値） 住戸平均） 件数

以下

超～ 以下

超～ 以下

超～ 以下

超～ 以下

超～ 以下

超

件
件

件

件

件

件

超 以下 超 以下 超 以下
超 以下 超 以下 超

[ N=15 ] 

 外皮性能の分布は、下表のとおり。「Ｕ 値： 超～ 以下」が最多の 件となった。
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

4-2-9. 平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 交付決定事業一覧 

番号 補助事業の名称 補助事業者名 事業場所
共同
住宅
種別

構造 地域
区分 住戸数

階数
住宅部分） 各面積 ㎡） 再生可能

エネルギーを除く
一次エネルギー
消費削減率 ％）

再生可能
エネルギーを含む
一次エネルギー
消費削減率 ％）

外皮平均
熱貫流率
ＵＡ値）
住棟全体

専有部の外皮
総面積に対する
開口比率 ％）

再生可能
エネルギー
供給戸数

容量
ｋ

専有部

導入有無
ＺＥＨ－Ｍランク

地上 地下 延床面積 住戸平均
床面積

仮称）花月園駅前計画
高層 実証事業

大和ハウス工業株式会社
京浜急行電鉄株式会社
三信住建株式会社

神奈川県横浜市 分譲 ＺＥＨ－Ｍ

仮称）プレミスト稲川三丁目新築工事
高層 実証事業 大和ハウス工業株式会社 静岡県静岡市 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

仮称）サーパス甲府徳行
高層 実証事業 株式会社穴吹工務店 山梨県甲府市 分譲 ＺＥＨ－Ｍ

仮称） 桜新町
高層 実証事業 東京建物株式会社 東京都世田谷区 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

仮称）サーパス船越四丁目
高層 実証事業 株式会社穴吹工務店 広島県広島市 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

仮称）サーパス上乃木四丁目
高層 実証事業 株式会社穴吹工務店 島根県松江市 分譲 ＺＥＨ－Ｍ

仮称）ライオンズ平野町南
高層 実証事業 株式会社大京 広島県広島市 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

仮称）ライオンズ呉西中央三丁目
高層 実証事業

株式会社大京
株式会社穴吹工務店 広島県呉市 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

ライオンズ会津大町レジデンス
高層 実証事業 株式会社大京 福島県会津若松市 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

仮称）ライオンズ船橋本町
高層 実証事業 株式会社大京 千葉県船橋市 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

ライオンズ宜野湾ベイサイドシティ
高層 実証事業 株式会社大京 沖縄県宜野湾市 分譲 ） ○ ＺＥＨ－Ｍ

仮称）ライオンズ長津田
高層 実証事業 株式会社大京 神奈川県横浜市 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

仮称）南２西１２
高層 実証事業 株式会社大京 北海道札幌市 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

仮称）南柏ＰＪマンション
高層 実証事業 総合地所株式会社 千葉県柏市 分譲 ○ ＺＥＨ－Ｍ

エコ環境建築Ｂ・Ｇ・Ｖ新築工事
高層 実証事業 エスポワール不動産株式会社 北海道札幌市 賃貸 ＺＥＨ－Ｍ

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

4-2-10. 交付決定事業 全国分布図

交付決定数 住戸数

件 件
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高層ＺＥＨ－Ｍ ゼッチ・マンション）実証事業

番号 補助事業の名称 断熱材 開口部 空調設備 給湯設備 地域における追加技術

００１ （仮称）花月園駅前計画
高層 実証事業

・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種
・屋根 非歩行 歩行 ：硬質ウレタンフォーム断熱材 種 号

押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種
・床：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種
・ピット床：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種
・界壁：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種

・二重サッシ 値： ×
外側：アルミ製、複層ガラス
（ ）
内側：樹脂製、複層ガラス
（ ）

暖房
・温水床暖房
（潜熱回収型ガス給湯機（兼用熱源）、
暖房部熱効率 ％以上） ・潜熱回収型ガス給湯機

（エネルギー消費効率
％以上）

－
冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

００２ 仮称）プレミスト稲川三丁目新築工事
高層 実証事業

・外壁：吹付け硬質ウレタンフォーム断熱材 種
・屋根：硬質ウレタンフォーム断熱材 種 号
・床：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種
・床（ピット）：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種

・界床：吹付け硬質ウレタンフォーム断熱材 種
・界壁：吹付け硬質ウレタンフォーム断熱材 種

・一重サッシ 値： ×
アルミ製、複層ガラス
（ 耐熱強化 ）

暖房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）
・潜熱回収型ガス給湯機
（エネルギー消費効率

％）
－

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

００３ （仮称）サーパス甲府徳行
高層 実証事業

・外壁：吹付け硬質ウレタンフォーム 種

・屋根：硬質ウレタンフォーム断熱材 種 号
・床：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種ｂＡ

・天井：吹付け硬質ウレタンフォーム 種

・一重サッシ 値： ×
アルミ樹脂複合製、複層ガラス
（ ）

暖房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）
・潜熱回収型ガス給湯機
（エネルギー消費効率

％）
－

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

００４ （仮称） 桜新町
高層 実証事業

・屋根： 種硬質ウレタンフォーム保温板 、
押出法ポリスチレン保温板 種

・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム
・天井：押出法ポリスチレン保温板 種

（一部 ）
・床上（断熱補強）：吹付硬質ウレタンフォーム
・床下（ 階）：押出法ポリスチレン保温板 種

・一重サッシ 値： ×
アルミ製、複層ガラス
（ アルゴンガス ）

暖房
・温水床暖房（潜熱回収型ガス給湯機（兼用
熱源）、暖房部熱効率 ％以上）
・温水床暖房（家庭用燃料電池（兼用熱
源）、暖房部熱効率 ％以上） ・潜熱回収型ガス給湯機

（エネルギー消費効率
％）

・燃料電池（エネファーム）
－

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

００５ （仮称）サーパス船越四丁目
高層 実証事業

・屋根：硬質ウレタンフォーム断熱材 種 号
・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム 種

・床：吹付硬質ウレタンフォーム 種
・床（ピット）：押出法ポリスチレンフォーム保温板 種
・界床：吹付硬質ウレタンフォーム 種
・熱橋補強：吹付硬質ウレタンフォーム 種

・一重サッシ 値：
× 、 ×

アルミ樹脂複合製、複層ガラス
（ ）

暖房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）
・潜熱回収型ガス給湯機
（エネルギー消費効率

％）
－

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

００６ （仮称）サーパス上乃木四丁目
高層 実証事業

・屋根：硬質ウレタンフォーム断熱材 種 号
・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種

・床：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種
・床（ピット）：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種
・界床：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種
・断熱補強：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種

・一重サッシ 値： ×
アルミ樹脂複合製、複層ガラス
（ ）

暖房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）
・潜熱回収型ガス給湯機
（エネルギー消費効率

％）
－

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

００７ （仮称）ライオンズ平野町南
高層 実証事業

・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材

・屋根：硬質ウレタンフォーム断熱材
・床 ：押出法ポリスチレンフォーム保温板 、

吹付硬質ウレタンフォーム断熱材
・界壁：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材

、
硬質ウレタンフォーム保温板

・熱橋：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材
・設備基礎：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材

・一重サッシ 値：
× 、 ×

アルミ樹脂複合製、複層ガラス
（ ）

暖房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

・燃料電池（エネファーム） －

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

００８ （仮称）ライオンズ呉西中央三丁目
高層 実証事業

・屋根：硬質ウレタンフォーム断熱材 種 号
・外壁、柱・梁：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種

、 、 、
・床：吹付け硬質ウレタンフォーム断熱材 種

・界壁、界床：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種

・熱橋：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種

・一重サッシ 値： ×
アルミ樹脂複合製、複層ガラス
（ ）

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

・高圧力型エコキュート
（ ） －

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

００９ ライオンズ会津大町レジデンス
高層 実証事業

・外壁：吹付ウレタンフォーム 種 号
・屋上屋根：硬質ウレタンフォーム保温板 種 号
・外床：押出法ポリスチレンフォーム保温板 種
・断熱補強部等：アキレス折返しノンフロンボード
・天井：押出法ポリスチレンフォーム保温板 種

吹付ウレタンフォーム 種 号
グラスウール

・二重サッシ 値： ×
外側：アルミ製、単板ガラス（ ）
内側：樹脂製、複層ガラス

（ ）

暖房 ・ファンコンベクター（潜熱回収型ガス給湯機（兼用
熱源）、暖房部熱効率 ％以上） ・潜熱回収型ガス給湯機

（エネルギー消費効率
％）

－
冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

０１０ （仮称）ライオンズ船橋本町
高層 実証事業

・屋根：硬質ウレタンフォーム断熱材 種 号
・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種１

・床：押出式ポリスチレンフォーム断熱材 種ｂ

・床（梁型）：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種１

・天井：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材 種１

・一重サッシ 値：
× 、 ×

アルミ樹脂複合製、複層ガラス
（ ）

暖房
・温水床暖房（潜熱回収型ガス給湯機（兼用
熱源）、暖房部熱効率 ％以上）
・温水床暖房（燃料電池（兼用熱源）、暖房
部熱効率 ％以上） ・燃料電池（エネファーム）

・潜熱回収型ガス給湯機
（エネルギー消費効率

％）
－

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

０１１ ライオンズ宜野湾ベイサイドシティ
高層 実証事業 － ・一重サッシ 値： ×

アルミ製、単板ガラス（熱線反射 厚さ ）

暖房 ・なし
・潜熱回収型ガス給湯機
（エネルギー消費効率

％）

・通風の積極利用
（大型吸気口（φ150）、
通気ルーバー付扉、
「自然換気ストッパー」付
サッシ）
・効果的な日射遮蔽
（開口部ガラスに熱線反射
ガラス）

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

０１２ （仮称）ライオンズ長津田
高層 実証事業

・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム 種
・屋根：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種ｂ

・天井：吹付硬質ウレタンフォーム 種
・床：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種ｂ

・一重サッシ 値： ×
アルミ樹脂複合製、複層ガラス
（ アルゴンガス ）

暖房 ・温水床暖房（燃料電池（兼用熱源）、暖房
部熱効率 ％以上）

・燃料電池（エネファーム） －
冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

０１３ （仮称）南２西１２
高層 実証事業

・屋根・天井：硬質ウレタンフォーム断熱材 種 号

・外壁・天井・床：吹付硬質ウレタンフォーム断熱材

・天井：グラスウール断熱材（通常品）
・外壁・天井：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種

・二重サッシ 値：
× 、 ×

外側：アルミ製、単板ガラス（ ）
内側：樹脂製、真空複層ガラス

（ ）

暖房
・温水床暖房（潜熱回収型ガス給湯機（兼用
熱源）、暖房部熱効率 ％以上）
・ファンコンベクター（潜熱回収型ガス給湯機（兼用
熱源）、暖房部熱効率 ％以上） ・潜熱回収型ガス給湯機

（エネルギー消費効率
％）

－

冷房 ・なし

０１４ （仮称）南柏ＰＪマンション
高層 実証事業

・屋根： 種硬質ウレタンフォーム 種 号
・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム 種
・外壁（梁型）：吹付硬質ウレタンフォーム 種
・天井：吹付硬質ウレタンフォーム 種
・界壁：吹付硬質ウレタンフォーム 種
・床：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種
・床（ピット）：押出法ポリスチレンフォーム断熱材 種

・二重サッシ 値：
× 、 ×

外側：アルミ製、複層ガラス
（ ）

内側：樹脂製、単板ガラス（ ）

暖房 ・ルームエアコンディショナー付温水床暖房
（電気ヒートポンプ式熱源）

・潜熱回収型ガス給湯機
（エネルギー消費効率

％）
－

冷房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）

０１５ エコ環境建築Ｂ・Ｇ・Ｖ新築工事
高層 実証事業

・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム 種 ～
・屋根：吹付硬質ウレタンフォーム 種
・床：吹付硬質ウレタンフォーム 種 ～

・二重サッシ 値： ×
外側：アルミ製、単板ガラス（ ）
内側：樹脂製、複層ガラス

（ ）

暖房 ・高効率個別エアコン（主たる居室に「区分い」）
・潜熱回収型ガス給湯機
（エネルギー消費効率

％）
－

冷房 ・なし

4-2-11. 平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 交付決定事業ごとの設備詳細 
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Ｈ 年度グレードＢ分析

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3. 低・中層ZEH-M（ゼッチ・マンション）支援事業について 4-3. 低・中層ZEH-M（ゼッチ・マンション）支援事業 
       について 

低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-1. 低・中層ZEH-M（ゼッチ・マンション）支援事業の概要 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）において、「住宅については、２０２０年までに標準的な新築住宅
で、２０３０年までに新築住宅の平均でＺＥＨの実現を目指す」という政策目標を設定しているほか、「地球温暖化
対策計画」（２０１６年５月閣議決定）等においても同様の政策目標が設定され、２０１５年には経済産業省資源エ
ネルギー庁により、ＺＥＨの統一的な定義が公表されると共に、２０２０年の普及目標に向けたロードマップ（ＺＥＨ
ロードマップ）が公表されました。 
また、中長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）の着実な実現に向けては、ＺＥＨに係る２０３０年の政策
目標において集合住宅を位置づけると共に、集合住宅におけるＺＥＨの定義や中長期での具体的な政策目標を
明確にすることが不可欠であるとして、経済産業省資源エネルギー庁は、集合住宅におけるＺＥＨの定義のあり
方、その普及に向けたロードマップ等を検討するため、２０１７年９月に集合住宅におけるＺＥＨロードマップ委員
会を設置し、計３回の委員会とパブリックコメントを経てとりまとめを行い、２０１８年５月に公表しました。

事業の背景

環境省は、集合住宅（分譲住宅または賃貸住宅）のＺＥＨ化に対する支援を連携事業（経済産業省、国土交通
省連携事業）として行い、低層（住宅用途部分の階層数が ～ 層）､中層（ ， 層）の集合住宅において、年間
の一次エネルギー消費量が正味でゼロとなるＺＥＨ－Ｍの普及促進を目的としてます。
また、集合住宅のＺＥＨ化を促進するための設計ガイドラインを策定するために必要な、設計仕様やエネルギー性
能等に関する情報の収集も目的としてます。 

事業の目的
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低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-2. 採択区分別 交付決定状況（住棟）

建物用途 分譲 賃貸

住宅用途部分の
階層数

住戸の
平均床面積

地域区分 地域区分

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

低層
（１～３階層）

（ ）

㎡未満
（ ） （ ） （ ）

㎡以上
（ ） （ ） （ ） （ ）

中層
（４，５階層）

（ ）

㎡未満
（ ） （ ） （ ）

㎡以上
（ ） （ ）

合計： 棟（ 戸） 計： 棟（ 戸） 合計： 棟（ 戸）

・分譲 賃貸の別では賃貸が著しく多い （ ≒ ）
・低層 中層の別では低層が著しく多い （ ≒ ）
・地域区分では ・ ・ ・ 地域での申請が著しく多い （ ≒ ）
（１次公募で申請がなかった地域（１・２・３及び 地域）に、１次公募後に重点的にＰＲ活動を行った
ところ、２次公募ではこれらの地域から７件の申請が得られた。）

 

※棟数、（ ）内：住戸数

低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-3. 都道府県別 交付決定状況（住棟）

北
海
道

東北 関東 甲信越 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州

（単位：棟）

・関東・中部・近畿での申請が集中している。
・申請が少ない地域には、今後ＰＲ活動を通じて周知を図っていく。
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低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-4. 交付決定事業の内訳（住棟）

【事業期間の内訳】 【ＺＥＨデベロッパーの内訳（住棟別）】

※全国各地に営業拠点を有し、規格住宅を提供している 
ＺＥＨデベロッパーを便宜上 「ハウスメーカー」としてます。 

単年度

棟

複数年度

年

棟

ハウスメーカー※

棟

一般工務店

棟

低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-5. 建物の構造と各住戸の平均床面積（住棟）

【建物の構造】 【住戸の平均床面積】

（
単
位
：
棟
）

建物構造は「鉄骨造」が１３３棟（＝中層７棟 低層１２６棟）で全体の８４％を占めている。

（単位： ）
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低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-6. 住棟規模（住棟）

階層 階層 階層 階層 階層

（
単
位
：
棟
）

階層 階層 階層 階層 階層

（
単
位
：
棟
）

【住戸数分布】 【住戸総面積分布】

・２階建、３階建の申請が多い。
・住戸数では、２階建・３階建で５－１０戸未満の申請が多い。
・住戸用途延床面積では、２階建・３階建で２００－４００ｍ２未満の申請が多い。

※住宅用途の階層数と建物の階数の合致率は９７％

低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-7. ZEH-Mの定義と交付決定棟数（住棟）

の
定義 外皮基準

基準値からの
削減率

補助要件に
適合する

の
定義

再エネ
除く

再エネ
含む

低
層

中
層

『ＺＥＨ－Ｍ』

全住戸で
強化外皮
基準を満
たす。

以上 以上 〇 〇

Ｎｅａｒｌｙ
ＺＥＨ－Ｍ 以上 以上 〇 〇

ＺＥＨ－Ｍ
Ｒｅａｄｙ 以上 以上 － 〇

【主な環境性能要件】 【ZEH-Mの定義に対する交付決定棟数】

・『ZEH-M』が３３棟、Ｎｅａｒｌｙ ZEH-Mが１１９棟で全体の９６％（≒（ ） ）を占める。
・中層で『ZEH-M』を達成する申請は、見られなかった。
・中層でＮｅａｒｌｙ ZEH-Mを達成する割合は１４％（≒（ ））であった。

（単位：％）

低層

中層

6 棟  

22%  

78%  

14%  

86%  

118 棟  

33 棟  

1 棟  

低層・中層ごとの交付決定棟数の割合 
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低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-8. 再生可能エネルギーを除く一次エネルギー消費削減率（住棟） 

※補助要件：再エネ除く消費削減率 以上

削減率３０％以上が７７棟で、全体の４９％を占めている。

（単位：棟）

低層

中層

再生可能エネルギーを
除く

一次エネルギー
消費削減率 ※

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

％以上

低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-9. 再生可能エネルギーを含む一次エネルギー消費削減率（住棟） 

低層

中層

（単位：棟）
再生可能エネルギーを

含む
一次エネルギー
消費削減率 ※

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

％～ ％未満

％～ ％未満

％～ ％未満

％～ ％未満

％以上

削減率８０％以上が１０４棟で、全棟数の６５％を占めている。

※補助要件：再エネ含む消費削減率 低層 以上、中層 以上
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低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-10. 再生可能エネルギーの供給住戸割合（住棟）

再生可能エネルギーを
供給する
住戸割合※

％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

～ ％未満

％

※住戸割合＝（再エネを供給する住戸数）／（補助対象住戸数）

再生可能エネルギーの供給率は ％（全住戸に供給）が 棟で、全住棟の ％を占めている。  

低層
中層

（単位：棟）

低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-11. 外皮平均熱貫流率（ＵＡ値）（住棟）

地
域
区
分

開口比率

（
単
位
：
棟
）

外皮平均熱貫流率（ＵＡ値） （ ㎡・ ）

【 地域の開口比率】

ＺＥＨ基準

【地域区分別ＵＡ値（住棟全体）】

【 ・ ・ ・ 地域の開口比率】

未
満

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 以
上

未
満

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 以
上

（
単
位
：
棟
）

開口比率

※開口比率＝（開口部総面積）／（外皮総面積（壁４面、天井、床））
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低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-12. 構造別の性能比較（住棟） 
 

割
合
（
％
）

【一次エネルギー消費削減率（再エネ除く）】

鉄骨

木造

・木造／鉄骨造で一次エネルギー消費削減率（再エネ除く）に大きな差は見受けられない。
・木造は鉄骨造に対して、一次エネルギー消費削減率（再エネ含む） ％以上の申請が多い。

鉄骨

木造

消費削減率

【一次エネルギー消費削減率（再エネ含む）】

消費削減率

割
合
（
％
）

低・中層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）支援事業

低炭素社会創出促進協会

一般社団法人

4-3-13. 高効率設備（住戸） 

【主たる居室の高効率空調設備の構成】 【高効率給湯設備の構成】

・空調設備の導入では、高効率個別エアコンのみを導入している住戸が９８％を占める。
・給湯設備の導入では、潜熱回収型ガス給湯器のみを導入している住戸が８７％、
電気ヒートポンプ給湯器のみを導入している住戸が１２％を占める。

高効率個

別エアコン

戸

その他

戸

潜熱回収型

ガス給湯器

戸

電気ヒートポン

プ給湯機

戸

その他

戸
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 ＜付録①＞ 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業  
採択事業 

 ＜付録②＞ 都道府県ごとの平均年間一次エネルギー消費量 
および太陽光発電による平均年間創エネルギー量 
実績データ 

 

巻末資料 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業
調査発表会 2018 
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業①

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業②
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業③

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業④
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑤

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑥
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑦

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑧
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑨

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑩
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑪

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑫
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑬

高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑭
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高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業

平成30年度 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実証事業 採択事業⑮
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（MJ/㎡・年）

N数 一戸平均 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

都道府県 （MJ/㎡・月）

＜付録＞ 都道府県ごとの平均年間一次エネルギー消費量 実績データ（その他エネルギーを含む） 

【エネルギー消費量】

都道府県ごと「各月の一次エネルギー消費量（ ㎡・月）」の単純平均値

（各月の一次エネルギー消費量の 数合計 対象住宅の延べ床面積の 合計）÷

（MJ/㎡・年）

N数 一戸平均 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

都道府県 （MJ/㎡・月）
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（MJ/㎡・年）

N数 一戸平均 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

都道府県 （MJ/㎡・月）

【エネルギー消費量】

都道府県ごと「各月の一次エネルギー消費量（ ㎡・月）」の単純平均値

（各月の一次エネルギー消費量の 数合計 対象住宅の延べ床面積の 合計）÷

※その他エネルギーは年間値を１２か月均等割りして各月から控除

＜付録＞ 都道府県ごとの平均年間一次エネルギー消費量 実績データ（その他エネルギーを除く） 
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（MJ/㎡・年）

N数 一戸平均 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

都道府県 （MJ/㎡・月）

【創エネルギー量】

都道府県ごと「各月の創エネルギー量（ ㎡・月）」の単純平均値

（各月の創エネルギー量の 数合計 対象住宅の延べ床面積の 合計） ÷

＜付録＞ 都道府県ごとの太陽光発電による平均年間創エネルギー量 実績データ（一次エネルギー換算）
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（kwh/kw・年）

N数 一戸平均 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

都道府県 （kwh/kw・月）

【創エネルギー量】

都道府県ごと「 パネル あたりの月間発電（ ・月）」の単純平均

（各月の創エネルギー量（ ）の 数合計 対象住宅 容量（ ）の 合計） ÷

＜付録＞ 都道府県ごとの太陽光発電による平均年間創エネルギー量 実績データ（創電力量）
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